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A 　現在実施していて現計画に記載がある施策・事業についての調査票

計画名 最終年度 内容 実施状況 目標達成度 目標達成度に対する評価 実施状況 目標達成度 目標達成度に対する評価

1 1-(1)
多様な媒体によ
る情報提供

継続
子ども家庭部
子育て支援課
推進係

「広報ふちゅう」の紙面充実をは
じめ、今後、利用の拡大が見込
まれるインターネットの活用や、
子育て情報誌の配布などを通じ
て、子育てに関する情報提供を
行います。

広報ふちゅう及びイ
ンターネット、子育て
情報誌により、子育
てに関する情報提供
を行いました。

広報ふちゅう及びイ
ンターネット、子育て
情報誌により、子育
てに関する情報提供
を行いました。

ほぼ達成され
た

継続 現状維持をする。 継続

2 1-(1)

子ども家庭支援
センター「たっ
ち」における情
報提供

重点

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

新たな子ども家庭支援センター
「たっち」を子育てに関する情報
の集約施設とし、情報の収集・提
供を行います。

情報コーナーの整備･
活用

毎月２５日に「支援セ
ンターだより」を５００
部発行するほか、地
域の子育て関連情報
などを提供した。

ほぼ達成され
た

たっちだよりを発行し、イベ
ントの予定や講座案内等
の情報発信を行った。ま
た、しらとりのＮＰ事業を広
報に掲載した。

毎月２５日に「支援セ
ンターだより」を５００
部発行。子育て関連
の情報を収集し、提
供した。

ほぼ達成され
た

たっちだよりを発行し、イベ
ントの予定や講座案内等
の情報発信を行った。情
報コーナーに「お出かけ情
報」を集め掲載した。

重点
情報コーナーの整
備･活用

継続

「たっちだより」の
内容の検討を行
い、時代背景に即
した情報提供を行
う。

「たっちだより」の情
報がたくさんに人に
行き渡るようにする。

保護者が求めてい
る情報をより広く収
集し、提供方法も
工夫する必要があ
る。

「たっちだより」やＨ
Ｐなどを活用して
いく。

3 1-(1)
児童館における
情報提供

重点
子ども家庭部
子育て支援課
推進係

子ども家庭支援センター「たっ
ち」と連携して、地域の子育て関
連情報を収集・提供します。ま
た、児童館における相談体制の
充実を検討します。

地域情報の収集・提
供

文化センターを利用
した、子育て情報提
供を実施しました。
NP（ノーバディーズ
パーフェクト）講習会

ほぼ達成され
た

文化センターを利用して
NP講習会や、幼児室を利
用した「お遊びサークル」を
行うことで、子供を持つ親
同士の情報交換の場を提
供できた。

文化センターを利用
した、子育て情報提
供を実施しました。
NP（ノーバディーズ
パーフェクト）講習会

ほぼ達成され
た

文化センターを利用して
NP講習会や、幼児室を利
用した「お遊びサークル」を
行うことで、子供を持つ親
同士の情報交換の場を提
供できた。

重点
地域情報の収集・
提供

継続

4 1-(1)
子育て情報誌の
配布

継続
子ども家庭部
子育て支援課
推進係

母子健康手帳配布時等に、子育
て情報誌「子育てのたまて箱」を
配布し、早期の子育て情報の周
知を図ります。
内容の充実のため、２～３年毎
に改訂をします。

子育て情報誌「子育
てのたまて箱」６５００
部を作成し、母子手
帳配布時や窓口等に
て、市民向けに配布
を行った。

子育て情報誌「子育
てのたまて箱」８０００
部を作成し、母子手
帳配布時や窓口等に
て、市民向けに配布
を行った。

継続
出産世帯、子育て
世帯への子育て情
報誌を配布する。

継続

子育て家庭に、早
期に情報を提供
し、事業の周知を
図ることで、各事
業の積極的な利用
へとつなげること
が見込まれるた
め。

母子手帳交付後に
府中へ転入した子
育て世帯への配布
が出来ていない。

転入届け出時に子
育て世帯への配布
を行うことや、その
場合の作成冊数
の検討を行う。

5 1-(1)
インターネットに
よる情報提供

新規
子ども家庭部
子育て支援課
推進係

NPOやボランティア団体と協力
し、インターネットによる地域情
報の収集・提供を検討します。

地域情報の収集・提
供

子育て支援を実施す
るNPO団体と意見交
換をしました。

あまり達成さ
れていない

子育て支援を実施する
NPO団体と意見交換を実
施している段階である。

子育て支援を実施す
るNPO団体と意見交
換をしました。

あまり達成さ
れていない

子育て支援を実施する
NPO団体と意見交換を実
施している段階である。

継続

NPOやボランティ
ア団体と協力し、
インターネットによ
る地域情報の収
集・提供を検討す
る。

NPOやボランティ
ア団体との意見交
換を行い、実施ま
での具体的な計画
づくりに取り組むと
ともに、情報を集
約し、管理するた
めの体制づくりを
行う。

継続

○団体の情報が
市民に伝わりやす
いように検討をす
る。
○働くお母さんが
情報を収集しやす
いようにする。

第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度
母親・両親学級
（はじめてのパパ
ママ学級）の開催

府中市保健計画
事業実施計画

平成21年度 受講者の増加

7 1-(1) 子育て講座 新規

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

子ども家庭支援センター「たっ
ち」において、出産・育児の不安
解消や親同士の交流のための
子育て講座を行います。また、父
親・両親向けの講座を行い、父
親の育児参加を促進します。

月１回の開催

出産後の母子対象に
した講座（すやすやク
ラブ、ころりんクラブ）
を各コース３回、３日
間ずつ実施。
妊婦を対象にした講
座（カンガルータイ
ム）、ベビーマッサー
ジを実施。

ほぼ達成され
た

すやすやクラブ、ころりん
クラブは毎回抽選になるほ
ど応募者が多い。参加者
のアンケートをもとに講座
の内容を検討していきま
す。

出産後の母子対象に
した講座（すやすやク
ラブ、ころりんクラブ）
を各コース３回、4日
間ずつ実施。妊婦、
父親を対象にした講
座（カンガルータイ
ム）、ベビーマッサー
ジを実施。

ほぼ達成され
た

各講座とも盛況で、アン
ケート結果も非常に良い。
参加者のアンケートをもと
に講座の内容をさらに検
討していく。

継続 継続

参加者のアンケー
ト結果も非常に良
く、今後もアンケー
トをもとに内容を検
討していく。

開催回数、参加人
数、参加者アンケート
の内容などを把握し、
親同士の交流も促進
する。

講座への参加要
望が大きいため、
募集から漏れた方
の参加方法

開催日や講座の
回数を工夫するな
ど、より参加しやす
い講座になるよう
に努める。

8 1-(1) 家庭教育学級 継続
文化スポーツ
部生涯学習ス
ポーツ課

幼稚園、保育所などに通う幼児
を持つ両親を対象に、子育てな
どをテーマにした講座を実施しま
す。

生涯学習推進計
画

平成20年度

市民が生活の向
上、職業上の能力
の向上や自己の
充実を目指して自
発的に、さまざまな
ライフステージの
中で学習活動を行
う機会の提供と支
援を目指す

全市対象　１回
延参加者数１９４人
(受講者１４５人　託
児４９人)

全市対象　２回
前期／延参加者数２
０５人
(受講者１６６人　託
児３９人)
後期／延参加者数予
定２２０人

継続
地区公民館１１館
各１回全市対象
２回

心豊かでたくまし
い子どもを社会全
体で育むため、家
庭・地域・学校がそ
れぞれ教育力の
充実を図る必要が
あることから、すべ
ての教育の出発点
である、家庭教育
を支援するため、
親等に対する学習
機会の提供をす
る。

継続

参加者の評判もよ
く、孤立しがちな昨
今の保護者に対し
必要な知識の習得
やネットワークづく
りに役立っている
ため継続とするこ
とが妥当と考え
る。

各講座開催時の申込
者人数や、講座終了
後のアンケート実施
により市民のニーズ
にあった内容の講座
開催を目指す。

子育ての不安や悩
みを抱えている保
護者が増加してい
るため、情報交換
や交流をはかる機
会が必要である。

子育てに悩む母親
に対し、講座を通
しての受講者お互
いの交流が図れる
よう場を設定する。

9 1-(1)
ＰＴＡ家庭教育
学級

継続
文化スポーツ
部生涯学習ス
ポーツ課

各学校のPTA会員が教育・学習
に関する課題を、自ら考え学ぶ
ことにより、日常的な養育態度や
行動に対する自己意識を高める
とともに、子供の成長や社会情
勢の変化に対応できる教育力
（知識・態度・技能）を養成しま
す。

生涯学習推進計
画

平成20年度

市民が生活の向
上、職業上の能力
の向上や自己の
充実を目指して自
発的に、さまざまな
ライフステージの
中で学習活動を行
う機会の提供と支
援を目指す

小中学校ＰＴＡ　全４
１回

小中学校ＰＴＡ　全４
５回（予定）

継続
小中学校ＰＴＡ
各２回

親等(各学校の
PTA会員)が、教
育、学習に関する
課題を自ら考え、
学び自己意識を高
めると共に、子ども
の成長などの変化
に対応できる教育
力(知識・態度・技
能)を養成する。

継続

親等(各学校の
PTA会員)が、教
育、学習に関する
課題を自ら考える
一助となっており、
学び自己意識を高
めると共に、子ども
の成長などの変化
に対応できる教育
力(知識・態度・技
能)の向上が見込
まれるため

各講座開催時の申込
者人数や、講座終了
後のアンケート実施
により市民のニーズ
にあった内容の講座
開催を目指す。

趣味や実技の講
座に偏らず、子ど
もを取り巻く様々な
課題をテーマとし
各学校の特色を生
かした形で実施す
る。

合同開催をするこ
とによって、地域と
の連携、充実した
内容の講座を開催
する。

10 1-(2)
子ども家庭総合
相談

重点

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

子ども家庭支援センター「たっ
ち」を中心として、１８歳までの子
どもとその保護者に対する総合
相談事業を実施します。

「たっち」「しらとり」の
２施設

第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度

子育てに関する情
報提供や相談に応
じ、育児不安の解
消と地域から孤立
化した家庭を防止
します。

「たっち」「しらとり」の
２施設
相談件数　７３７件

ほぼ達成され
た

児童相談所と協力して訪
問や支援を行うとともに、
関係機関とも連携を持ちな
がら子ども家庭支援セン
ターとしての活動の充実に
努めました。

「たっち」「しらとり」の
２施設
相談件数　５０４件

ほぼ達成され
た

児童相談所と協力して訪
問や支援を行うとともに、
関係機関とも連携を持ちな
がら子ども家庭支援セン
ターとしての活動の充実に
努めました。

重点

支援が必要な家
庭を早期に把握
し、相談対応でき
る体制を整備す
る。

家庭総合相談に適
切に対応するた
め、児童相談所と
協力して訪問や支
援を行うとともに、
関係機関との連携
の仕組みを整えま
す。

充実

きめ細かい支援を
実施するため、相
談体制の充実と関
係機関とのより深
い連携が必要。

・相談を開始する時
期が早くなる。（結果
として若年者の相談
割合が増加）
・状況の改善より、相
談が終了するケース
の割合が増加する。

・育児に悩んでい
る家庭を早期に把
握する体制の整
備。
・核家族化が進み
相談件数の増加と
ともに、相談内容
や支援の内容も多
岐に亘っており、
相談体制や人材
育成が課題となっ
ている。

・関係機関との連
携による体制整備
・地域全体への啓
発、推進
・子育てボランティ
ア等の育成によ
り、地域のサポー
ト力を向上させる。

資料　５

平成26年度
の目標

区分
事業の指標として

考えられること
今後の課題

対応策
（改善方法）

目標達成までの
今後の取組み

事業の
方向性

事業の課題実施状況

平成19年度 平成20年度

今後の目標、方向性

その理由

継続

グループワークを通じて妊娠、出
産及び子育てに関する知識を提
供します。また、親同士の交流
や仲間づくりを通して。子育て不
安を解消する機会を提供しま
す。

事業内容
現計画の目標

（平成21年度目標）

４日コース　12回
受講者数　1,127人
半日コース　12回
受講者数　　456人

４日コース　12回
受講者数　1,263人
半日コース　12回
受講者数　　438人

1-(1)
はじめてのパパ
ママ学級

継続
福祉保健部
健康推進課

区分

　事業名

事業名

6

妊娠・出産及び子
育てに関する知識
と仲間づくりの場
の提供をするた

め。

受講者のアンケート
結果から満足度を図
る。

コースによる申込
み人数に偏りがあ
り、実施回数等を
検討する。

現状を維持する。 継続

№

事業の概要

他計画の目標
局・部・課名

現計
画

の体
系

申込み者が多い半
日コース（沐浴）を
年６回から増設、
受講しやすい日曜
日開催等を検討す
る。
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計画名 最終年度 内容 実施状況 目標達成度 目標達成度に対する評価 実施状況 目標達成度 目標達成度に対する評価

平成26年度
の目標

区分
事業の指標として

考えられること
今後の課題

対応策
（改善方法）

目標達成までの
今後の取組み

事業の
方向性

事業の課題実施状況

平成19年度 平成20年度

今後の目標、方向性

その理由事業内容
現計画の目標

（平成21年度目標）
区分

　事業名

事業名
№

事業の概要

他計画の目標
局・部・課名

現計
画

の体
系

11 1-(2)
市立保育所にお
ける相談事業

重点
子ども家庭部
保育課

地域の保護者等の自主活動及
び在宅で子育てをしている家庭
への支援として、保育所での子
育て相談や保育士による訪問事
業を実施します。

訪問事業の実施
保育所での相談
ひろば事業を実施す
る中での相談

ほぼ達成され
た

地域子育て支援担当を設
け、選任保育士を中心にし
て相談・ひろば事業が行わ
れた。

保育所での相談
ひろば事業を実施す
る中での相談

ほぼ達成され
た

地域子育て支援担当を設
け、選任保育士を中心にし
て相談・ひろば事業を行っ
ている。

継続
私立保育所及び
ひろば事業実施
場所での相談

市立保育所で保育
士、看護師などの
専門職による相談
を随時、受け付け
ます。また、各地
域で行うひろば事
業に参加していた
だく中で相談を受
けます。

継続

保健センター及び
子ども家庭支援セ
ンターで戸別訪問
している。保育所
ではひろば事業を
充実し参加いただ
く中での相談とす
る。

意向調査における子
育ての不安感、負担
感

在宅で子育てをし
ている家庭への支
援を充実していくこ
とが求められる。

在宅子育て家庭が
参加しやすくなる
ようひろば事業を
充実する。

12 1-(2)
青少年子ども相
談

継続
子ども家庭部
児童青少年課

子ども本人からの相談及び子ど
もの育成等についての相談事業
を実施します。

第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度

関係機関との連携
をより強化し、相談
体制の充実を図
る。

相談員２人
相談件数４６件

相談員２人 継続 相談体制の充実 継続 相談件数

たっちでの相談業
務の開始により相
談件数は減少傾
向にある。

相談業務は相談
件数だけではその
効果を測れないも
のである。

13 1-(3) 児童虐待の相談 重点

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

児童虐待に関する専門の相談
員を育成し、相談体制を充実し
ます。

相談員４人
第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度

児童虐待の早期
発見と相談に繋げ
て支援することに
より、児童相談所
への保護件数の
減少を目指しま
す。

児童虐待相談件数
１８０件

ほぼ達成され
た

継続的な見守りが必要な
家庭に、育児支援家庭訪
問事業を導入するなど支
援の幅が広がった。

児童虐待相談件数
１２７件

ほぼ達成され
た

育児支援家庭訪問事業の
活用により、継続的な見守
りを行なえる家庭は増加し
ているが、状況の改善しな
い事例も多い。

重点

相談員の専門性
を向上させ相談
体制の充実を図
る。

・児童虐待に関す
る研修会の開催、
外部研修会への
参加など、知識の
向上を図るととも
にスーパーバイ
ザーを活用し人材
育成を行う。
・育児支援家庭訪
問などの、市民か
らの支援の輪を広
げる。

充実

児童虐待は、保護
者の育児不安や
精神疾患などの複
雑な問題も関わっ
ており、知識の習
得やコミュニケー
ションのとり方など
のスキルアップも
重要である。

虐待相談件数

相談員の専門性
の向上と効果的な
人材育成の体制
整備が必要。

研修会の開催、外
部研修会への参
加など知識の向上
を図るとともに、事
例に応じたスー
パーバイザーを起
用し人材育成を行
う。

14 1-(3) 虐待予防 継続
福祉保健部
健康推進課

母子保健事業（健診、教育、相
談、訪問）を通して、虐待の予防
と早期発見、早期対応により、乳
幼児の健全な育成を図ります。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
健康診査の実施、
妊産婦・新生児へ
の訪問指導

母子保健事業（健
診、教育、相談、訪
問）を通して、虐待の
予防と早期発見、健
診未受診者や予防接
種未接種等ハイリス
ク者は子ども家庭支
援センターと情報を
共有

母子保健事業（健
診、教育、相談、訪
問、妊娠届）を通し
て、虐待の予防と早
期発見、健診未受診
者や予防接種未接
種、若年妊婦等ハイ
リスク者は子ども家
庭支援センターと情
報を共有

継続

ハイリスク者は子
ども家庭支援セン
ターと情報の共
有、役割分担し現
状を維持する。

継続

乳児の全戸訪問
等ハイリスクケー
スを把握し、子ども
家庭支援センター
等関係機関とタイ
ムリーな支援を行
う。

速やかな情報の共
用及びケース会議
等でよりよい支援
を行う。

15 1-(3)
虐待防止ネット
ワーク

継続

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

要保護児童対策地域協議会な
ど関係機関が連携し、各機関の
役割や共通認識を持ちながら、
児童虐待防止対策などの取組
みを行います。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
関係機関と連携
し、児童虐待防止
に努めます。

要保護児童対策地域
協議会代表者会議
２回
〃
実務者会議　２回
〃
進行管理分科会　２
回　　　　　　個別事
例検討会
７１回

要保護児童対策地域
協議会代表者会議
２回
〃
実務者会議　２回
〃
進行管理分科会　２
回　　　　　　個別事
例検討会
４５回

継続

要保護児童対策
地域協議会など
関係機関の連携
を強化し、児童虐
待防止対策に取
組みます。

・関係機関が共通
認識を持って支援
を行うために、研
修会を実施し意識
向上を図る。
・要保護児童に関
する地域の問題を
集約し、解決策が
検討される場とし
て運営する。

充実

関係機関と円滑な
連携を取るには、
各機関の理解と協
力が必要であり、
共通認識を持つこ
とが大切である。

各関係機関の他機関
連携率の向上及び要
保護児童のより早い
段階での把握。

市内の課題を定期
的に把握した上
で、要保護児童対
策地域協議会がそ
の課題を具体的に
解決するための、
有効的な場になる
よう運営する。

幅広い関係機関が
集まる要保護児童
対策地域協議会な
どで、各機関の役
割や共通認識を強
化させる。また、研
修会を実施し知識
の向上を図る。

16 1-(3)
虐待防止マニュ
アル

継続

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

各機関が適切な対応ができるよ
う、児童虐待防止マニュアルの
活用を図ります。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

子育てへの不安や
精神的な不安から
児童虐待に至る
ケースも多く、各機
関の対応や連携な
どについてマニュ
アルを活用し虐待
防止を図る。

平成17年に作成した
マニュアルの活用

平成17年に作成した
マニュアルの活用

継続

改訂したマニュア
ルを活用し、適切
な対応と関係機
関の連携を強化
する。

現行のマニュアル
を見直し、現状に
即した対応のでき
る内容に改訂して
活用する。

充実

現行のマニュアル
は主に保育園、幼
稚園用に作成した
ものである。作成
時とは現状が変
わっていることもあ
り、学校でも活用し
ながらきめ細かい
対応ができる内容
に充実させる。

指標とするものは該
当しない。要保護児
童対策地域協議会で
行う現状把握の中
で、機関の連携状況
が充実するなど、他
事業の評価を活用す
る。

多機関が関わる
ケースについては
各機関の役割があ
るが、機関によっ
て対応にばらつき
があり、共通認識
を持って対応する
ことが必要である。

各機関の役割や
対応について、マ
ニュアルを参考に
して広く理解を求
めていく。

17 1-(3)
養育家庭（里親）
事業

新規

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

親の離婚や疾病等で家庭での
生活ができない子どもや、親の
虐待等により家庭で生活するこ
とが好ましくない子どもを、養育
家庭制度に登録した一般家庭
で、養子縁組を目的とせず一定
期間養育します。

養育家庭登録２０世
帯

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

実の親と暮らすこ
とができない子ど
もに、家庭での生
活を通して心の安
定と人間関係の形
成を育むため、養
育家庭の増加に努
めます。

養育家庭による体験
発表会を開催し啓発
活動に努めた。
体験発表会参加者
35人

達成されてい
ない

養育家庭制度への登録に
はなかなか繋がらない。

養育家庭による体験
発表会を開催し啓発
活動に努めた。
体験発表会参加者
61人

達成されてい
ない

養育家庭制度の必要性は
理解されてきたが、実際に
里子を養育するには不安
も多く、登録に繋げるのは
難しい面がある。

継続
継続して実施して
いく。

充実

保護を必要として
いる子どもは増加
しているが、施設
に余裕がないため
保護に至らない
ケースも多い。子
どもにとって、安全
で安心できる家庭
での生活が必要で
あり、養育家庭は
その必要性が高
い。

養育家庭登録数

近年、家族の機能
が低下していると
言われる中、問題
を抱えている子ど
もを受け入れて養
育することは容易
ではない。養育家
庭の必要性は感じ
ていて、不安や大
変だというイメージ
が高く、登録に至
ることは少ないの
が現状である。

都の事業である養
育家庭（里親）事
業を、引き続き多
摩児童相談所と連
携しながら、体験
発表会等の啓発
活動を実施してい
く。

18 2-(1)
子育て地域交流
事業

重点

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

子ども家庭支援センターを中心
に、地域における仲間づくりのた
めの情報提供や、家事・子育て
の勉強会、ボランティア活動、交
流の場の提供などを行います。
また、ボランティア等の協力を得
ながら実施回数を増やすととも
に、特に声かけが必要な親子を
グループ化するなど、きめ細か
い事業を展開します。

施設：２か所
対象年齢：０～６歳

施設：２か所
対象年齢：０～６歳
延利用者：１０２，７４
１人

達成された

絵本の部屋を整備したほ
か、乳幼児が安全に利用
できるような環境整備を実
施。

施設：２か所
対象年齢：０～６歳

達成された

利用する年齢層に対応し
た運営を行った結果、親同
士の交流の機会が拡大す
るとともに、スタッフへの子
育て相談が増加してきて
いる。

重点
施設：２か所
対象年齢：０～６歳

継続

ボランティアによる
絵本読み聞かせ
の拡充や、わらべ
歌などの企画を充
実させ、親子が集
う場以上の魅力を
付加していく。

交流ひろばの利用人
数や年齢構成を把握
し、ニーズに合った企
画を実施していく。

子ども家庭支援セ
ンター「たっち」の
交流ひろばは０～
３歳の乳幼児が９
割を占める。交流
ひろばの安全を確
保し、利用する年
齢層に対応した運
営を行う必要があ
る。

０・１・２・３歳を対
象とする企画の充
実

19 2-(1)
子育てひろば
「ポップコーン」

重点
子ども家庭部
保育課

子ども家庭支援センターのひろ
ば事業を核として、児童館や学
童クラブ施設などにおいては地
域性あふれるひろば事業を実施
し、親子の交流と情報交換や仲
間づくりを支援します。

児童館・学童クラブ施
設等　11か所
ボランティア数　110
人

後期基本計画 平成25年度
ポップコーン　11か
所

ポップコーン　６か所
ほののぼ　１か所
すきっぷ　１８か所
計２５か所
ボランティア　４４人

ほぼ達成され
た

児童館、学童クラブのほ
か、保育所施設も活用し、
ひろば事業を実施した。

ポップコーン　６か所
ほののぼ　１か所
すきっぷ　１８か所
計２５か所
ボランティア　４０人

ほぼ達成され
た

児童館、学童クラブのほ
か、保育所施設も活用し、
ひろば事業を実施した。

重点
ポップコーン　11
か所

子ども家庭支援セ
ンターのひろば事
業を核として、児
童館や学童クラブ
施設などにおいて
は地域性あふれる
ひろば事業を実施
し、親子の交流と
情報交換や仲間
づくりを支援しま
す。

充実

在宅で子育てをし
ている家庭への支
援を充実していくこ
とが求められる。

ひろば事業実施箇所
数、参加者数

在宅で子育てをし
ている家庭への支
援を充実していくこ
とが求められる。

在宅子育て家庭が
参加しやすくなる
ようひろば事業を
充実する。
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20 2-(1)
子育てひろば事
業（Ａ型）

重点
子ども家庭部
子育て支援課
推進係

地域の子育て家庭に対して、親
子あそびや子育てに関する相
談・助言等を行い子育て不安を
解消するとともに、子育ての啓発
活動を進め、自主サークルやボ
ランティアの育成を推進します。

私立保育園８か所で
実施

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
子育てひろば事業
（A型）実施施設数
を８施設にする。

（子育てひろばA型）
実施園　５園（私立保
育園４園／公立保育
所１園）

あまり達成さ
れていない

市内５か所で実施し、各実
施保育園では、親子のつ
どいの場の提供のほか、
子育ての相談、啓発活動
を実施した。

（子育てひろばA型）
実施園　５園（私立保
育園４園／公立保育
所１園）

（子育てひろばC型）
実施か所数　１か所

あまり達成さ
れていない

新たに、市内１か所で子育
てひろば事業（C型）を開
始した。

重点
子育てひろば事
業の施設を８施設
で実施する。

実施施設の拡大を
検討し、地域の子
育て家庭に対して
の相談・助言、子
育ての啓発活動等
の充実を図る。

見直し
子育てひろばＣ型
も含めた事業の拡
大を検討する

延べ利用人数や相談
件数の把握と、利用
者の意見を聴取する
ことで、市民ニーズに
適応したサービスと
する。

21 2-(1)
保育所地域交流
事業

重点
子ども家庭部
保育課

市立保育所の園庭及び遊戯室
を開放し、地域の親子がふれあ
う場を提供するとともに、保育士
などによる子育て相談を行いま
す。

市立保育所16か所
月2回以上

後期基本計画 平成25年度
１６か所月２回以
上

市立保育所全所にお
いて週１回実施（高
倉保育所は月１回、
ほかひろば事業とし
て月２回）

達成された
目標値以上の実施となっ
ている。

市立保育所全所にお
いて週１回実施（高
倉保育所は月１回、
ほかひろば事業とし
て月２回）

達成された
目標値以上の実施となっ
ている。

継続

市立保育所の園
庭及び遊戯室を開
放し、地域の親子
がふれあう場を提
供するとともに、保
育士などによる子
育て相談を行いま
す。

継続
本事業は、目標を
達成している。

参加者数

在宅で子育てをし
ている家庭への支
援を充実していくこ
とが求められる。

在宅子育て家庭が
参加しやすくなる
ようひろば事業を
充実する。

22 2-(1) 幼稚園園庭開放 重点
教育委員会教
育部
学務保健課

私立幼稚園の園庭を開園時間
以外に開放し、在籍児はもとより
未就園児、近隣幼児等の安全で
安心して遊べる場所として提供
するとともに、保護者の交流の
場とします。

市立幼稚園３ヵ所　週
３日

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
保護者同士のコ
ミュニケーションの
場を提供します。

市立幼稚園３ヵ所
週４回
園庭開放参加者　６
６８１人
矢崎幼稚園１６６２人
みどり幼稚園２６５１
人
小柳幼稚園２３６８人

達成された

園庭開放事業が保護者に
浸透されてきて、保護者同
士のコミュニケーションの
場として十分認知された。

市立幼稚園３ヵ所
週４回
園庭開放参加者
4567人　(１2月１日現
在）
矢崎幼稚園1462人
みどり幼稚園1374人
小柳幼稚園1731人

達成された

園庭開放事業が保護者に
浸透されてきて、保護者同
士のコミュニケーションの
場として十分認知された。

重点

継続して保護者
同士のコミュニ
ケーションの場の
提供

今後も継続し、子
供の遊び場の確
保、保護者のコミュ
ニケーションの場
として提供する。

継続
未就園幼児の参加者
増の推進

週５日の開放 運営体制の見直し

23 2-(1)
児童館における
親子ふれあいの
場提供

重点
子ども家庭部
保育課
子育て支援課

児童館において親子交流や情報
交換、仲間づくりのための場を提
供します。

ポップコーン事業の
実施
ボランティア指導員の
配置

ポップコーン　２施設
すきっぷ　３施設

ほぼ達成され
た

ポップコーン事業を実施し
た。

ポップコーン　２施設
すきっぷ　３施設

ほぼ達成され
た

ポップコーン事業を実施し
た。

重点
ボランティア指導
員の配置

ボランティア指導
員の配置について
検討する

継続 来場者数

在宅で子育てをし
ている家庭への支
援を充実していくこ
とが求められる。

在宅子育て家庭が
参加しやすくなる
ようひろば事業を
充実する。

24 2-(1)
公会堂を利用し
た自主活動の場
づくり

新規
子ども家庭部
子育て支援課
推進係

自治会と協力し、公会堂を利用
した自主活動の場づくりを行いま
す。日常的なふれあいが、地域
行事等のコミュニティ参加への
きっかけとなることを目指しま
す。

モデル地区で実施
し、徐々に拡大しま
す。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
公会堂を利用した
自主活動の場づく
り

実施か所数　４か所
ほぼ達成され

た

市内の子育て団体４団体
からの申請があり、活動に
対して、補助金の助成を
行った。

実施か所数　４か所
ほぼ達成され

た

市内の子育て団体４団体
からの申請があり、活動に
対して、補助金の助成を
行った。

継続
モデル地区で実
施し、徐々に拡大
します。

地域の子育てひろ
ば活動団体を徐々
に拡大することで、
地域単位での身近
な自主活動の場づ
くりを支援する。

継続

子育てひろば活動の
参加者にアンケート
を実施することで、利
用者のニーズを把握
する。

25 2-(1)
子育てひろば
「ポップコーンパ
パ」

継続
子ども家庭部
保育課

市立保育所を日曜日に開放し、
地域の親子がふれあう場を提供
するとともに、保育士などが子育
て中の父親に遊び方の指導や
子育て相談を行います。

市立保育所15か所
月１回

市立保育所15か所
月１回

見直
し

市立保育所を日曜
日に開放し、地域
の親子がふれあう
場を提供するとと
もに、保育士など
が子育て中の父親
に遊び方の指導や
子育て相談を行い
ます。

見直し 参加者が少ない。 参加者数 参加者が少ない。

エリア毎の実施、
他ひろば事業との
統合、イベントの
実施など、今後の
あり方を検討す
る。

26 2-(1) おはなし会 継続
文化スポーツ
部図書館

おはなし会（ストーリーテリング）
や絵本の読み聞かせを通し、読
書の楽しみ、想像力を育むきっ
かけとします。

第５次府中市総合
計画後期計画・第
２期府中市子ども
読書活動推進計
画

平成25・２４年度

おはなし会の充実
を図り、市民ととも
に子どもが読書に
親しむ機会の拡大
を進めます。

中央図書館　８２回
８０３人（内子ども７７
６人）
地区図書館　３４回
３６１人（内子ども２５
６人）

中央図書館１２４回
１，４４７人（内子ども
１,３９７人）
地区図書館　３５回
２１０人（内子ども１４
７人）

重点

参加者数を増や
し、子どもに本の
楽しさを知る機会
を増やす

直接子どもに働き
かけるとともに、保
護者や学校、幼稚
園、保育所等周囲
の大人にも講座や
講演会などを通じ
啓発事業を行う。

充実

子どもの読書に関
する事業をさらに
展開するための方
策の一つであるた
め。

年間利用者数と利用
者の意見・満足度を
聞き、日程や回数、
会場等を考慮しサー
ビスを展開していく。

小学生の参加が
全館的に減少して
いる。今までのお
はなし会のやり方
だけを続けていく
のではなく、様々
な方法やＰＲ方法
を考えていく必要
がある。

新たに小学生向け
の読書会を実施
し、小学生に読書
の楽しみを知って
もらい図書館を活
用を促進する。ま
た、学校との連携
によりＰＲを幅広く
行う。

27 2-(1)
ちいさい子のた
めのおはなし会

継続
文化スポーツ
部図書館

１・２歳の乳幼児と保護者を対象
に、絵本の読み聞かせや手あそ
び、わらべうたなどを行い、読書
やことばの楽しさを知ってもら
い、子どもと保護者とのふれあい
を促します。

第５次府中市総合
計画後期計画・第
２期府中市子ども
読書活動推進計
画

平成25・２４年度

おはなし会の充実
を図り、市民ととも
に子どもが読書に
親しむ機会の拡大
を進めます。

中央図書館　１８回
　５９４人（内子ども２
９９人）
地区図書館　４４回
６４３人（内子ども３４
８人）

中央図書館　２３回
８７９人（内子ども４４
０人）
地区図書館　４６回
９９４人（内子ども５０
０人）

重点

参加者数を増や
し、子どもに本の
楽しさを知る機会
を増やす

保護者や幼稚園、
保育所等周囲の
大人にも講座や講
演会などを通じ啓
発事業を行う。

充実

子どもの読書に関
する事業をさらに
展開するための方
策の一つであるた
め。

年間利用者数と利用
者の意見・満足度を
聞き、日程や回数、
会場等を考慮しサー
ビスを展開していく。

要望が多い事業な
ので回数を増やす
とともに、内容の
充実を図る。

平成２１年度に回
数拡大予定だが、
よりＰＲを行い今ま
で参加したことの
ない市民にも参加
を促す。

28 2-(1)
赤ちゃん絵本文
庫

継続
文化スポーツ
部図書館

３、４か月児及び１歳６か月健康
診査時に、絵本の読み聞かせや
手あそび、わらべうたなどを実施
し、保護者とともに読書へのきっ
かけとします。３、４か月児健康
診査では、赤ちゃんの図書館利
用カードの登録も行い、図書館
利用への働きかけも行います。
１歳６か月児事業（いち・ろくおは
なし会）は、主管は健康推進課。

第５次府中市総合
計画後期計画・第
２期府中市子ども
読書活動推進計
画

平成25・２４年度

内容の充実を図
り、市民ボランティ
アとともに子どもが
読書に親しむ機会
の拡大を進めま
す。

３６回　登録者数　９
１８人（受診者２、２８
１人）
貸出者数　２３７人
貸出冊数　７４７冊

３６回　登録者数　９
５６人（受診者数２,２
３５人）　　貸出者数
２６０人　貸出冊数
８６１冊

重点

利用の増加を図
り、成長に合せた
読書への働きか
けを行う

未参加の市民に声
かけを行うなど、Ｐ
Ｒに努める

充実

子どもの成長に合
せた働きかけが必
要なので、資料の
見直しやボランティ
アの充実を図る必
要があるから

図書利用カードの登
録数及び貸出数、利
用者の声などを参考
に充実を図る

資料の見直し及び
充実、ボランティア
の技術の向上など
が必要である。

随時資料の評価を
するとともに、新た
に出版された資料
の購入を行う。ま
た、ボランティアの
読み聞かせなど技
術的向上を促進す
る。

29 2-(1) 幼児体育教室 継続
文化スポーツ
生涯学習ス
ポーツ課

３～４歳児が遊びを通して基礎
的な運動能力を獲得することが
できるよう、幼児のための体育
教室を開催します。（「３～４歳児
が遊びを通して年齢にあった運
動能力の調整を図り、集団生活
に慣れることができるよう、幼児
のための体育教室を開催しま
す。」に修正希望）

健康センター　　３１
日（４９９人）

郷土の森総合体育館
３０日（４５０人）（予
定）

継続
現状を維持し、そ
のまま継続。

現状を維持しなが
ら今後も継続して
いく。

継続

子育て支援の援助
の一つであり、子
供を集団生活に慣
れさせるため。

子供を集団生活に
慣れさせるため、
本教室に対する保
護者のニーズが高
まっているが、幼
児体育室の広さや
指導員の人数の
問題で、これ以上
定員を増やすこと
ができない状況に
ある。

週に１回行われて
いる教室である
が、他の教室とう
まく調整を行い、回
数を増やすなどの
対応を検討した
い。

30 2-(2)
ファミリーサポー
トセンター

特定
重点

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

仕事と子育ての両立に向けた環
境整備の一環として、市民によ
る会員制の相互育児活動の調
整業務を行います。

会員数１，３００人
会員数：１，１９４人
活動件数：６，３８７件

ほぼ達成され
た

３日間だった提供会員講
習会を４日間に変更し、内
容を充実させた。市内各施
設にポスター掲示を行っ
た。

会員数：１，２００人
活動件数：６，８００件

ほぼ達成され
た

講習会の内容を充実させ
るとともに、広報活動を積
極的に行った。

重点 会員数１，３００人 継続

提供会員拡大のた
め、今後も説明
会・交流会を実施
し事業への理解を
図っていく。

会員数および活動件
数の把握。

活動に結びつく提
供会員の育成

ファミリー・サポー
ト事業や、会員役
割の十分な理解を
図っていく。
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31 2-(2)
子育て地域交流
事業（再掲）

重点

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

また、子ども家庭支援センター
「たっち」内に会員の活動場所を
設けます。

施設：２か所
対象年齢：０～６歳

施設：２か所
対象年齢：０～６歳
延利用者：１０２，７４
１人

達成された

絵本の部屋を整備したほ
か、乳幼児が安全に利用
できるような環境整備を実
施。

施設：２か所
対象年齢：０～６歳

達成された

利用する年齢層に対応し
た運営を行った結果、親同
士の交流の機会が拡大す
るとともに、スタッフへの子
育て相談が増加してきて
いる。

重点
施設：２か所
対象年齢：０～６歳

継続

ボランティアによる
絵本読み聞かせ
の拡充や、わらべ
歌などの企画を充
実させ、親子が集
う場以上の魅力を
付加していく。

交流ひろばの利用人
数や年齢構成を把握
し、ニーズに合った企
画を実施していく。

子ども家庭支援セ
ンター「たっち」の
交流ひろばは０～
３歳の乳幼児が９
割を占める。交流
ひろばの安全を確
保し、利用する年
齢層に対応した運
営を行う必要があ
る。

０・１・２・３歳を対
象とする企画の充
実

32 2-(2)
子育てひろば
「ポップコーン」
（再掲）

重点
子ども家庭部
保育課

子ども家庭支援センターのひろ
ば事業を核として、児童館や学
童クラブ施設などにおいては地
域性あふれるひろば事業を実施
し、親子の交流と情報交換や仲
間づくりを支援します。

児童館・学童クラブ施
設等　11か所
ボランティア数　110
人

後期基本計画 平成25年度
ポップコーン　11か
所

ポップコーン　６か所
ほののぼ　１か所
すきっぷ　１８か所
計２５か所
ボランティア　４４人

ほぼ達成され
た

児童館、学童クラブのほ
か、保育所施設も活用し、
ひろば事業を実施した。

ポップコーン　６か所
ほののぼ　１か所
すきっぷ　１８か所
計２５か所
ボランティア　４０人

ほぼ達成され
た

児童館、学童クラブのほ
か、保育所施設も活用し、
ひろば事業を実施した。

重点
ポップコーン　11
か所

子ども家庭支援セ
ンターのひろば事
業を核として、児
童館や学童クラブ
施設などにおいて
は地域性あふれる
ひろば事業を実施

充実

在宅で子育てをし
ている家庭への支
援を充実していくこ
とが求められる。

ひろば事業実施箇所
数、参加者数

在宅で子育てをし
ている家庭への支
援を充実していくこ
とが求められる。

在宅子育て家庭が
参加しやすくなる
ようひろば事業を
充実する。

33 2-(2)
児童館における
親子ふれあいの
場提供（再掲）

重点
子ども家庭部
保育課
子育て支援課

児童館において親子交流や情報
交換、仲間づくりのための場を提
供します。

ポップコーン事業の
実施
ボランティア指導員の
配置

ポップコーン　２施設
すきっぷ　３施設

ほぼ達成され
た

ポップコーン事業を実施し
た。

ポップコーン　２施設
すきっぷ　３施設

ほぼ達成され
た

ポップコーン事業を実施し
た。

重点
ボランティア指導
員の配置

ボランティア指導
員の配置について
検討する

継続 来場者数

在宅で子育てをし
ている家庭への支
援を充実していくこ
とが求められる。

在宅子育て家庭が
参加しやすくなる
ようひろば事業を
充実する。

34 2-(2)
公会堂を利用し
た自主活動の場
づくり（再掲）

新規
子ども家庭部
子育て支援課
推進係

自治会と協力し、公会堂を利用
した自主活動の場づくりを行いま
す。日常的なふれあいが、地域
行事等のコミュニティ参加への
きっかけとなることを目指しま
す。

モデル地区で実施
し、徐々に拡大しま
す。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
公会堂を利用した
自主活動の場づく
り

実施か所数　４か所
ほぼ達成され

た

市内の子育て団体４団体
からの申請があり、活動に
対して、補助金の助成を
行った。

実施か所数　４か所
ほぼ達成され

た

市内の子育て団体４団体
からの申請があり、活動に
対して、補助金の助成を
行った。

継続
モデル地区で実
施し、徐々に拡大
します。

地域の子育てひろ
ば活動団体を徐々
に拡大することで、
地域単位での身近
な自主活動の場づ
くりを支援する。

継続

子育てひろば活動の
参加者にアンケート
を実施することで、利
用者のニーズを把握
する。

35 2-(2)
講座実施時の保
育協力者による
保育

継続
市民生活部
市民活動支援
課

市主催で託児つきの講座を実施
する場合に保育協力者による保
育を行います。

既存の２１人の保育
協力者のほかに、新
たに１６人の新規登
録者を加えて、３７人
となった。また、市主
催行事だけではなく、
市民団体の活動時に
も保育協力者に保育
を依頼できるようにし
た。

保育協力者の更新者
は、３３人であった。
今年度の新規募集の
予定はない。

継続 継続

市主催講座や市
民の企画講座等で
託児を実施するこ
とは、市民のニー
ズからして必要不
可欠であるため。

各種講座等の実績に
よる託児利用人数の
推移

幼児をもつ女性の
社会活動への参
加をより促進する
必要がある。

各種講座に託児を
設置することの周
知を強化し、女性
の社会活動への
参加を促進し、男
女平等施策の啓
発に努める。

36 2-(2)

健康診査・予防
接種時のボラン
ティアによる保
育

継続
福祉保健部
健康推進課

健康診査や予防接種の際、ボラ
ンティアの協力を得て、兄弟姉妹
の一時保育を行います。

ＢＣＧの集団接種実
施日に結核検診を実
施しており、保護者
が検診車で胸部レン
トゲン撮影を行う際に
児の保育を行う。

３歳児健康診査実施
時、保護者が個別相
談受ける際に児の保
育を行う。

見直
し

ボランティアの活
用について検討す
る。

見直し

健康診査における
保育場所の確保
が困難であり、予
防接種はＢＣＧ接
種が個別化され保
育の需要がなく
なったため。

健康診査における
保育場所の確保
が困難であり、予
防接種はＢＣＧ接
種が個別化され保
育の需要がなく
なったため。

健康診査の保育
場所の確保につい
て検討する。

37 2-(2)
生涯学習リー
ダーバンク

継続
文化スポーツ
部生涯学習ス
ポーツ課

地域における専門的知識や技能
を持つ人々を市内の自主グルー
プや学校などに、指導者として紹
介し、地域の自主的活動を支援
します。

生涯学習推進計
画

平成20年度 登録者　１２７人 登録者　７２人
登録者　５５人（予
定）

継続 登録者　１２７人

専門的知識、技能
を持つ市民を登録
することをにより学
ぶ側の情報提供
の一環として、また
相互の生涯学習
の推進と生きがい
の創出に寄与する
ことを目的としてい
く。

継続

市の生涯学習推
進において基本目
標である「学び返
し」の観点からも、
自ら習得している
知識・技能などを
地域に生かしてい
くことが重要である
ため

各講座開催時の申込
者人数や、講座終了
後のアンケート実施
により市民のニーズ
にあった内容の講座
開催を目指す。

従来ホームページ
掲載や、冊子の作
成などを行ってい
るが、市民の認識
度が低く、利用も
少ない。

広報への掲載など
を行い、更なる活
用を目指す。

38 2-(2)
子育てボラン
ティアの育成講
座

新規

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

社会福祉協議会と協力して、ボ
ランティア及びボランティア希望
者に対して、知能や技能を修得
するための講座を行い、地域に
おける様々な活動への参加を促
進します。

年２回コース

子育てボランティアの
活動の場を提供しま
した。
ボランティア育成講
座は未実施。

あまり達成さ
れていない

社会福祉協議会に登録し
ているボランティア登録者
に活動の場として「たっち」
交流ひろばを提供しまし
た。

子育てボランティアの
活動の場を提供しま
した。
ボランティア育成講
座実施に向け、研究
をすすめました。

ほぼ達成され
た

社会福祉協議会に登録し
ているボランティア登録者
に活動の場として「たっち」
交流ひろばを提供しまし
た。

継続 年２回コース 継続

今後も継続して交
流ひろばを活動の
場所として提供し
ていく。

育成講座の実施回数
及び活動の場の提供
回数

地域で子育て支援
に取組む人材の育
成

さまざまな活動に
参加していただけ
るよう調整を行っ
ていく。

39 2-(2)
子育て関連団体
のネットワーク

新規
子ども家庭部
子育て支援課
推進係

子育てに関わる団体等による組
織を設け、団体間の情報交換や
活動を支援します。

組織を立ち上げ、情
報交換・活動の支援
を行います。

地域子育てひろば事
業補助金の対象とな
る活動をしている団
体と、必要な活動支
援についての情報提
供を行いました。

あまり達成さ
れていない

地域子育てひろば事業補
助金の対象団体の数自体
が少なく、成果が十分に上
がっていない。

地域子育てひろば事
業補助金の対象とな
る活動をしている団
体と、必要な活動支
援についての情報提
供を行いました。

あまり達成さ
れていない

地域子育てひろば事業補
助金の対象団体の数自体
が少なく、成果が十分に上
がっていない。

継続
子育てに関わる団
体間の情報交換
や活動をする

継続

40 2-(3)

産前産後家庭サ
ポート事業
（旧：産後家庭サ
ポート事業）

特定
継続

子ども家庭部
子育て支援課
推進係

妊娠中及び出産後の体調不良
等により家事や育児が困難な家
庭に対して援助者を派遣し、家
事及び育児の一部を行うことに
より、出産直後の生活が安定す
るよう支援します。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
妊産婦・新生児が
いる家庭へのヘル
パーの派遣

登録世帯数　　２２世
帯（多胎）
１２２世帯（単胎）利
用日数
９１日　（多胎）
３９１日　（単胎）

登録世帯数　　１２世
帯（多胎）
１４４世帯（単胎）
利用日数　１５６ 日
（多胎）
  ５８１日　（単胎）

特定
継続

今後も継続実施を
していく

継続
利用者に対して、アン
ケート調査を行い、事
業の評価を図る。

事業の周知を図
る。

転入者に対して周
知方法を検討し、
事業の利用につな
げる。

41 2-(4)
産後家庭サポー
ト事業（多胎）

特定
継続

子ども家庭部
子育て支援課
推進係

多胎児の家庭に援助者を派遣
し、家事及び育児の一部を行
い、負担を軽減します。

平成１６年から産前
産後家庭サポートに
統合

平成１６年から産前
産後家庭サポートに
統合

統廃
合

統廃合
平成１６年から産
前産後家庭サポー
ト（№４０）に統合

42 2-(4)
粉ミルク支給（多
胎）

継続
福祉保健部
健康推進課

多胎児の家庭に粉ミルクを支給
し、経済的負担を軽減します。所
得制限があります。

支給実人員　　74人
支給延人員　 419人

支給実人員　　60人
支給延人員　 392人

統合
47母子栄養強化
食品の支給と統合
する。

統廃合
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43
育児支援家庭訪
問事業

特定
重点

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

育児に不安や悩みを抱える家庭
や、育児困難を抱える家庭に対
し、支援に応じた職種の訪問員
が職員に代わって定期的に家庭
訪問を行い、児童虐待等の発生
を未然に防ぎます。

訪問支援員　５０人
第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

支援の必要な家庭
に定期的に訪問
し、育児不安や負
担の軽減を図りな
がら児童虐待の未
然防止を図る。

訪問員登録者　22人
対象世帯　　　6７世
帯
訪問回数　　844回

ほぼ達成され
た

事業を開始した18年度当
初は、訪問の受け入れを
拒む家庭もあったが、少し
ずつ関係も築くことがで
き、家庭訪問の回数も増
加した。

訪問員登録者　22人
対象世帯　　　　　世
帯
訪問回数　　　　　回

ほぼ達成され
た

短期間では結果の出ない
事業であるが、訪問を重
ねることで効果の見える家
庭も出てきている。精神的
な疾患を抱える家庭も多
く、対応は多岐に亘ってい
る。

重点

訪問対象世帯の
増加や支援の内
容が多岐に亘っ
ていることから、
訪問員の登録者
の増加と、研修等
の活用による訪
問員の質の向上
を図る。

問題を抱えている
家庭が多いため、
訪問員も経験と知
識が必要であり、
関係機関を通じて
事業の主旨を伝え
ながら、人材発掘
の協力に努める。

充実

児童虐待の未然
防止には、保護者
の育児不安や負
担の軽減が必要で
あり、定期的に訪
問して支援する必
要がある。

・状況の改善により終
了となるケースの割
合が増加する、段階
的な支援目標をクリ
アするケースが増え
るなど、事業の質的
な充実度。

訪問家庭の増加に
よる訪問員の不足
と質的な充実。ま
た、訪問している
家庭の保護者や
18歳になる子ども
の自立に向けての
支援は、関係機関
との連携も必要で
あり、今後どのよう
に繋げていくかが
課題である。

・訪問家庭への段
階的な支援目標の
設定と評価体制を
整備するなど、効
果的な事業運営の
ノウハウの構築。
・当事者が自身の
問題の解決に参加
できる体制の整
備。
・関係機関と今後
の支援内容につい
て検討するだけで
なく、対象者とも話
し合う機会を設け
ていく。

44 2-(5) 児童手当 継続
子ども家庭部
子育て支援課
育成係

小学校６年生（１２歳に達した日
の属する年度末）までの子どもを
養育している保護者（生計中心
者）で所得が一定額未満の場合
手当を支給します。
３歳未満（一律）  月額10,000円
３歳以上　第１子・２子  月額
5,000円・第３子以降　月額
10,000円

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

子どもを産み、育
てやすい環境を目
指し、子育て中の
家庭に対し、手当
の支給をすること
で経済的負担の軽
減を図ります。

３歳未満　延べ
62,478人
３歳以上　延べ
166,294人
合計　　　延べ
222,877人

３歳未満　延べ
62,308人
３歳以上　延べ
168,410人
合計　　　延べ
230,718人

継続

子育て環境の充実
のために、事業の
継続をし、経済的
負担の軽減に努め
ます。

継続
国制度に準拠して
実施

国基準による支給対
象児童数で毎月支払
うごとに１人（１人に
対して１２か月支払っ
た場合は１２人）カウ
ントとします。

今後も国や都にお
ける子育て支援策
の見直しとして制
度改正等が想定さ
れます。その都度
新たな制度に対応
することとします。

制度の内容につい
て十分にＰＲをし、
未申請者（現状も
含）を減らします。

45 2-(5)
乳幼児医療費助
成

継続
子ども家庭部
子育て支援課
育成係

乳幼児（義務教育就学前）が健
康保険診療でかかった医療費の
自己負担分を助成します。（所得
制限はなし。ただし、高額療養費
及び入院時の食事療養標準負
担額は除く。）

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

子どもを産み、育
てやすい環境を目
指し、子育て中の
家庭に対し、医療
費の助成をするこ
とで、経済的負担
の軽減を図りま
す。※子ども医療
費助成制度として
掲載。（平成19年
10月より義務教育
就学児まで対象拡
大をし実施したた
め）

対象者数　延べ
14,888人（H19.10.末
現在）　　　　助成件
数　延べ  257,641件

対象者数　延べ
14,882人（H20.10.末
現在）　　　　助成件
数　延べ  259,480件

継続

子育てに要する多
大な費用の軽減を
図るため、乳幼児
に対する医療助成
を継続実施する。
また、未だ未申請
の世帯が若干ある
と思われるのです
べての乳幼児に対
し医療証を発行
し、医療費の助成
できるよう努めま
す。

継続
健康保険に加入して
いるすべての乳幼児
（義務教育就学前）。

現行の乳幼児医
療費助成事業に加
え、平成19年10月
より義務教育就学
児医療費助成事
業がスタートしまし
た。現在、助成内
容は乳幼児は自
己負担全額、義務
教育就学児につい
ては自己負担3割
のうち1割です。義
務教育就学児の
助成内容を3割ま
で引き上げるため
財源の確保が必
要となります。

国制度の創設や
都制度における所
得制限撤廃及び
補助率の見直し等
を要望していきま
す。

46 2-(5) 助産施設入所 継続

子ども家庭部
子育て支援課
母子自立支援
担当

保健上入院して分娩する必要が
あるにもかかわらず、経済的に
その費用を支払うことが困難な
妊婦に対してその援護をします

7人 10人 継続
現状を維持して継
続していく

社会情勢等勘案
し、PR活動に努
め、関係機関と連
携をとり、支援が
必要な方に対し適
切に支援を行って
いく。

継続
児童福祉法の規
定に基づき実施す
る必要がある。

現状の15人

事業を知らず医療
機関にかからず飛
び込み出産となる
ことを防ぐ必要が
ある。

市で発行している
情報冊子やホーム
ページを活用しPR
に努めるとともに、
医療機関等と連携
をして緊急対応等
にも努めていく。

47 2-(5)
母子栄養強化食
品の支給

継続
福祉保健部
健康推進課

経済的理由により栄養の強化が
必要とされる家庭に粉ミルクを支
給します。

妊婦　支給実人員24
人
延人員　67人
産婦　支給実人員14
人
延人員　31人
乳幼児　支給実人員
23人
延人員126人

妊　婦　支給実人員
19人
延人員　69人
産　婦　支給実人員
13人
延人員　43人
乳幼児　支給実人員
22人
延人員124人

継続 継続
対象者の経済的
負担の軽減を図る
ため。

支給該当者への
周知を徹底する。

妊娠届時や母親・
両親学級・ママクラ
スクッキング開催
時等にＰＲする。

48 2-(5) 児童扶養手当 継続
子ども家庭部
子育て支援課
育成係

１８歳に達する年度末まで（中度
以上の障害のある２０歳未満）の
児童を養育している母または養
育者で次の要件に該当する場合
に手当を支給します。（所得に応
じて手当額が違います。）
○父母が離婚した児童○父が死
亡した児童○父が１・２級程度の
障害がある児童○父が生死不
明の児童○父に１年以上遺棄さ
れている児童○父が法令により
１年以上拘禁されている児童○
婚姻によらないで生まれた児童
●手当月額【全部支給】 月額
41,720円  【一部支給】月額
41,720円～9,850円　全部・一部
支給とも第２子目の加算として月
額5,000円・第３子目以降は月額
3,000円の加算となります。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

ひとり親家庭に対
して、手当を支給
することで経済的
負担の軽減を図り
ます。

全部支給　延べ
9,677人
一部支給　延べ
7,709人
第２子加算　延べ
7,532人
第３子加算　延べ
2,111人

全部支給　延べ
9,960人
一部支給　延べ
7,680人
第２子加算　延べ
7,740人
第３子加算　延べ
2,160人

継続

ひとり親家庭に対
して、手当を支給
することで経済的
負担の軽減を図っ
ていきます。（ただ
し、場合によって
減額措置が適用さ
れます。）

継続
国制度に準拠して
実施

目標値は国基準によ
る支給対象児童数で
毎月支払うごとに１人
（１人に対して１２か
月支払った場合は１
２人）カウントします。

平成20年4月以降
の一部の受給者に
は減額の措置が
適用されるように
まりました。今まで
の経済的支援から
自立に向けた支援
に方向性が展開さ
れることになりま
す。

ひとり親家庭に対
して、各種手当の
支給、母子自立支
援員による相談、
その他のサービス
を利用しながら自
立や就労の支援を
図ります。
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49 2-(5) 児童育成手当 継続
子ども家庭部
子育て支援課
育成係

【育成手当／月額13,500円】１８
歳に達する年度末までの児童を
養育している父、母または養育
者で次の要件に該当し、所得が
一定未満の場合に手当を支給し
ます。
○父母が離婚した児童○父また
は母が死亡した児童○父または
母が１・２級程度の障害がある児
童○父または母が生死不明の
児童○父または母に１年以上遺
棄されている児童○父または母
が法令により１年以上拘禁され
ている児童○婚姻によらないで
生まれた児童
【障害手当／月額15,500円】２０
歳未満で次の障害のある児童を
養育し、所得が一定未満の場合
に手当を支給します。
○身体障害者手帳１・２級○愛
の手帳１～３度○脳性まひ・進行
性筋いしゅく症

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

ひとり親家庭に対
して、手当を支給
することで経済的
負担の軽減を図り
ます。

育成手当　延べ
36,120人
障害手当　延べ
2,377人
合計　　　延べ
38,497人

育成手当　延べ
37,400人
障害手当　延べ
2,308人
合計　　　延べ
39,708人

継続

ひとり親家庭に対
して、手当を支給
することで経済的
負担の軽減を図り
ます。

継続
都制度に準拠して
実施

目標値は都基準によ
る支給対象児童数で
毎月支払うごとに１人
（１人に対して１２か
月支払った場合は１
２人）カウントします。

ひとり親家庭が受
給する手当の１つ
「児童扶養手当」
が、平成20年4月
以降の一部の受
給者には減額の措
置が適用されるよ
うにまりました。今
までの経済的支援
から自立に向けた
支援に方向性が展
開されることになり
ます。

ひとり親家庭に対
して、各種手当の
支給、母子自立支
援員による相談、
その他のサービス
を利用しながら自
立や就労の支援を
図ります。

50 2-(5)
ひとり親家庭等
医療助成

継続
子ども家庭部
子育て支援課
育成係

18歳に達する年度末まで（中度
以上の障害のある２０歳未満）の
児童を養育している父、母また
は養育者で次の要件に該当し、
所得が一定未満の場合に健康
保険診療でかかった医療費の自
己負担分の全額または一部を助
成します。　　　　　　　　　○父母
が離婚した児童○父または母が
死亡した児童○父または母が１・
２級程度の障害がある児童○父
または母が生死不明の児童○
父または母に１年以上遺棄され
ている児童○父または母が法令
により１年以上拘禁されている児
童○婚姻によらないで生まれた
児童

対象者数　2,950人
（H20.3.31現在）
助成件数　延べ
32,974件

対象者数　3,030人
助成件数　延べ
33,963件

継続

ひとり親家庭に対
して、医療費を助
成することで経済
的負担の軽減を図
ります。

継続
都制度に準拠して
実施

児童扶養手当の受給
世帯数を対象者とす
る。（所得制限が同じ
ため）

すでに浸透してい
る制度であること
から、対象者の増
減のみで課題は少
ないと思われる。

現状から考えられ
ることとして、他方
医療制度との優遇
順位を調整し、不
利益が生じないよ
う努める。

51 2-(5) 健康診査費助成 継続
子ども家庭部
子育て支援課
育成係

２０歳以上で国民健康保険また
は全国健康保険協会管掌の健
康保険被保険者で児童扶養手
当または児童育成手当を受給し
ているひとり親家庭等の保護者
が、市民保健センターで総合健
康診査を受けた場合、その診査
料の一部を助成します。（受診す
るコース・課税・非課税の区分に
より助成額が異なります。）

Aコース　・課税者 1
件 ・非課税者 7件
Bコース　・課税者 0
件 ・非課税者 １件

Aコース　・課税者 1
件 ・非課税者 5件
Bコース　・課税者 0
件 ・非課税者 2件

継続

ひとり親家庭の保
護者が総合健康
診査を受診するこ
とで、疾病の予防
または疾病の早期
発見により健康保
持を図れるよに努
めます。

継続
過去の実績に基づ
く。

本事業の利用の
みならず、健康推
進課にて実施する
各種検診において
も受診・健診等の
案内も必要と考え
る。

健康推進課にて予
定されている各種
検診スケジュール
表などを通じて周
知をする。

52 2-(5)
休養ホーム利用
交通費助成

継続
子ども家庭部
子育て支援課
育成係

児童扶養手当または児童育成
手当を受給している世帯で遊園
地などの日帰り施設を利用した
場合に年１回交通費を助成しま
す。（交通費の算出方法は自宅
からの最寄りの駅から施設（現
地）の最寄りの駅とし、合理的な
最短経路を基準とします。）

大人・１３１件
小人・　４９件

大人・８０件
小人・４０件

継続

親子が触れ合うこ
とと、リフレッシュ
できるひとつの場
所にもなっている。
交通費を助成する
ことで少しでも経済
的負担の軽減を図
れるように努めま
す。

平成19年度末を
もって「東京都ひと
り親家庭休養ホー
ム事業」制度が廃
止となり、宿泊費
またはレジャー施
設利用料の助成
が無くなった。２０
年度以降、日帰り
の施設を利用した
場合に交通費を補
助する。

対象を日帰り施設
としたため、指定さ
れていた施設が現
象している。新た
に利用できる施設
の範囲の拡大を図
る。

53 2-(5)
公私立幼稚園
就園奨励費
補助金

継続
教育委員会
教育部学務
保健課

公私立幼稚園に通園いる幼児
の保護者に対し前年の所得に応
じて費用の補助を行います。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
公私立幼稚園通
園児の保護者の
軽減負担

第１子　１，５６５人
第２子以降　５９０人

Ｈ２０年１０月現在
第１子　１，３５０人
第２子以降　７２２人

継続
継続して保護者
の軽減負担を図
る。

継続して保護者の
所得状況に応じて
経済的負担を軽減
する。

継続
継続して保護者の軽
減負担を図る。

国の補助単価基
準の引き上げによ
る市費支出の増

54 2-(5)
私立幼稚園児保
護者補助金

継続
教育委員会
教育部学務
保健課

私立幼稚園に通園いる幼児の
保護者に対し前年の所得に応じ
て費用の補助を行います
受給対象者は、全員。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
私立幼稚園通園
児の保護者の負
担軽減

３，９５１人
Ｈ２０年１０月現在
３，８２１人

継続
継続して保護者
の軽減負担を図
る。

継続して保護者の
所得状況に応じて
経済的負担を軽減
する。

継続 補助単価の引き上げ
補助単価の引き上
げ

55 2-(5)
幼稚園類似施設
保護者補助金

継続
教育委員会
教育部学務
保健課

私立幼稚園でない幼稚園類似
施設（東京都知事が認可した幼
児教育施設）に通っている児童
の保護者に費用の補助を行いま
す。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
幼稚園類似施設
通園児の保護者
の負担軽減

１０人 ７人 継続
継続して保護者
の軽減負担を図
る。

継続して保護者の
所得状況に応じて
経済的負担を軽減
する。

継続 補助単価の引き上げ

56 2-(5)
心身障害者（児）
福祉手当

継続
福祉保健部
障害者福祉課

一定以上の障害をもち、市が定
める基準額以内の所得の方に
手当を支給します。身体障害者
手帳１・２級、愛の手帳１～３度、
脳性まひ、進行性筋萎縮症の方
は月額１５，５００円を、３・４級、
４度の方は月額７，５００円を支
給。ただし児童育成（障害）手当
とは併給できません。

平成１９年度実績：
４，２８１人

平成20年度（９月３０
日現在）：４，３３９人

継続
（現状：Ｈ１９実
績）　４，２８１人
（おとな、子ども）

手帳取得者の増
減によって対象者
が推移するため目
標値の設定は難し
いが、所得限度額
の現状維持など支
給要件を後退させ
ないように事業を
推進する。

継続

対象となる障害
（種別、等級）およ
び所得制限額の
見直し

57 2-(5)
障害者（児）休養
事業

継続
福祉保健部
障害者福祉課

日頃、行楽及び休養の機会に恵
まれない障害者（児）とその付添
者に対し、市の保養施設（やち
ほ、八ヶ岳府中山荘）の利用に
あたり宿泊料の助成をします。ま
た、東京都の休養ホーム事業の
施設の一部（熱川ハイツ、かん
ぽの宿草津、かんぽの宿塩原）
の宿泊料の一部を助成します。

市保養施設（２カ所）
　７２９泊
その他施設（３カ所）
２２泊

市保養施設（２カ所）
６００泊
その他施設（３カ所）
１６０泊

継続 継続 現状維持
市民か気楽に行楽及
び休養ができる施設
の充実。

利用される方の
ニーズに合わせ保
養施設の個数の
増加。

５施設以外に市民
が近場で利用しや
すい施設との利用
契約を結ぶこと。
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58 2-(5) 就学援助 継続
教育委員会
教育部学務
保健課

母子家庭や低所得世帯（生活保
護基準の１．５倍）など経済的理
由で就学困難な義務教育児童
生徒の保護者に対し必要な援助
を行います。

小学生　１，５４１人
認定率　　１２．０８％
中学生　　　８２７人
認定率　　１５．５４％
計　　　２，３６８人

（２０年１０月）
小学生　１，４６１人
認定率　　１１．２３％
中学生　　　８２７人
認定率　　１５．２３％
計２，２６８人

継続

継続して就学困
難な義務教育児
童生徒の保護者
に対し必要な援
助を行う。

継続して就学困難
な義務教育児童生
徒の保護者に対し
必要な援助を行
う。

継続
低所得者に対する援
助の確保

前年の収入に対し
ての認定であるの
で、景気に左右さ
れる事業である。
低所得世帯に対す
る基準の引き下げ
（生活保護基準の
見直し）。

59 2-(5) 奨学資金給付 継続
教育委員会
教育部総務課

高等学校、高等専門学校、特別
支援学校の高等部、専修学校
（高等課程）に進学または在学
し、経済的理由等により就学が
困難な方に対して、就学上必要
な資金を給付し、教育の機会均
等を支援します。

継続者133名　　新規
者80名

継続者133名　　新規
者81名

継続 継続して行う。

若干の回復をみせ
たものの、依然とし
て低金利で奨学基
金預金利子が落ち
込んでおり、一般
財源で補ってい
る、平成18年、19
年は奨学基金の
取り崩しは行わ
ず。

継続

低金利の影響で、
奨学基金預金利
子収入が落ち込ん
でおり、一般財源
で補っている。ま
た、平成15年度か
ら5年間で各2千万
円、合計1億円の
奨学基金を取り崩
している。

60 2-(5) 奨学資金貸付 継続
教育委員会
教育部総務課

高等学校、大学、高等専門学校
もしくは特別支援学校の高等
部、または、専修学校（高等課
程・専門課程）に進学または在
学し、経済的理由等により就学
が困難な方に対して、就学上必
要な資金を貸し付け、教育の機
会均等を支援します。

継続者84名　　新規
者39名

継続者81名　　新規
者42名

継続 継続して行う。

貸付奨学金の原
資となる償還金
が、奨学生の収入
状況の影響等で滞
る状況にある

継続

貸付奨学金の原
資となる償還金が
就職難の影響で滞
る状況にある。

61 2-(5)
入学時初年度納
付資金貸付

継続
教育委員会
教育部総務課

高等学校、大学、高等専門学校
もしくは特別支援学校の高等
部、または、専修学校（高等課
程・専門課程）に進学する際に、
経済的理由等により就学が困難
な方に対して、入学上必要な初
年度納付資金を貸し付け、教育
の機会均等の拡大を図ります。

高校生等　9人・大学
生等　19人・専修学
校生　1人

高校生等　１１人・大
学生等　２２人（見込
人数）

継続 継続して行う。

入学時初年度納
付資金貸付金の
原資となる償還金
が、保護者の収入
状況の影響等で滞
る状況にある。

継続

入学時初年度納
付資金貸付金の
原資となる償還金
が、保護者の収入
状況の影響で滞る
状況にある。

62 2-(5) 荒奨学資金貸付 継続
教育委員会
教育部総務課

高等学校、大学、高等専門学校
もしくは特別支援学校の高等
部、または、専修学校（高等課
程・専門課程）に進学または在
学する交通遺児等及び海外の
大学等に留学しようとする方また
は海外ホームステイをしようとす
る方に対し、就学、研修等を行う
ために必要な資金を貸し付ける
ことによって、社会に有為な人材
の育成を図ります。

海外留学7人・海外
ホームステイ　2人

海外留学9人 継続 継続して行う。

低金利の影響で、
荒奨学基金預金
利子収入が落ち込
んでおり、一般財
源で補っている。

継続

低金利の影響で、
荒奨学基金預金
利子収入が落ち込
んでおり、一般財
源で補っている。

63 2-(5)
夏季健全育成費
支給事業

継続
福祉保健部
生活援護課

生活保護世帯の児童・生徒を対
象に、夏休みの各種野外活動等
に参加する費用を支給すること
により、本人の健全育成及び世
帯の自立助長を図る。

小学生２０１人、中学
生１３３人、合計３３４
人

小学生１９９人、中学
生１２６人、合計３２５
人

継続
夏季健全育成費
支給事業を要しな
い世帯の促進

生活保護世帯に対
して、援助方針な
どを適切に立て、
世帯、ケースワー
カーともに経済的
自立に向けた取り
掛かりを強化して
いく。

経済的に困窮して
いる世帯が存在し
ているため

生活保護受給中の就
学者数を基数として
いるので、指標はな
い。

目標取組みをどう
促進できるかが課
題

ケースワーカーの
度量及び生活保
護世帯の経済的
自立に関する向上
心の早期の萌芽を
いかにできるかが
対応策そのもの

64 2-(5)
中学卒業者自立
援助金支給事業

継続
福祉保健部
生活援護課

生活保護世帯の中学卒業生を
対象に、就職の際、その就職支
度金を支給することで、本人の
健全育成及び世帯の自立助長
を図る。

継続

中学卒業者自立
援助金支給事業
を要しない世帯の
促進

子どもによっては、
経済的に困窮して
いる世帯を助ける
ために就労を選択
する者が存在して
いるため

生活保護受給中の就
労者数を基数として
いるので、指標はな
い。

高学歴社会になっ
ている現状で、高
校進学が多いが、
中学卒業を機に世
帯に貢献する者や
より世帯に迷惑を
かける者がいるの
で、目標取組みを
どう促進できるか
が課題

ケースワーカーの
度量及び生活保
護世帯の経済的
自立に関する向上
心の早期の萌芽を
いかにできるかが
対応策そのもの

65 2-(5)
修学旅行支度金
支給事業

継続
福祉保健部
生活援護課

生活保護世帯の児童・生徒を対
象に、修学旅行に参加する費用
を支給することにより、本人の健
全育成及び世帯の自立助長を
図る。

小学生４４人、中学
生５５人、合計９９人

小学生３２人、中学
生４４人、合計７６人

継続
修学旅行支度金
支給事業を要しな
い世帯の促進

生活保護世帯に対
して、援助方針な
どを適切に立て、
世帯、ケースワー
カーともに経済的
自立に向けた取り
掛かりを強化して
いく。

経済的に困窮して
いる世帯が存在し
ているため

生活保護受給中の修
学旅行参加者数を基
数としているので、指
標はない。

目標取組みをどう
促進できるかが課
題

ケースワーカーの
度量及び生活保
護世帯の経済的
自立に関する向上
心の早期の萌芽を
いかにできるかが
対応策そのもの

66 2-(5)

新入学時文具券
支給事業

現計画：新入学
時扶助

継続
福祉保健部
生活援護課

生活保護世帯の児童・生徒を対
象に、入学時に文具券を支給す
ることにより、本人の健全育成及
び世帯の自立助長を図る。

小学生２７人、中学
生３５人、合計６２人

小学生３３人、中学
生４９人、合計８２人

継続
新入学時文具券
支給事業を要しな
い世帯の促進

生活保護世帯に対
して、援助方針な
どを適切に立て、
世帯、ケースワー
カーともに経済的
自立に向けた取り
掛かりを強化して
いく。

経済的に困窮して
いる世帯が存在し
ているため

生活保護受給中の新
就学者数を基数とし
ているので、指標は
ない。

目標取組みをどう
促進できるかが課
題

ケースワーカーの
度量及び生活保
護世帯の経済的
自立に関する向上
心の早期の萌芽を
いかにできるかが
対応策そのもの



8 ページ

計画名 最終年度 内容 実施状況 目標達成度 目標達成度に対する評価 実施状況 目標達成度 目標達成度に対する評価

平成26年度
の目標

区分
事業の指標として

考えられること
今後の課題

対応策
（改善方法）

目標達成までの
今後の取組み

事業の
方向性

事業の課題実施状況

平成19年度 平成20年度

今後の目標、方向性

その理由事業内容
現計画の目標

（平成21年度目標）
区分

　事業名

事業名
№

事業の概要

他計画の目標
局・部・課名

現計
画

の体
系

67 3-(1) 認可保育所 重点
子ども家庭部
保育課

市立保育所の定員拡大を行うと
ともに、私立保育所の新設・分園
や公設民営保育所の開設を行う
ことにより、待機児童の解消を目
指します。

定員　3,701人
　市立　16施設
定員1,784人
　私立　18施設
定員1,917人

後期基本計画 平成25年度 定員　3,701人

認可定員　3,499人
（運用定員　3,570人）
市立16施設　1,745人
（運用定員　1,769人）
私立16施設　1,754人
（運用定員　1,801人）

ほぼ達成され
た

認可定員が19年度計画値
を超えている。

認可定員　3,509人
　（運用定員　3,654
人）
市立16施設　1,745人
　（運用定員　1,786
人）
私立16施設　1,764人
　（運用定員　1,868
人）

あまり達成さ
れていない

認可定員は20年度計画値
を下回るが、運用定員は
超えている。

重点
市民意向調査結
果を踏まえ検討

保育所の新設、増
員等に努める。

充実 待機児童が多い。 定員数、待機児数

定員を増やしてい
るものの、保育を
希望する方が年々
増加しており、待
機児童数は依然と
して多い。

保育所の新設、増
員等に努める。

68 3-(1)
認可外保育所
（認証・保育室）

重点
子ども家庭部
保育課

認証保育所の新設や保育室の
認証保育所への移行を支援しま
す。また、保育に欠ける児童が
認可外保育所に入所している場
合の利用者負担額の一部助成
を検討します。

定員　334人
　認証保育所８施設
　定員２６１人
　保育室　　５施設
　定員　７３人

定員　302人
認証　8施設　235人
保育室　4施設　67人

あまり達成さ
れていない

保育室から認可への移行
を計画していたが、21年度
にずれこんだ。

定員　332人
認証　9施設　265人
保育室　4施設　67人

ほぼ達成され
た

定員は20年度計画値とほ
ぼ同じとなっている。

市民意向調査結
果を踏まえ検討

定員数、待機児数

定員を増やしてい
るものの、保育を
希望する方が年々
増加しており、待
機児童数は依然と
して多い。

保育所の新設、増
員等に努める。

69 3-(1) 障害児保育 重点
子ども家庭部
保育課

障害児をもつ親の保育ニーズに
応えるため、民間保育所の新設
時などにあわせて障害児入所定
員枠を拡大します。

定員10人増 ６2人
あまり達成さ
れていない

入所児童数が平成16年度
とほとんど変わらない。

72人
ほぼ達成され

た
入所児童数が増加した。 重点

障害児入所定員
枠の拡大

障害児をもつ親の
保育ニーズに応え
るため、民間保育
所の新設時などに
あわせて障害児入
所定員枠を拡大し
ます。

継続
障害児も引き続き
受入れていく。

定員数、待機児数
障害児保育も待機
児童が出ている。

待機児童が多い
中、通常保育枠と
障害児保育枠との
バランスをとってい
く。

70 3-(1)
利用者負担のあ
り方の検討（認
可・認可外）

新規
子ども家庭部
保育課

認可保育所における保育料の適
正化及び保育に欠ける児童が認
可外保育所に入所している場合
の認可保育所との負担格差の
是正を検討し、より公平な仕組
みへと見直しを行います。

負担のあり方の検討
施策への反映

検討
ほぼ達成され

た
負担軽減の補助金を検討
した。

認証保育所及び保育
室利用者の保育料の
一部補助　月額１万
円

ほぼ達成され
た

負担軽減の補助金が開始
された。

継続

国における保育制
度の検討の状況を
見つつ、認可保育
所における保育料
の適正化及び保
育に欠ける児童が
認可外保育所に入
所している場合の
認可保育所との負
担格差の是正を検
討します。

継続
国の動きを注視す
る。

現在、保育制度の
見直しが国で検討
されている。

国の動きを注視す
る。

71 3-(2) 延長保育 重点
子ども家庭部
保育課

市立保育所、私立保育園とも
に、夕方から夜にかけて保育が
必要な子どもを預かる時間延長
保育を拡大します。

20時まで　31施設
21時まで　1施設
22時まで　2施設

後期基本計画 平成25年度
20時以上の延長
32施設

19時まで　23施設
20時まで　　6施設
21時まで　　1施設
22時まで　　2施設

あまり達成さ
れていない

20時延長を行う施設数が
目標より少ない。

19時まで　23施設
20時まで　　6施設
21時まで　　1施設
22時まで　　2施設

あまり達成さ
れていない

20時延長を行う施設数が
目標より少ない。

市民意向調査結
果を踏まえ検討

利用者数
公立保育所３か所
の8時延長は利用
者が少ない。

実施施設数につい
て再検討

72 3-(2)
トワイライトステ
イ

特定
重点

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

共働きや残業などで保護者の帰
宅が恒常的に遅い家庭の子ども
を預かる。

実施施設：３か所
定員：９０人

実施施設：２か所
定員：６５人
延べ利用人数：６，９
０５人

ほぼ達成され
た

延長保育実施により、利
用者が減るかと思われた
が、高倉保育所への新１
年生の登録が多かったた
め、実績は去年よりも増え
た。

実施施設：２か所
定員：６５人

ほぼ達成され
た

高倉保育所の認知度も高
まり、高倉保育所の利用
者が伸び、全体としては増
加傾向にある。

重点
実施施設：３か所
定員：９０人

継続

現在のところ施設
ごとに利用人数の
偏りはないが、今
後も継続してニー
ズを見ていく必要
がある。

各施設における利用
人数

保護者の勤務形
態が多様化してい
るため需要は増え
ているが、延長保
育の利用動向もあ
わせて検討してい
く必要がある。

延長保育の利用
動向もあわせ、市
全体としてのニー
ズを把握し、実施
施設を協議してい
く。

73 3-(2) 休日保育 新規
子ども家庭部
保育課

休日の保育が必要な子どもを預
かる休日保育を新たな公設民営
保育所などで実施します。

２施設　定員４０人 2施設　定員37人
ほぼ達成され

た
2施設で実施、ほぼ計画ど
おり

2施設　定員37人
ほぼ達成され

た
2施設で実施、ほぼ計画ど
おり

市民意向調査結
果を踏まえ検討

74 3-(2) 年末保育 新規
子ども家庭部
保育課

年末に保育を必要とする場合に
子どもを預かる年末保育を実施
します。

18施設

12月29日、30日が休
日に当たったため、
高倉保育所のみで実
施

ほぼ達成され
た

公立保育所でエリア毎に
実施している。目標施設数
より少ないが、申込みが少
ないため、希望者は利用
できている。

公立保育所　5施設
ほぼ達成され

た

公立保育所でエリア毎に
実施している。目標施設数
より少ないが、申込みが少
ないため、希望者は利用
できている。

継続

年末に保育を必要
とする場合に子ど
もを預かる年末保
育を実施します。

継続 利用者数

公立保育所では、
エリア毎の実施で
利用希望を充足し
ている。

実施施設数につい
て再検討

3-(2)
一時保育（施設
型）

重点
子ども家庭部
保育課

保護者の入院や断続的な就労
により、一時的に保育が必要な
子どもを預かる一時保育を拡大
します。また、新たな子ども家庭
支援センター「たっち」において、
保護者のリフレッシュとしての一
時保育を実施します。

私立保育園　10施設
定員85人
市立保育所　5施設
定員32人
子ども家庭支援セン
ター「たっち」　定員10
人

市立保育所　１施設
定員　24人

ほぼ達成され
た

市立保育所では、高倉保
育所のみの実施となって
いる。

市立保育所　１施設
定員　24人

ほぼ達成され
た

市立保育所では、高倉保
育所のみの実施となって
いる。

市民意向調査結
果を踏まえ検討

待機児童が多い
中、市立保育所で
の一時保育が難し
い状況にある。

待機児童の解消を
考慮した目標設定
とする。

3-(2)
一時保育（施設
型）

重点
子ども家庭部
子育て支援課
推進係

保護者の入院や断続的な就労
により、一時的に保育が必要な
子どもを預かる一時保育を拡大
します。また、新たな子ども家庭
支援センター「たっち」において
は、保護者のリフレッシュとして
の一時保育を実施します。

私立保育園　10施設
定員85人
市立保育所　5施設
定員32人
子ども家庭支援セン
ター「たっち」　定員10
人

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
一時保育を実施す
る施設数を１５施
設にする。

私立保育園　１０施
設
市立保育所　１施設
子ども家庭支援セン
ター「たっち」

ほぼ達成され
た

新たに１園（山手保育園
分園）にて一時保育を開始
した。

私立保育園　１０施
設
市立保育所　１施設
子ども家庭支援セン
ター「たっち」

ほぼ達成され
た

平成１９年度に利用状況
に比べると、延べ人数で５,
０００人の利用増が見込ま
れるため、施設増や定員
増について考慮が必要。

重点
市民意向調査結
果を踏まえ検討
が必要

多様な保育ニーズ
などにより、一時
保育の利用が伸
びているため、定
員の増加や施設
数の増に努める。

充実

今後保育ニーズの
多様化などによ
り、一時保育の需
要が高まることが
期待されるため。

年間利用可能人員と
延べ利用人数の把握
と、利用者の意見を
各施設から聴取する
ことで、ニーズに適応
したサービスとしてい
く。

保護者の就労形
態の多様化等によ
る一時保育の需要
の高まりに伴い、
実施施設数の増に
努めるとともに、各
実施園で利用者数
に差があるため、
市民への情報提
供を積極的に行
い、利用者数のか
たよりを防ぐ。

市で発行している
子育て情報冊子や
ホームページなど
で一時保育実施園
を紹介するほか、
各園にも積極的な
情報提供を促す。

76 3-(2) ショートステイ
特定
継続

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

保護者が出産、疾病などの理由
で、子どもの養育が一時的に困
難な場合に、18歳までの子ども
を泊りがけで預かるショートステ
イを実施します。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

様々なニーズに対
応できるよう、実施
施設の増に努めま
す。

施設数：３か所
定員：１２人／１日
延べ利用人数：３９２
人

施設数：３か所
定員：１２人／１日

継続

様々なニーズに対
応できるよう、実施
施設の増に努めま
す。

継続

施設が増え、緊急
の事例にも対応が
できるようになっ
た。今後は、利用
者のニーズを探り
ながら継続してい
く。

利用人数だけではな
く、利用理由も把握す
ることで市民のニー
ズに沿った事業展開
に努める。

緊急時における受
け入れ体制の整備

受け入れ施設と情
報共有・連携を密
にする。

77 3-(2)
病後児保育（施
設型）

特定
重点

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

病気の回復期にある子どもを預
かる病後児保育を実施します。

施設数：２か所
定員：８人
実施時間：１８時まで

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

多様な保育サービ
スの展開として新
たに病院併設の施
設を開設するな
ど、病気の回復期
にある子どもを預
かる病後児保育を
充実します。

実施施設：１か所
定員：４人
実施時間:１８時まで
延べ利用人数：１３人

あまり達成さ
れていない

登録者から、利用できない
理由として、終了時間が早
い、場所が不便であるとい
う意見が寄せられてる。

実施施設：１か所
定員：４人
実施時間:１８時まで

あまり達成さ
れていない

現施設での利用は依然と
して低迷しており、新たな
事業展開が望まれる。

重点

新たに病院併設
の施設を開設す
るなど、病気の回
復期にある子ども
を預かる病後児
保育を充実しま
す。

病児保育のニーズ
は高いので、定員
の増加や施設の
増に努める。

充実
病児保育実施の
要望が多いため

年間登録者と利用者
の人数。

子育てと就労の両
立のため、病児・
病後児保育への
要望は多い。保育
園自園型や、派遣
型などニーズに
合った多様な展開
が課題である。

利用しやすい施設
での病児保育を実
施する中で、利用
ニーズを把握し対
応策を検討してい
く。
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系

78 3-(3) 第三者評価制度 継続
子ども家庭部
保育課

評価機関がサービス提供事業者
のサービス内容などを評価し公
表する、福祉サービス第三者評
価制度の普及を促進し、サービ
スの質の確保に努めます。全市
立保育所において受審するとと
もに、私立保育園へ受審を推奨
します。

公立保育所　1施設 なし 継続

評価機関がサービ
ス提供事業者の
サービス内容など
を評価し公表す
る、福祉サービス
第三者評価制度
の普及を促進し、
サービスの質の確
保に努めます。全
市立保育所におい
て受審するととも
に、私立保育園へ
受審を推奨しま
す。

継続
定期的に受審す
る。

79 3-(3)
アレルギー児対
策（保育所）

新規
子ども家庭部
保育課

市立保育所で配慮が必要なアレ
ルギー疾患を持つ乳幼児の給食
対応を行います。また、アレル
ギー対策を行う私立保育園に対
し助成を行います。

34施設 32施設 達成された 全施設で実施 32施設 達成された 全施設で実施 継続

市立保育所で配慮
が必要なアレル
ギー疾患を持つ乳
幼児の給食対応を
行います。また、ア
レルギー対策を行
う私立保育園に対
し助成を行いま
す。

継続 全施設で実施中

80 3-(4) 市立幼稚園 重点
教育委員会
教育部学務
保健課

教育の内容充実に努めるととも
に、子育て支援に積極的に取り
組むため、延長保育の推進な
ど、幼稚園の弾力的運営を進め
ます。また、大型マンション建設
に伴い幼児数が増加傾向にある
ことから、人数の動向を見極め
たうえ、市立幼稚園の３園体制
については、新たなニーズに対
応できるよう発展的に見直しま
す。

①現存の３園体制の
見直し②延長保育の
実施③未就園児事業
の実施④保育料，使
用料の見直し⑤園庭
開放の増加⑥公・
私、幼稚園・保育所
（園）教諭及び保育士
の意見交換や研修の
実施

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

幼児数や保育需
要の増加に対応す
るため、幼保一元
化を視野に入れな
がら、さらなる定員
充足率の改善、教
育内容の充実、延
長保育の推進を図
るとともに、施設の
老朽化に伴う改修
などを計画的に行
います。

3園在園児　３１７人
充足率７５．５％
園庭開放　周４日
６，６８１人
教育相談　３園　３５
５人

ほぼ達成され
た

園庭開放も週４日になり保
護者に認知されてきた。ま
た、在園児数が増加傾向
にあった。

3園在園児　３６４人
（１２月１日現在）
充足率８６．７％
園庭開放　周４日
　４，５６７人
教育相談　３園　２２
４人

ほぼ達成され
た

在園児数は、前年度と比
べ４７人の増で充足率は１
１．２％増えている。また、
園庭開放や教育相談にお
いても増加傾向にあり子
育て支援に積極的に取り
組んでいる。

重点

①現存の３園体
制の見直し②延
長保育の実施③
未就園児事業の
実施④保育料，
使用料の見直し
⑤園庭開放の増
加⑥公・私、幼稚
園・保育所（園）教
諭及び保育士の
意見交換や研修
の実施

延長保育の実施
や入園料・保育料
等の見直しを検
討。

充実
幼稚園の弾力的な運
営を進め、幼児教育
の充実を図る。

未就園児の家庭を
対象に幼稚園の良
さをＰＲし、関係部
課と連携し様々な
子育て支援活動を
図るとともに、未来
につながる幼児教
育の推進

81 3-(5)
公私立幼稚園
就園奨励費
補助金（再掲）

継続
教育委員会
教育部学務
保健課

公私立幼稚園に通園いる幼児
の保護者に対し前年の所得に応
じて費用の補助を行います。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
公私立幼稚園通
園児の保護者の
軽減負担

第１子　１，５６５人
第２子以降　５９０人

Ｈ２０年１０月現在
第１子　１，３５０人
第２子以降　７２２人

継続
継続して保護者
の軽減負担を図
る。

継続して保護者の
所得状況に応じて
経済的負担を軽減
する。

継続
継続して保護者の軽
減負担を図る。

国の補助単価基
準の引き上げによ
る市費支出の増

82 3-(5)
公私立幼稚園児
保護者補助金
（再掲）

継続
教育委員会
教育部学務
保健課

私立幼稚園に通園いる幼児の
保護者に対し前年の所得に応じ
て費用の補助を行います
受給対象者は、全員。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
私立幼稚園通園
児の保護者の負
担軽減

３，９５１人
Ｈ２０年１０月現在
３，８２１人

継続
継続して保護者
の軽減負担を図
る。

継続して保護者の
所得状況に応じて
経済的負担を軽減
する。

継続 補助単価の引き上げ
補助単価の引き上
げ

83 3-(5)
幼稚園類似施設
保護者補助金
（再掲）

継続
教育委員会
教育部学務
保健課

私立幼稚園でない幼稚園類似
施設（東京都知事が認可した幼
児教育施設）に通っている児童
の保護者に費用の補助を行いま
す。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
幼稚園類似施設
通園児の保護者
の負担軽減

１０人 ７人 継続
継続して保護者
の軽減負担を図
る。

継続して保護者の
所得状況に応じて
経済的負担を軽減
する。

継続 補助単価の引き上げ

3-(5)

利用者負担のあ
り方の検討（私
立幼稚園入園料
補助金）
現計画：利用者
負担のあり方の
検討（幼保）

新規
教育委員会
教育部学務
保健課

私立幼稚園等に入園した園児の
保護者で入園料を納付した方に
入園料の一部を補助する。ただ
し年度内園児１人につき１回限り
とする。

負担のあり方の検討
施策への反映

負担軽減の補助金を
検討した。

あまり達成さ
れていない

負担軽減の補助金を検討
した。

私立幼稚園等入園料
の一部補助（所得制
限なし）
園児の私立幼稚園入
園時１０，０００円
２０年度実績（１２月１
日現在）１，４００人

達成された
負担軽減の措置が達成で
きた。

継続 継続実施をする
継続して負担軽減
に努める。

継続

3-(5)
利用者負担のあ
り方の検討（幼
保）

新規
子ども家庭部
保育課

保育に欠ける児童に対する福祉
サービスである保育と教育サー
ビスである幼稚園との負担のあ
り方について検討し、より公平な
仕組みへと見直しを行います。

負担のあり方の検討
施策への反映

同一世帯で保育所と
幼稚園とを利用して
いる場合、２子目以
降の保育料を減額す
る制度を設けた。

あまり達成さ
れていない

国の動きを注視している状
況

同一世帯で保育所と
幼稚園とを利用して
いる場合、２子目以
降の保育料を減額す
る制度を設けた。

あまり達成さ
れていない

国の動きを注視している状
況

継続

国における保育制
度の検討の状況を
見つつ、保育に欠
ける児童に対する
福祉サービスであ
る保育と教育サー
ビスである幼稚園
との負担のあり方
について検討しま
す。

継続
国の動きを注視す
る。

平成18年度に認定
子ども園制度が実
施され、また、現
在、保育制度の見
直しが国で検討さ
れている。

国の動きを注視す
る。

85 4-(1)
はじめてのパパ
ママ学級

継続
教育委員会教
育部総務課

グループワークを通じて妊娠、出
産及び子育てに関する知識を提
供します。また、親同士の交流
や仲間づくりを通して。子育て不
安を解消する機会を提供しま
す。

第５次府中市総合
計画後期基本計
画
府中市保健計画
事業実施計画

平成25年度
平成21年度

母親・両親学級
（はじめてのパパ
ママ学級）の開催
受講者の増加

４日コース　12回
受講者数　1,127人
半日コース　12回
受講者数　　456人

４日コース　12回
受講者数　1,263人
半日コース　12回
受講者数　　438人

継続 現状を維持する。 継続

妊娠・出産及び子
育てに関する知識
と仲間づくりの場
の提供をするた
め。

受講者のアンケート
結果から満足度を図
る。

コースによる申込
み人数に偏りがあ
り、実施回数等を
検討する。

申込み者が多い半
日コース（沐浴）を
年６回から増設、
受講しやすい日曜
日開催等を検討す
る。

86 4-(1) 事故防止の啓発 継続
福祉保健部
健康推進課

健診時に、パンフレットの配布や
集団指導、チャイルドシートの展
示など事故防止対策の啓発を行
います。

母親学級や両親学級
時にパンフレットの配
布及び講話の中での
情報提供
乳幼児健診時に、パ
ンフレットの配布や集
団指導、チャイルド
シートの展示など事
故防止対策の啓発を
実施

母親学級や両親学級
時にパンフレットの配
布及び講話の中での
情報提供
乳幼児健診・地域子
育てクラス等でパンフ
レットの配布や集団
指導、チャイルドシー
トの展示など事故防
止対策の啓発を実施

継続

母子保健事業を活
用して事故防止の
啓発を積極的に行
う。

継続

保護者が個々の
問題として認識で
きるような啓発を
行う。

啓発の場所や方
法等を検討する。

87 4-(1)
ママクラスクッキ
ング

継続
福祉保健部
健康推進課

基本的な調理方法を身につけて
もらうことで、妊婦及び家族の健
康増進を図ります。

第５次府中市総合
計画後期基本計
画
府中市保健計画
事業実施計画

平成25年度

平成21年度

母親・両親学級
（はじめてのパパ
ママ学級・ママクラ
スクッキング）の開
催
受講者の増加

年６回　受講者数
50人

年６回　受講者数
59人

継続 現状を維持する。 継続

母性の健康の保
持・増進と妊娠中
の正しい食生活を
送れるよう啓発が
必要なため。

参加者のアンケート
結果より、基本的な
調理方法・味付け・食
事バランスの取れた
献立の考え方を身に
つけ、妊娠及び家族
の健康増進を図る。

妊娠期における望
ましい食生活を家
族の望ましい食生
活につながる指導
をする。

母親学級での食生
活アンケート調査
を参考にして指導
内容を検討する。

88 4-(1) 幼児食教室 継続
福祉保健部
健康推進課

幼児期の特徴をふまえた栄養指
導を行い、幼児の健全な育成を
図ります

府中市保健計画
事業実施計画

平成21年度 受診者数の増加
年6回　受講者数
108人

年6回　受講者数
113人

継続 現状を維持する。 継続

「食」は、子どもの
健やかな心と身体
の発達に不可欠で
あるため。

子どもの気になる
食行動に対して、
過度の不安がある
保護者への対応を
する。

個別相談等で個々
の状況や成長に応
じた指導を行う。

84
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89 4-(1) 離乳食教室 継続
福祉保健部
健康推進課

月齢に応じた離乳食指導を行
い、乳児の健全な育成を図ると
ともに、親同士の交流や情報交
換の場を提供し、育児不安の解
消を図ります。また、ヘルスメイト
（栄養改善推進員）による講習会
の実施を検討します。

府中市保健計画
事業実施計画

平成21年度
後期月２回実施
実施定員の拡大

前期　月2回
受講者数　517人
後期　月2回
受講者数　389人

ステップ１　月1回　受
講者数　331人+N2
ステップ２　月1回　受
講者数　268人
ステップ３　月1回　受
講者数　271人
ステップ４　月1回　時
後者数　200人

継続 現状を維持する。 充実

「授乳・離乳ガイ
ド」の改正により、
平成２０年度から
指導区分を離乳食
のすすみ方で４区
分に変更し実施し
ているが、ステップ
１の申込者が多い
ため定員の拡充を
図るため。

申込み人数や参加者
の意見を聴取するこ
とで、ニーズに適応し
たサービスをする。

定員を超える申込
みがあるため、参
加できない市民へ
の対応を図る。

個別相談を案内
し、個々の成長に
応じた離乳食指導
を行う。

90 4-(1)
予防歯科指導教
室

継続
福祉保健部
健康推進課

１歳及び３歳６か月児の保護者
を対象に乳幼児の基本的な口腔
の健康づくりについての習慣を
身につけられるよう指導します。

府中市保健計画
事業実施計画

平成21年度 受診者数の増大
月4回　受講者数
653人

月4回　受講者数
711人

継続 現状を維持する。 継続

歯ブラシで歯みが
きを始める時期
は、歯みがきの関
心が高く、ニーズ
が期待されるた
め。また、平成１９
年度の保育所等
巡回歯科保健の
充実に伴い、事業
対象者は、１歳児
のみに変更。

1歳６か月児歯科健
康診査のう蝕有病者
率や歯科保健行動の
変容を把握すること
で、指導内容の充実
を図る。

受診者数の増に努
める。

広報やホームペー
ジ等で事業案内を
するほか、各事業
で受診勧奨する。

91 4-(1)
保育所等巡回歯
科保健指導

重点
福祉保健部
健康推進課

保育所・幼稚園・学校において、
歯みがきや甘味食品・飲料・う蝕
に関する歯科保健指導を充実
し、子ども自身の歯みがきや自
己管理能力の育成を図ります。

市立保育所・私立保
育園34か所　市立幼
稚園3か所　その他希
望の幼稚園・学校

府中市保健計画
事業実施計画

平成21年度
対象を市立幼稚
園・私立幼稚園に
拡大

市立保育所　15か所
実施者数　1,027人
私立保育園  　9か所
実施者数　　555人
市立幼稚園　  3か所
実施者数　　344人
私立幼稚園　 　か所
実施者数　　133人

ほぼ達成され
た

私立幼稚園にて指導を開
始した。

市立保育所　15か所
実施者数　1,004人
私立保育園　11か所
実施者数　　666人
市立幼稚園　　3か所
実施者数　　348人
私立幼稚園　  ３か所
実施者数　　321人

ほぼ達成され
た

指導実施施設数が増加し
た。

継続 現状を維持する。 継続

継続することによ
り、子ども自身の
歯みがきや自己管
理能力の向上が
期待できるため。

「西暦2010の歯科保
健目標」の歯科保健
行動変容を把握する
ことで、指導内容の
充実を図る。

指導実施施設数
の増加に努めると
ともに、指導実施
希望日のかたより
を防ぐ。

対象施設に積極的
な周知・案内をし、
利用を促す。

92 4-(1)
親と子の歯みが
き教室

継続
福祉保健部
健康推進課

乳幼児の基本的な口腔の健康
づくりについての習慣を身につ
けるため、乳児期の歯や口腔の
特徴、口腔衛生の概要について
指導します。

府中市保健計画
事業実施計画

平成21年度 実施回数　14回
年12回　受講者数
276人

年12回　受講者数
270人

継続 現状を維持する。 継続

歯の萌出時期は、
歯に関する関心が
高く、ニーズも期待
されるため。

１歳６か月児歯科健
康診査のう有病者率
や歯科保健行動の変
容を把握することで、
指導内容の充実を図
る。

定員以上の申込
みがある。

会場設営等を検討
し、定員増を図る。
実施回数を増設す
る。

93 4-(2)
母子健康手帳の
交付

継続
福祉保健部
健康推進課

母子健康手帳の交付時に内容
の説明を行うとともに、必要に応
じて相談を行います。

府中市保健計画
事業実施計画

平成21年度
交付時の相談体
制の充実

妊娠届出数　2,352件
母子健康手帳交付数
2,539冊

妊娠届出数　2495件
母子健康手帳交付数
2517冊

継続
交付時の情報提
供を充実し現状を
維持する。

継続

母子健康手帳及
び交付時配布する
「母と子の保健
バック」の封入され
ているサービスや
資料を活用すこと
ができるため。

妊娠届の妊娠週数・
妊婦健診受診率・妊
婦歯科健診受診率を
把握することにより、
妊婦の保健サービス
の利用率を向上させ
る。

交付時配布する
「母と子の保健
バック」の内容等
がわかりにくいた
め、適正時期の
サービス利用がで
きない。

配布物の一覧表を
作成し、内容の確
認や保健サービス
の利用時期等の
情報提供を充実す
る。

94 4-(2) 母子保健相談 継続
福祉保健部
健康推進課

健康な家庭を築くことができるよ
う母乳育児や家族計画などの指
導相談を行います。

府中市保健計画
事業実施計画

平成21年度
フォロー体制の充
実

来所（経過観察健診
時）　　80件
３～４か月児健診時
494件
１歳６か月児健診時
281件
個別訪問時
1,085件

来所（経過観察健診
時）　　63件
３～４か月児健診時
489件
１歳６か月児健診時
314件

継続

フォローケースの
地区担当への引
継ぎを確実に実施
し、タイムリーな支
援を行う。

継続

妊娠から出産を通
じて利用できる
サービスであり、
児の月齢が高く
なっても利用でき
るので今後利用者
が増加すると考え
るため。

利用者の満足度調査
により、日程や相談
場所等の検討を行
う。

他の母子保健事
業ともリンクできる
ようにサービスの
充実を図る。

相談記録票の保
存方法を検討す。

95 4-(2) 子育て相談室 継続
福祉保健部
健康推進課

子育ての不安や悩みを気軽に相
談できる子育て相談室を実施し
ます。

府中市保健計画
事業実施計画

平成21年度

対応困難ケースの
事例検討会の開
催　　関係機関と
の連携

保健相談　3,581件
栄養相談　　278件
歯科相談　　191件

保健相談　3,855件
栄養相談　　387件
歯科相談　　185件

継続 現状を維持する。 継続

子育ての不安や悩
みを気軽に相談で
きる場を継続して
提供するため。

相談件数及び困難
ケースの問題解決状
況。

スタッフ間の情報
の共有によりタイ
ムリーかつ適切な
対応を図る。

閲覧しやすい記録
の保存方法を検討
する。

96 4-(2) 未熟児訪問 継続
福祉保健部
健康推進課

育児上必要な事項及び健康管
理について、家庭訪問により適
切な指導を行うとともに、疾病や
異常の早期発見や治療等につ
いて助言します。

訪問実施数　延59件 訪問実施数　延60件 統合 統廃合

新生児訪問を４か
月までに全戸実施
するため、対象とし
て未熟児も含まれ
るため、新生児訪
問に統合する。

97 4-(2)
妊産婦・新生児
訪問

継続
福祉保健部
健康推進課

育児上必要な事項及び健康管
理について、家庭訪問により適
切な指導を行うとともに、疾病や
異常の早期発見や治療等につ
いて助言します。

第５次府中市総合
計画後期計画
府中市保健計画
事業実施計画

平成25年度
平成21年度

妊産婦・新生児へ
の訪問指導
実施件数　年840
件　　医療機関と
の連携体制の整
備

妊産婦訪問　実施数
延　229件
新生児訪問　実施数
延1,316件

妊産婦訪問　実施数
延　240件
新生児訪問　実施数
延1,593件

重点

生後４か月までの
乳児のいる家庭
への全戸訪問（こ
んにちは赤ちゃん
事業）の実施

生後４か月までの
乳児のいるすべて
の家庭を訪問し、
親子の状況や養
育環境の把握、子
育て支援に関する
状況の提供等を行
う。

充実

虐待予防の観点
からも、新生児訪
問を４か月までに
実施することで支
援の必要な家庭に
対して、早期に適
切なサービスに結
びつけることが期
待されるため。

新生児訪問実施率
100％を目標とするこ
とで、必要な家庭に
対して適切なサービ
スを導入する。

新生児訪問利用
の周知・要支援家
庭に対する提供
サービスの検討・
関係機関との連絡
調整

母子健康手帳交
付時に周知・ケー
ス会議充実

98 4-(2) 乳幼児訪問 重点
福祉保健部
健康推進課

育児上必要な事項及び健康管
理について、家庭訪問により適
切な指導を行うとともに、疾病や
異常の早期発見や治療等につ
いて助言します。

訪問件数　300件
府中市保健計画
事業実施計画

平成21年度

養育困難ケースへ
の適切な対応
スーパーバイザー
を導入した事例検
討会の開催

訪問件数　延463件 達成された
目標数を超えており、関係
機関との連携も円滑に実
施されている。

訪問件数　延480件 達成された
他事業への連動、関係機
関との連携・調整も円滑に
実施されている。

重点

家庭訪問による
適切な指導・助言
を行い、継続支援
を徹底し、関係機
関との連携を強
化する。

個別支援の充実を
図り、関係機関と
の連携、必要な社
会資源を活用す
る。

充実

多様化する家族に
対して、その家族
の健康な生活の向
上のため、専門職
としてより個別的
に行う必要がある
ため。

訪問件数の増加や関
係機関との連絡会等
により、より適切な支
援を行う。

タイムリーな時期
に介入し、必要な
社会資源に連動す
る。

アセスメントツール
の活用や保健師
の個別支援の時
間を確保を検討す
る。

99 4-(2)
虐待予防
（再掲）

継続
福祉保健部
健康推進課

母子保健事業（健診、教育、相
談、訪問）を通して、虐待の予防
と早期発見、早期対応により、乳
幼児の健全な育成を図ります。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
健康診査の実施、
妊産婦・新生児へ
の訪問指導

母子保健事業（健
診、教育、相談、訪
問）を通して、虐待の
予防と早期発見、健
診未受診者や予防接
種未接種等ハイリス
ク者は子ども家庭支
援センターと情報を
共有

母子保健事業（健
診、教育、相談、訪
問、妊娠届）を通し
て、虐待の予防と早
期発見、健診未受診
者や予防接種未接
種、若年妊婦等ハイ
リスク者は子ども家
庭支援センターと情
報を許有共有

継続

ハイリスク者は子
ども家庭支援セン
ターと情報の共
有、役割分担し現
状を維持する。

継続

乳児の全戸訪問
等ハイリスクケー
スを把握し、子ども
家庭支援センター
等関係機関とタイ
ムリーな支援を行
う。

速やかな情報の共
用及びケース会議
等でよりよい支援
を行う。
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100 4-(3) 発達健康診査 継続
福祉保健部
健康推進課

健康診査や相談事業の結果、運
動発達遅滞、精神発達遅滞など
が疑われる乳幼児に重点をおい
て、発達健康診査を行い、早期
発見、早期療育へとつないでい
けるよう支援します。

府中市保健計画
事業実施計画

平成21年度
受診者枠に拡大
フォロー体制の充
実

月1回　受診者数　62
人

月1回　受診者数　67
人

継続

発達健診対象者を
的確に判断し、よ
り早期に専門的な
支援に連動する。

継続

早期発見・早期療
育へつなく支援の
手段として有効な
ため。

早期発見・早期療育
を支援するため専門
的な関係機関の紹介
及び療育状況等を把
握することにより、さ
らスムーズな連携を
行う。

発達健診の導入
時期について継続
支援ケース等の状
況を見直し、タイム
リーな支援を行う。

健診対象者数が
増加することが予
測されるため、健
診予約枠の拡大
等を検討する。

101 4-(3) 妊婦健康診査 継続
福祉保健部
健康推進課

健康診査を行い、健康管理につ
とめることにより、妊産婦及び乳
児の死亡率の低下を図ると共
に、母子の健康と健全な養育環
境を確保します。

府中市保健計画
事業実施計画

平成21年度
受診率の向上
医療機関との連携
体制の整備

妊娠前期1回　受診
者数2,282人
受診率97.0％
妊娠後期1回
受診者数2,214人
受診率94.1％
超音波検査（３５歳以
上）　受診者数531人

1回目　2,370人
２回目　2,949人
３回目　2,421人
４回目　2,385人
５回目　1,968人
超音波検査（35歳以
上）　597人

継続
受診勧奨を積極的
に実施する。

充実

公費負担が５回に
拡大されたが、受
診票が利用できな
い都外医療機関及
び助産所を受診し
た場合、償還払い
で対応し、公平な
サービスを提供す
るため。

受診率を検証し、受
診状況等の実態を把
握するとともに、償還
払い制度を利用しや
すいようなサービスを
提供する。

受診回数にばらつ
きがあるので、継
続的な受診を勧奨
し、所管払い制度
の周知を図る。

受診票交付時に案
内チラシを配布し、
ホームページ等で
の紹介、母子保健
事業でも情報提供
を行う。

102 4-(3)
妊婦歯科健康診
査

継続
福祉保健部
健康推進課

妊娠中は生活環境の変化などに
より、歯科疾患が増大することが
多くみられるため、歯科疾患の
早期発見・早期治療を行うととも
に、歯科保健意識の向上を図っ
ていきます。

府中市保健計画
事業実施計画

平成21年度 受診者の増加

保健センター　受診
者数　172人
医療機関　　　受診
者数　547人

保健センター　受診
者数　185人
医療機関　　　受診
者数　552人

継続 現状を維持する。 継続

妊婦の歯科保健
行動意識の向上
は、妊婦地震のみ
ならず家族の発
達・経観と口腔の
健康づくりが期待
されるため。

「西暦2010の歯科保
健目標」の歯科保健
行動変容を把握する
ことで、指導内容の
充実を図る。

受診者の増に努め
る。

広報やホームペー
ジ等で事業案内を
するほか、母子健
康手帳交付時や
母親・両親学級等
で周知し、受診勧
奨する。

103 4-(3) 幼児歯科健診 継続
福祉保健部
健康推進課

幼児に対し継続的な歯科健診、
歯科保健指導を行うことにより早
期発見・早期治療に結びつけ、
また、生涯にわたる歯と口腔の
健康管理ができるよう支援しま
す。

第５次府中市総合
計画後期計画
府中市保健計画
事業実施計画

平成25年度
平成21年度

健康診査（幼児歯
科健診）の実施
受診者の増大

月６回　受診者数
2,115人

月6回　受診者数
2,141人

継続 現状を維持する。 継続

乳歯が萌出し、乳
歯列が完成する時
期に、口腔内の変
が著しいため、歯
科健診・歯科保健
指導のニーズが期
待されるため。

3歳児歯科健康診査
や「西暦2010年の歯
科保健目標」のう蝕
有病者率や歯科保健
行動の変容を把握す
ることで、指導内容の
充実を図る。

受診者数の増に努
める。

広報やホームペー
ジ等で事業案内を
するほか、各事業
で受診勧奨する。

104 4-(3)
３～４か月児健
康診査・産婦健
康診査

継続
福祉保健部
健康推進課

疾病や障害等の早期発見・早期
対応とともに、育児不安の解消
及び親子の交流の場としての活
用を図ります。また、未受診者に
対して、郵便、電話、訪問により
状況把握を行い、その後の支援
へとつなぎます。

第５次府中市総合
計画後期計画

府中市保健計画
事業実施計画

平成25年度

平成21年度

３～４か月児健康
診査受診率　９
８％以上3～4か月
児健康診査
フォロー体制の充
実　　　　産婦健康
診査　受診率の向
上

３～４か月児健康診
査
月3回
受診者数2,282人
受診率96.7％
産婦健康診査
月3回　受診者数
2,250人
受診率96.2％

３～４か月児健康診
査
月3回
受診者数2,250人
受診率97.0％
産婦健康診査
月3回　受診者数
2,230人
受診率97.0％

継続

未受診者対応と新
生児訪問時に健診
の周知と受診勧奨
を実施し事業を継
続する。

継続

3～4か月は児の
発育・発達の評価
のうえで重要な時
期であるとともに、
新生児期とは異な
る育児上の不安等
がでてくるため。

受診率（対象者の事
業の利用率）、有所
見率（対象者の健康
状況）、対象者の相
談のニーズ、継続支
援者数、未受診理由
を把握することにより
受診率及び健診の質
の向上を図る。

健診の役割につい
て、疾患・障害の
早期発見、育児指
導・育児相談のみ
ならず、虐待の早
期発見・予防の機
会として、従来の
健診の役割・目
的・質を損なうこと
なく、新たな役割を
十分に果たしてい
く必要がある。

健診従事者の質
の向上を図る。新
生児訪問の結果を
踏まえた健診を実
施することで、対
象者の健康、疾
患・障害の早期発
見、個々が抱える
育児上の問題（課
題）の解決につな
げる。未受診者へ
の支援の充実を図
る

105 4-(3)
１歳６か月健康
診査

重点
福祉保健部
健康推進課

疾病や障害等の早期発見・早期
対応とともに、育児不安の解消
及び親子の交流の場としての活
用を図ります。また、未受診者に
対して、郵便、電話、訪問により
状況把握を行い、その後の支援
へとつなぎます。

健康診査　月4回
把握率98％

第５次府中市総合
計画後期計画

府中市保健計画
事業実施計画

平成25年度

平成21年度

１歳６か月健康診
査受診率　98％以
上

フォロー体制の充
実

月4回　受診者数
2,068人　受診率
94.6％

ほぼ達成され
た

未受診者のフォロー体制
が整い、システム的に取り
組めるようになったが成果
が十分にあがらなかった。

月4回　受診者数
2,254人　受診率
96.1％

ほぼ達成され
た

未受診者フォロー体制が
より軌道にのり、子ども家
庭支援センターとの連携
が図れるようになった。

継続

未受診者への受
診勧奨等を充実
し、子ども家庭支
援センター等関係
機関とも連携しな
がら授業を継続す
る。

継続

受診率（対象者の事
業の利用率）、有所
見率（対象者の健康
状況）、対象者の相
談のニーズ、継続支
援者数、未受診理由
を把握することにより
受診率及び健診の質
の向上を図る。

児の発達に応じた
母への支援体制、
母の病気や障害
等を健診時に把握
し対応するととも
に、予防の観点か
らも地区活動を強
化する必要があ
る。

ことばとこころの相
談、幼児教室（こと
りの会）、地域子育
てクラス（ぷにぃ）
を充実して実施す
る。

106 4-(3) ３歳児健康診査 重点
福祉保健部
健康推進課

疾病や障害等の早期発見・早期
対応とともに、育児不安の解消
及び親子の交流の場としての活
用を図ります。また、未受診者に
対して、郵便、電話、訪問により
状況把握を行い、その後の支援
へとつなぎます。

心理相談　　年64回
把握率98％

第５次府中市総合
計画後期計画

府中市保健計画
事業実施計画

平成25年度

平成21年度

３歳児健康診査受
診率　95％以上

フォロー体制の充
実

月3回　受診者数
2,155人　受診率
93.0％

ほぼ達成され
た

未受診者のフォロー体制
が整い、システム的に取り
組めるようになった。
未受診者フォロー後の把
握率９８％

月3回　受診者数
2004人　受診率
93.0％

ほぼ達成され
た

未受診者フォロー体制が
より充実し、子ども家庭支
援センターとの連携が図
れるようになった。
未受診者フォロー後の把
握率98％

継続 現状を維持する。 継続

目標がほぼ達成さ
れているので、現
状を維持し的確な
支援をするため。

健診受診率及び健診
対象者の状況把握率
を向上させることで、
タイムリーな支援を行
う。

受診者の待ち時間
を解消するような
円滑な事業運営及
び効果的な心理相
談を行う。

事業内容（健診の
流れ・医師の増
員・心理相談の時
間配分等）の見直
しを検討する。

107 4-(3) 結核予防接種 継続
福祉保健部
健康推進課

予防接種の意義と方法等をさら
に周知徹底して、標準接種年齢
における接種率95％を目指しま
す。未接種者については、速や
かに指導できる体制を整えるとと
もに、勧奨体制の強化を図って
いきます。

ＢＣＧ接種者数
2,404人　接種率
101.4％

ＢＣＧ接種者数
2,287人　接種率
99.0％

統合 統廃合

平成１９年３月３１
日に結核予防法が
廃止され、ＢＣＧ接
種は、予防接種法
に位置づけられた
ため、定期予防接
種に統合する。

108 4-(3) 定期予防接種 継続
福祉保健部
健康推進課

予防接種の意義と方法等をさら
に周知徹底して、標準接種年齢
における接種率95％を目指しま
す。未接種者については、速や
かに指導できる体制を整えるとと
もに、学童への通知など勧奨体
制の強化を図っていきます。

第５次府中市総合
計画後期計画

府中市保健計画
事業実施計画

平成25年度

平成21年度

定期予防接種（達
成されていないＰ
Ｔ・達成されていな
いＴ・ＢＣＧ・麻し
ん・風しん・ポリオ・
日本脳炎）の実施
実施率100％

接種者の向上

達成されていないＰＴ
接種者9,146人　接種
率97.1％
達成されていないＴ
接種者1,349人　接種
率60.7％
ＭＲ（麻しん・風しん）
接種者4,466人
接種率95.3％
ポリオ　接種者4,504
人
接種率96.0％

達成されていないＰＴ
接種者8,904人　接種
率96.3％
達成されていないＴ
接種者1,561人　接種
率70.0％
ＭＲ（麻しん・風しん）
接種者6,808人
接種率75.1％
ポリオ　接種者4,554
人　接種率98.2％
日本脳炎

継続

予防接種の意義
ほ方法を周知し、
接種機会を広く提
供する。

継続

対象年齢者数と接種
実施者を定期的に把
握することにより、未
接種者への勧奨がで
きる。

標準接種年齢にお
ける接種率の向上
と未接種者の把握
と勧奨のあり方及
び接種勧奨を差し
控えている日本脳
炎の対象者の把
握と接種再開時の
勧奨方法を検討す
ることにより接種
率向上を図る。

高別通知による接
種勧奨と広報、
ホームページ、母
子保健事業等での
情報提供と未接種
者への個別通知に
よる接種勧奨等を
行う。

109 4-(3)
赤ちゃん絵本文
庫
（再掲）

継続
文化スポーツ
部図書館

３、４か月児及び１歳６か月健康
診査時に、絵本の読み聞かせや
手あそび、わらべうたなどを実施
し、保護者とともに読書へのきっ
かけとします。３、４か月児健康
診査では、赤ちゃんの図書館利
用カードの登録も行い、図書館
利用への働きかけも行います。
１歳６か月児事業（いち・ろくおは
なし会）は、主管は健康推進課。

第５次府中市総合
計画後期計画・第
２期府中市子ども
読書活動推進計
画

平成25・２４年度

内容の充実を図
り、市民ボランティ
アとともに子どもが
読書に親しむ機会
の拡大を進めま
す。

３６回　登録者数　９
１８人（受診者２、２８
１人）
貸出者数　２３７人
貸出冊数　７４７冊

３６回　登録者数　９
５６人（受診者数２,２
３５人）　　貸出者数
２６０人　貸出冊数
８６１冊

重点

利用の増加を図
り、成長に合せた
読書への働きか
けを行う

未参加の市民に声
かけを行うなど、Ｐ
Ｒに努める

充実

子どもの成長に合
せた働きかけが必
要なので、資料の
見直しやボランティ
アの充実を図る必
要があるから

図書利用カードの登
録数及び貸出数、利
用者の声などを参考
に充実を図る

資料の見直し及び
充実、ボランティア
の技術の向上など
が必要である。

随時資料の評価を
するとともに、新た
に出版された資料
の購入を行う。ま
た、ボランティアの
読み聞かせなど技
術的向上を促進す
る。
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系

110 4-(4) 休日・夜間診療 継続
福祉保健部
健康推進課

府中市保健センターにおいて、
医師会、歯科医師会の協力を得
て、休日診療（医科・歯科）と夜
間診療（医科）を実施し、休日・
夜間における急病や応急処置を
必要とする患者への対応を図り
ます。

第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度
休日・夜間診療の
実施　100％

休日診療（医科） 73
回
休日診療（歯科） 73
回
夜間診療　　　　366
回

休日診療（医科） 72
回
休日診療（歯科） 72
回
夜間診療　　　　365
回

継続

保健センターにお
ける休日・夜間診
療の実施体制を維
持する。

安心して医療を受け
ることができると感じ
ている市民の割合
（市民意識調査）

年末年始等休日・
夜間の急病による
患者数は慈雨か
傾向にあり、応急
体制の重要性が
今後ますます高ま
る可能性があり、
対応の質が維持で
きるか。

利用者の増加によ
り現体制での対応
が困難となる可能
性が生じた場合に
は、医師会・歯科
医師会と協議す
る。

111 5-(1)
母子自立支援の
相談

重点

子ども家庭部
子育て支援課
母子自立支援
担当

養育費の取り決めなど様々な問
題について相談に応じ、自立に
必要な情報提供や支援を行いま
す

支援員2人
支援員2人
相談件数2,097件

ほぼ達成され
た

1人体制時より５０％相談
件数が増加している

支援員2人
相談件数2,500件

ほぼ達成され
た

1人体制より約８０％相談
件数が増加している。

重点
現状を維持して継
続していく

支援員2人 充実

新たに、母子家庭
の個々の実情に合
わせた母子自立支
援プログラム策定
事業により自立支
援に努める。

相談体制の充実を図
るとともに、母子自立
支援プログラム策定
事業の活用により、
個々のニーズに対応
した就労等支援をし
ていく。

児童扶養手当一
部支給停止の方
向性も定まり、母
子家庭の経済的
自立が求められて
いるため、母子家
庭となった直後か
ら自立に向けた支
援が必要である。

新規児童扶養手
当申請時や児童
扶養手当現況届
時を活用して、母
子家庭の自立支
援に関する情報提
供や個別相談を行
うとともに、市で発
行している情報冊
子やホームページ
を活用しPRに努め
る。

112 5-(2)
ひとり親家庭
ホームヘルプ
サービス

継続
子ども家庭部
子育て支援課
育成係

義務教育修了前の児童がいる
ひとり親家庭に対し、次の要件
に該当する場合、ホームヘル
パーを派遣します。
　①ひとり親家庭になってから２
年以内②技能習得のため職業
開発センター等に通学している
場合③就職活動及び母子支援
プログラムに基づいた活動を行
い自立促進に必要と認められる
場合④一時的な疾病・看護・事
故・災害・冠婚葬祭・学校等の公
的参加等社会通念上必要と認
められる場合⑤小学校３年生以
下の児童がいて保護者が就業
の事情により生活援助や育児等
の支援を必要とし、②～④の事
由に該当しない場合
●派遣回数　１か月１２回（②に
ついては２４回まで）●　派遣時
間　原則１日のうち午前７時～午
後１０時までの間で８時間（派遣
回数は１日１回）

第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度

ひとり親家庭ホー
ムヘルプサービス
による働く母親へ
の家事・育児支援
事業の実施。

派遣世帯　３６世帯
派遣回数　延べ
1,728回

派遣世帯　３3世帯
派遣回数　延べ
1,940回

継続

家事または育児等
で日常生活に支障
をきたしている家
庭に対しホームヘ
ルパーを派遣し、
生活の安定を図り
ます。

平成２０年度より
母子家庭自立支
援給付金事業等
の対象となる場合
には、派遣回数が
拡大された。これ
までの日常生活を
支援することも必
要だが、母子家庭
の母の就業・自立
に向けたを支援を
実施する必要があ
る。

母子家庭自立支
援給付金事業対
象者等を把握し、
母子自立支援員と
の連携を蜜にして
対応を図る。

113 5-(3)
母子生活支援施
設

継続

子ども家庭部
子育て支援課
母子自立支援
担当

経済的理由などにより、子どもの
養育に支障がある母子世帯母
子世帯を対象に、日常生活と自
立への支援を行います

19世帯 13世帯 継続
現状を維持して継
続していく

20世帯 充実

23年度以降都立
施設の利用が市
負担となるため必
要性にあった対応
が必要なため。

日常生活と自立に向
けて支援が必要な母
子家庭に対し支援を
していく。

23年度以降、都立
施設の入所費用
が市負担となる

施設の特徴、利用
家族の状況、必要
性、有効性等総合
的に判断し施設入
所を検討していく。

114 5-(3)
市営住宅の優遇
抽選

継続
市民生活部
住宅勤労課

ひとり親（母子）家庭について
は、市営住宅の当選率を高くす
る優遇抽選を行います。

第２次府中市住宅
マスタープラン

平成25年度
ひとり親家庭の居
住安定への支援

ひとり親（母子）家庭
については、市営住
宅の当選率を一般世
帯に比べ2倍に高くす
る優遇抽選を行っ
た。

ひとり親（母子）家庭
については、市営住
宅の当選率を一般世
帯に比べ2倍に高くす
る優遇抽選を行っ
た。

継続
優遇抽選を今後も
継続していく。

継続
ひとり親家庭に対
する居住安定支援
策となっている。

115 5-(3)
保育所入所の優
遇

継続
子ども家庭部
保育課

ひとり親家庭については、保育
所入所選考の基準となる指数を
加算して配慮します。

ひとり親調整　＋１～
＋３点

ひとり親調整　＋１～
＋３点

継続

ひとり親家庭につ
いては、保育所入
所選考の基準とな
る指数を加算して
配慮します。

継続

ひとり親家庭につ
いては、保育所入
所選考の基準とな
る指数を加算して
配慮します。

116 5-(3)
一時保育（母子
生活支援施設）

新規

子ども家庭部
子育て支援課
母子自立支援
担当

ひとり親家庭の子どもを、保育所
への入所が可能となるまでの
間、母子生活支援施設で預かり
ます

5人
ひとり親ホームヘ
ルプサービス

自宅にホームへ
ルーパーを派遣し
て、家事や育児な
ど生活援助を行い
ます。

未実施
実施していな

い

母子生活支援施設の保育
室は施設利用者が優先さ
れるため。

未実施
実施していな

い

母子生活支援施設の保育
室は施設利用者が優先さ
れるため。

統廃
合

統廃合

ひとり親ホームヘ
ルプサービス事業
（№１１２）の範囲
内で事業の方向性
は達成しているた
め。

117 5-(3)
母子家庭自立支
援教育訓練給付
支給

重点

子ども家庭部
子育て支援課
母子自立支援
担当

職業能力開発のために講座を受
講する母子家庭の母に対して、
修了後に受講料の2割相当を支
給し、自主的な教育訓練をい支
援します

年30人

雇用保険法の改正に
伴い支給額が4割相
当から2割相当へ改
正されたため、目標
人数を下回った。

あまり達成さ
れていない

雇用保険法の改正に伴
い、支給額が４割相当から
２割相当へ改正されたた
め、目標人数を下回った。

目標人数は下回って
いるが、平成20年8月
から実施された、就
職チャレンジ支援事
業の活用も含め職業
能力開発に向けて有
利な情報を提供して
いる。

ほぼ達成され
た

目標人数は下回っている
が、平成２０年８月から実
施された、就職チャレンジ
支援事業の活用も含め、
職業能力開発に向けて有
利な情報を提供している。

重点 継続実施 15人 継続

職業能力開発のた
めの講座受講によ
り将来的な自立の
方向性を具体的に
検討し支援してい
く。

母子自立支援プログ
ラム策定事業の相談
者のうち資格やスキ
ル取得希望者に対し
活用を推進する。

事業のPR

母子家庭の母に
は、児童扶養手当
現況届時を活用し
て母子家庭の自立
支援に関する情報
提供や母子自立
支援プログラム策
定事業の個別相
談を行うとともに、
市で発行している
情報冊子やホーム
ページを活用しPR
に努める。

118 5-(3)

母子家庭高等技
能訓練促進
現計画：母子家
庭高等技能訓練
促進費支給

重点

子ども家庭部
子育て支援課
母子自立支援
担当

2年以上養成機関で修業する母
子家庭の母に対して、修業機関
の残りの3分の１の期間に高等
技能訓練促進費を支給し、生活
の負担を軽減することで、資格
取得を支援します

15人 15人
あまり達成さ
れていない

生活を抱えている母子家
庭は、養成機関修業中の
生活について不安を覚え
ている。母子に対する他の
支援策を連動して支援す
るが必要である。

4人
あまり達成さ
れていない

生活を抱えている母子家
庭は、養成機関修業中の
生活について不安を覚え
ている。母子に対する他の
支援策を連動して支援す
る必要があり、同時に、将
来の具体的な生活状況を
検討していく必要がある。

重点 継続実施 10人 継続

修業期間中の生
活支援や将来の
見通しなど具体的
な数値を示し、生
活面における不安
を解消しながら継
続して実施してい
く。

母子自立支援プログ
ラム策定事業の相談
者のうち資格取得希
望者に対し活用を推
進する。

事業のPR

母子家庭の母に
は、児童扶養手当
現況届時を活用し
て母子家庭の自立
支援に関する情報
提供や母子自立
支援プログラム策
定事業の個別相
談を行うとともに、
市で発行している
情報冊子やホーム
ページを活用しPR
に努める。
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119 5-(3)
常用雇用転換奨
励金

新規

子ども家庭部
子育て支援課
母子自立支援
担当

非常勤雇用者として採用された
母子家庭の母に、雇用主が研
修・訓練を実施し常用雇用労働
者に雇用転換した場合に、奨励
金を支給します

年５件 0件
達成されてい

ない
相談はあるものの利用に
は至らなかった

廃止
実施していな

い

国が新たに中小企業事業
主が有期雇用労働者を正
社員への転換に対する奨
励制度である中小企業雇
用安定化奨励金を創設
し、本事業を廃止したた
め、母子家庭の母の正社
員転換促進が対応できる
ため、本事業を廃止した。

廃止 修了

国が新たに中小企
業事業主が有期
雇用労働者を正社
員への転換に対す
る奨励制度である
中小企業雇用安
定化奨励金を創設
し、本事業を廃止
したため、母子家
庭の母の正社員
転換促進が対応で
きるため、本事業
を廃止した。

120 5-(4)
児童扶養手当
（再掲）

継続
子ども家庭部
子育て支援課
育成係

１８歳に達する年度末まで（中度
以上の障害のある２０歳未満）の
児童を養育している母または養
育者で次の要件に該当する場合
に手当を支給します。（所得に応
じて手当額が違います。）
○父母が離婚した児童○父が死
亡した児童○父が１・２級程度の
障害がある児童○父が生死不
明の児童○父に１年以上遺棄さ
れている児童○父が法令により
１年以上拘禁されている児童○
婚姻によらないで生まれた児童
●手当月額【全部支給】 月額
41,720円  【一部支給】月額
41,720円～9,850円　全部・一部
支給とも第２子目の加算として月
額5,000円・第３子目以降は月額
3,000円の加算となります。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

ひとり親家庭に対
して、手当を支給
することで経済的
負担の軽減を図り
ます。

全部支給　延べ
9,677人
一部支給　延べ
7,709人
第２子加算　延べ
7,532人
第３子加算　延べ
2,111人

全部支給　延べ
9,960人
一部支給　延べ
7,680人
第２子加算　延べ
7,740人
第３子加算　延べ
2,160人

継続

ひとり親家庭に対
して、手当を支給
することで経済的
負担の軽減を図っ
ていきます。（ただ
し、場合によって
減額措置が適用さ
れます。）

継続
国制度に準拠して
実施

目標値は国基準によ
る支給対象児童数で
毎月支払うごとに１人
（１人に対して１２か
月支払った場合は１
２人）カウントします。

平成20年4月以降
の一部の受給者に
は減額の措置が
適用されるように
まりました。今まで
の経済的支援から
自立に向けた支援
に方向性が展開さ
れることになりま
す。

ひとり親家庭に対
して、各種手当の
支給、母子自立支
援員による相談、
その他のサービス
を利用しながら自
立や就労の支援を
図ります。

121 5-(4)
児童育成手当
（再掲）

継続
子ども家庭部
子育て支援課
育成係

【育成手当／月額13,500円】１８
歳に達する年度末までの児童を
養育している父、母または養育
者で次の要件に該当し、所得が
一定未満の場合に手当を支給し
ます。
○父母が離婚した児童○父また
は母が死亡した児童○父または
母が１・２級程度の障害がある児
童○父または母が生死不明の
児童○父または母に１年以上遺
棄されている児童○父または母
が法令により１年以上拘禁され
ている児童○婚姻によらないで
生まれた児童
【障害手当／月額15,500円】２０
歳未満で次の障害のある児童を
養育し、所得が一定未満の場合
に手当を支給します。
○身体障害者手帳１・２級○愛
の手帳１～３度○脳性まひ・進行
性筋いしゅく症

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

ひとり親家庭に対
して、手当を支給
することで経済的
負担の軽減を図り
ます。

育成手当　延べ
36,120人
障害手当　延べ
2,377人
合計　　　延べ
38,497人

育成手当　延べ
37,400人
障害手当　延べ
2,308人
合計　　　延べ
39,708人

継続

ひとり親家庭に対
して、手当を支給
することで経済的
負担の軽減を図り
ます。

継続
都制度に準拠して
実施

目標値は都基準によ
る支給対象児童数で
毎月支払うごとに１人
（１人に対して１２か
月支払った場合は１
２人）カウントします。

ひとり親家庭が受
給する手当の１つ
「児童扶養手当」
が、平成20年4月
以降の一部の受
給者には減額の措
置が適用されるよ
うにまりました。今
までの経済的支援
から自立に向けた
支援に方向性が展
開されることになり
ます。

ひとり親家庭に対
して、各種手当の
支給、母子自立支
援員による相談、
その他のサービス
を利用しながら自
立や就労の支援を
図ります。

122 5-(4)
ひとり親家庭等
医療助成
（再掲）

継続
子ども家庭部
子育て支援課
育成係

18歳に達する年度末まで（中度
以上の障害のある２０歳未満）の
児童を養育している父、母また
は養育者で次の要件に該当し、
所得が一定未満の場合に健康
保険診療でかかった医療費の自
己負担分の全額または一部を助
成します。　　　　　　　　　○父母
が離婚した児童○父または母が
死亡した児童○父または母が１・
２級程度の障害がある児童○父
または母が生死不明の児童○
父または母に１年以上遺棄され
ている児童○父または母が法令
により１年以上拘禁されている児
童○婚姻によらないで生まれた
児童

対象者数　2,950人
（H20.3.31現在）
助成件数　延べ
32,974件

対象者数　3,030人
助成件数　延べ
33,963件

継続

ひとり親家庭に対
して、医療費を助
成することで経済
的負担の軽減を図
ります。

継続
都制度に準拠して
実施

児童扶養手当の受給
世帯数を対象者とす
る。（所得制限が同じ
ため）

すでに浸透してい
る制度であること
から、対象者の増
減のみで課題は少
ないと思われる。

現状から考えられ
ることとして、他方
医療制度との優遇
順位を調整し、不
利益が生じないよ
う努める。

123 5-(4)
健康診査費助成
（再掲）

継続
子ども家庭部
子育て支援課
育成係

２０歳以上で国民健康保険また
は全国健康保険協会管掌の健
康保険被保険者で児童扶養手
当または児童育成手当を受給し
ているひとり親家庭等の保護者
が、市民保健センターで総合健
康診査を受けた場合、その診査
料の一部を助成します。（受診す
るコース・課税・非課税の区分に
より助成額が異なります。）

Aコース　・課税者 1
件 ・非課税者 7件
Bコース　・課税者 0
件 ・非課税者 １件

Aコース　・課税者 1
件 ・非課税者 5件
Bコース　・課税者 0
件 ・非課税者 2件

継続

ひとり親家庭の保
護者が総合健康
診査を受診するこ
とで、疾病の予防
または疾病の早期
発見により健康保
持を図れるよに努
めます。

継続
過去の実績に基づ
く。

本事業の利用の
みならず、健康推
進課にて実施する
各種検診において
も受診・健診等の
案内も必要と考え
る。

健康推進課にて予
定されている各種
検診スケジュール
表などを通じて周
知をする。

124 5-(4)
休養ホーム利用
交通費助成
（再掲）

継続
子ども家庭部
子育て支援課
育成係

児童扶養手当または児童育成
手当を受給している世帯で遊園
地などの日帰り施設を利用した
場合に年１回交通費を助成しま
す。（交通費の算出方法は自宅
からの最寄りの駅から施設（現
地）の最寄りの駅とし、合理的な
最短経路を基準とします。）

大人・１３１件
小人・　４９件

大人・８０件
小人・４０件

継続

親子が触れ合うこ
とと、リフレッシュ
できるひとつの場
所にもなっている。
交通費を助成する
ことで少しでも経済
的負担の軽減を図
れるように努めま
す。

平成19年度末を
もって「東京都ひと
り親家庭休養ホー
ム事業」制度が廃
止となり、宿泊費
またはレジャー施
設利用料の助成
が無くなった。２０
年度以降、日帰り
の施設を利用した
場合に交通費を補
助する。

対象を日帰り施設
としたため、指定さ
れていた施設が現
象している。新た
に利用できる施設
の範囲の拡大を図
る。
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125 6-(1)
障害者（児）福祉
啓発

継続
福祉保健部
障害者福祉課

市民の障害者に対する理解と認
識を深めるため福祉まつりなど
様々な機会を利用して、ノーマラ
イゼーションの理念の普及・定着
に努めます。

第5次府中市総合
計画　後期基本計
画

平成25年度 30,000人

ふれあい文化祭
２８，０００人
WaiWaiまつり
１，９８５人
心の健康フェスティバ
ル
１，２３８人

waiwaiまつり、心の健
康フェスティバルは、
１月に他障害のイベ
ントと統合し実施する
ことになった。

継続 継続

平成20年度より、
ふれあい文化祭を
地域福祉推進課
へ移管し、WaiWai
まつりと心の健康
フェスティバルを統
合して実施しする
こととした。そのた
め、今後は新しい
事業体制にふさわ
しい方針をたてて
いく

参加者等の意見を
吸い上げることで、
改善を図っていく。

126 6-(2)

障害者相談支援
事業（地域生活
支援センターか
ら名称変更）

継続
福祉保健部
障害者福祉課

「みーな」「あけぼの」「プラザ」に
おいて、総合的・一元的相談体
制を確立し、障害者が適切な
サービスを総合的・効果的に利
用できるよう相談支援を行いま
す。

第5次府中市総合
計画　後期基本計
画

平成25年度

指定相談支援事
業所　3ヶ所以上
相談支援件数
17,000件

み～な　　　3,504件
5,623人
あけぼの　　2,225件
3,881人
プラザ　　　4,759件
4,244人

3施設
精神「プラザ」
身体・知的「みー
な」、「あけぼの」

継続

障害者の地域移
行がすすむにつれ
て増え続ける相談
ニーズに対応する
ための体制作りが
必要

関係機関で連携
し、相談受け入れ
体制を強化してい
く。

127 6-(2)
就学相談
現計画：就学・入
学相談

継続
教育委員会
教育部
指導室

就学･入学に関する相談に加え、
発達相談などの様々相談に応じ
る体制を整えます。また、障害の
ある子供を関係機関と連携して
支援するため、教育相談ネット
ワークを構築します。また、障害
への理解を深めるため講演会を
実施します。

①府中市学校教
育プラン２１

②第五次府中市
総合計画事業実
施計画

平成25年度

平成22年度

①就学相談ネット
ワークの確立と相
談体制の整備(教
育センター内の体
制の整備･特別支
援教育の実施･巡
回指導、巡回相
談、適応状況の把
握･関係機関との
連携強化･就学相
談の充実）
②就学指導協議
会の運営

就学相談員8人
就学指導協議会5回
＜就学相談受付数＞
小学校75件、中学校
44件
＜転学相談受付数＞
小学校64件、中学校
7件

就学相談員8人
就学指導協議会予定
回数5回（4回実施済）
＜就学相談受付数＞
小学校82件、中学校
44件
＜転学相談受付数＞
小学校44件、中学校
10件

継続

就学相談による
適正な就学、通
常学級在籍の障
害のある児童生
徒の適正な転学
に努める。

就学指導協議会
年間5回
小学校入級検討
会年間3回
中学校入級検討
会年間3回

継続

128 6-(3) 居宅介護 継続
福祉保健部
障害者福祉課

身体介護や家事援助など日常
生活の支援のため、ホームヘル
プサービスを行う。

府中市障害福祉
計画

平成23年度

居宅介護、重度訪
問介護、行動援
護、重度障害者等
包括支援　年３６，
０００時間（成人含
む）

３６，１３０時間 ３７，０００時間 継続
サービスに対する
ニーズは引き続き
高い。

法律や制度の改正等
を注視しながら、供給
体制の確保にも努め
たい。

介護従事者等、
サービス提供体制
の確保に努める。
法律や制度の見
直しが予定されて
おり、サービス体
系の変更等にも注
意が必要である。

状況により市独自
の施策を実施し、
利用者が安定的に
利用できるサービ
ス水準の維持を目
指す。

129 6-(3) デイサービス 継続
福祉保健部
障害者福祉課

在宅の心身障害者の自立と社
会参加を促進するため、通所に
よる機能訓練、社会適応訓練、
創作活動、給食や入浴などの
サービスを提供するデイサービ
ス事業の充実を図ります。また、
介護保険制度との連携やＮＰＯ
によるサービスを活用するなど、
サービスの確保に努めます。

廃止 統廃合

あゆの子の児童デ
イと再渇となってい
るため、不要と思
われる。

130 6-(3) 短期入所 継続
福祉保健部
障害者福祉課

家庭での介護が一時的に困難
になった場合に、施設で短期入
所を行います。また、家族の休
息のため、一時的に施設で預か
ります。

府中市障害福祉
計画

平成23年度
年４，３２０日（成人
含む）

１，８４８日 ２，０００日 継続

法律や制度の改正等
を注視しながら、供給
体制の確保にも努め
たい。

介護従事者等、
サービス提供体制
の確保に努める。
法律や制度の見
直しが予定されて
おり、サービス体
系の変更等にも注
意が必要である。

状況により市独自
の施策を実施し、
利用者が安定的に
利用できるサービ
ス水準の維持を目
指す。

131 6-(3)
地域デイグルー
プ

継続
福祉保健部
障害者福祉課

心身に障害のある子どもの社会
性を養い発達を支援するため、
放課後や学校長期休業期間に
生活訓練や創作活動、レクリ
エーションなどを行う施設に対し
補助金を交付し、運営を支援し
ます。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

心身障害のある子
どもの発達を支援
するため引き続き
施設運営を支援す
る。

地域デイグループ３
施設
ナイスデイキッズ
根っこクラブ
オンリーワン

地域デイグループ３
施設
ナイスデイキッズ
根っこクラブ
オンリーワン

継続

心身障害のある
子どもの発達を支
援するため引き
続き施設運営を
支援する。

心身に障害のある
子どもの社会性を
養い発達を支援す
るため、放課後や
学校長期休業期
間に生活訓練や創
作活動、レクリエー
ションなどを行う施
設に対し、引き続
き運営を支援す
る。

継続

利用者のニーズに
応えたサービスを
提供する施設に対
する支援は今後も
必要であるため。

年間利用可能人数と
延べ利用者数の把握
と、利用者の意見を
各施設から聴取する
ことで、ニーズに適応
したサービスとしてい
く。

地域デイグループ
事業継続支援

地域デイグループ
事業の制度が今
後も確保されるよ
う都に要請してい
く。

132 6-(3)
心身障害児童・
生徒地域活動

継続

文化スポーツ
部
生涯学習ス
ポーツ課

市内に居住する特別支援学級
在籍者及び盲・ろう・特別支援学
校在籍者を対象として、文化活
動、スポーツ活動、レクリエー
ション活動等の多彩な地域活動
の機会と場を提供し、保護者と
ボランティアを中心として交流を
深め、学習することを目的として
実施する。府中地区学校五日制
連絡会へ委託し実施している。

生涯学習推進計
画

平成20年度

市民が生活の向
上、職業上の能力
の向上や自己の
充実を目指して自
発的に、さまざまな
ライフステージの
中で学習活動を行
う機会の提供と支
援を目指す

年間２４回 年間２４回（予定） 継続

休業日となる土曜
日の午前中を原
則に１回２時間程
度とし、年間２５
回程実施。

文化活動、スポー
ツ活動、レクリエー
ション活動等の多
彩な地域活動の機
会と場を提供し、
保護者とボランティ
アを中心として交
流を深め、学習す
ることを目的とす
る。

継続

障害のある児童・
生徒及びその保護
者と協働で実施す
ることで地域活動
の機会を提供で
き、交流を深める
ことが可能となる
ため

各講座開催時の申込
者人数や、講座終了
後のアンケート実施
により市民のニーズ
にあった内容の講座
開催を目指す。

ボランティアの人
数が減少傾向にあ
る。また、活動内
容が例年同じよう
な内容になってい
る。

ボランティア人数
の確保、活動内容
をより幅広いもの
とした学習の提供
をする場が必要。

133 6-(3)
障害児保育
（再掲）

重点
子ども家庭部
保育課

障害児をもつ親の保育ニーズに
応えるため、民間保育所の新設
時などにあわせて障害児入所定
員枠を拡大します。

定員10人増 ６2人
あまり達成さ
れていない

入所児童数が平成16年度
とほとんど変わらない。

72人
ほぼ達成され

た
入所児童数が増加した。 重点

障害児入所定員
枠の拡大

障害児をもつ親の
保育ニーズに応え
るため、民間保育
所の新設時などに
あわせて障害児入
所定員枠を拡大し
ます。

継続
障害児も引き続き
受入れていく。

定員数、待機児数
障害児保育も待機
児童が出ている。

待機児童が多い
中、通常保育枠と
障害児保育枠との
バランスをとってい
く。
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134 6-(3)

特別支援教育
現計画：心身障
害学級（特別支
援教育）

重点
教育委員会
教育部
指導室

心身に障害のある子供に対し
て、医療機関等と連携を図り、そ
れぞれの能力や個性を伸張させ
る教育を行います。また、特別支
援学級の充実のため補助員を
配置します

＜小学校＞
知的障害固定学級7
校16級
情緒障害通級指導学
級3校8級

①府中市学校教
育プラン２１

②第五次府中市
総合計画事業実
施計画

平成25年度

平成22年度

①障害のある児
童･生徒の多様な
教育ニーズに応じ
た決め細やかな教
育を行うために、
知的障害固定学
級・言語障害通級
指導学級・難聴通
級指導学級・情緒
障害通級指導学
級の充実に努めま
す。
②特別支援学級
の運営3-6-62-3-
③

＜小学校＞
知的障害固定学級6
校
17級
言語障害通級指導学
級2校3級
難聴通級指導学級1
校1級
情緒障害通級指導学
級3校11級
＜中学校＞
知的障害固定学級3
校10級
情緒障害通級指導学
級1校2級

達成された

計画のとおり実施
（ただし、学級数について
は、毎年4月7日現在の児
童・生徒数によって増減す
ることから、学級数そのも
のの維持に対する評価で
はない。）

情緒障害通級指導学
級開設準備(住吉小
学校2級)
＜小学校＞
知的障害固定学級6
校19級
言語障害通級指導学
級2校3級
難聴通級指導学級1
校1級
情緒障害通級指導学
級3校13級
＜中学校＞
知的障害固定学級3
校10級
情緒障害通級指導学
級12級

達成された

計画のとおり実施
（ただし、学級数について
は、毎年4月7日現在の児
童・生徒数によって増減す
ることから、学級数そのも
のの維持に対する評価で
はない。）

継続
既存学級の維持･
充実・継続

継続

補助員数(賃金)/児
童及び生徒数、特別
支援学級運営にかか
る経費/児童及び生
徒数

補助員の適正な配
置について・関係
機関の連携のあり
方について・通級
指導学級における
入級及び退級につ
いて・経費につい
て

公･私､都･市の費
用負担のあり方に
ついて検討する

135 6-(4)

児童デイサービ
ス事業（幼児訓
練事業から名称
変更）

重点
福祉保健部
障害者福祉課

発達につまづきのある子どもを
対象に、他の関係機関と連携し
てここに応じた援助・訓練の強化
を図ります。

①通園部門（児童デ
イサービス）：2施設50
人②外来部門（子ど
も発達支援事業）：利
用希望者の増加に対
応していくため、臨床
心理士の個別指導や
グループ指導の実施
回数を増やします。

府中市福祉計画 平成20年度

発達につまづきの
ある子どもを対象
に、他の関係機関
と連携してここに
応じた援助・訓練
の充実を図りま
す。

通園　1施設　　33人
　延べ5,735人
外来　160回　109人
延べ1023人
発達相談　140回

あまり達成さ
れていない

2施設目の設置ができてい
ない

(H20見込）

通園　1施設　33人
延べ5,682人

外来　　169回　110
人
延べ　　1,205人
発達相談　315回

相談ニーズに
対応して相談
を拡大するな
ど、現在の施
設規模で行う
ことができる
拡充に努め

た。

当初設置予定であった2箇
所目の児童デイサービス
事業については、設置でき
なくなった。
そのため、今後は増加す
るニーズに対応するため
心身障害者福祉センター
事業の拡充を含めて検討
していく。

重点
増加するニーズ
に対応できる拡充
をする。

増加するニーズに
対応できる拡充の
検討をする。

継続

増え続けるニーズ
に対応する体制が
できておらず、人
員やスペースの関
係上これ以上の強
化も困難になりつ
つある。

民間活力の活用な
ど、市直営以外の
方法も模索する。

136 6-(4)

幼児歯科健診
（再掲）

※現計画：発達
健康診査（再掲）
№100

継続
福祉保健部
健康推進課

幼児に対し継続的な歯科健診、
歯科保健指導を行うことにより早
期発見・早期治療に結びつけ、
また、生涯にわたる歯と口腔の
健康管理ができるよう支援しま
す。

第５次府中市総合
計画後期計画
府中市保健計画
事業実施計画

平成25年度
平成21年度

健康診査（幼児歯
科健診）の実施
受診者の増大

月６回　受診者数
2,115人

月6回　受診者数
2,141人

継続 現状を維持する。 継続

乳歯が萌出し、乳
歯列が完成する時
期に、口腔内の変
が著しいため、歯
科健診・歯科保健
指導のニーズが期
待されるため。

3歳児歯科健康診査
や「西暦2010年の歯
科保健目標」のう蝕
有病者率や歯科保健
行動の変容を把握す
ることで、指導内容の
充実を図る。

受診者数の増に努
める。

広報やホームペー
ジ等で事業案内を
するほか、各事業
で受診勧奨する。

137 6-(4)
３～４か月児健
康診査・産婦健
康診査（再掲）

継続
福祉保健部
健康推進課

疾病や障害等の早期発見・早期
対応とともに、育児不安の解消
及び親子の交流の場としての活
用を図ります。また、未受診者に
対して、郵便、電話、訪問により
状況把握を行い、その後の支援
へとつなぎます。

第５次府中市総合
計画後期計画

府中市保健計画
事業実施計画

平成25年度

平成21年度

３～４か月児健康
診査受診率　９
８％以上3～4か月
児健康診査
フォロー体制の充
実　　　　産婦健康
診査　受診率の向
上

３～４か月児健康診
査
月3回
受診者数2,282人
受診率96.7％
産婦健康診査
月3回　受診者数
2,250人
受診率96.2％

３～４か月児健康診
査
月3回
受診者数2,250人
受診率97.0％
産婦健康診査
月3回　受診者数
2,230人
受診率97.0％

継続

未受診者対応と新
生児訪問時に健診
の周知と受診勧奨
を実施し事業を継
続する。

継続

3～4か月は児の
発育・発達の評価
のうえで重要な時
期であるとともに、
新生児期とは異な
る育児上の不安等
がでてくるため。

受診率（対象者の事
業の利用率）、有所
見率（対象者の健康
状況）、対象者の相
談のニーズ、継続支
援者数、未受診理由
を把握することにより
受診率及び健診の質
の向上を図る。

健診の役割につい
て、疾患・障害の
早期発見、育児指
導・育児相談のみ
ならず、虐待の早
期発見・予防の機
会として、従来の
健診の役割・目
的・質を損なうこと
なく、新たな役割を
十分に果たしてい
く必要がある。

健診従事者の質
の向上を図る。新
生児訪問の結果を
踏まえた健診を実
施することで、対
象者の健康、疾
患・障害の早期発
見、個々が抱える
育児上の問題（課
題）の解決につな
げる。未受診者へ
の支援の充実を図
る。

138 6-(4)
１歳６か月健康
診査（再掲）

重点
福祉保健部
健康推進課

疾病や障害等の早期発見・早期
対応とともに、育児不安の解消
及び親子の交流の場としての活
用を図ります。また、未受診者に
対して、郵便、電話、訪問により
状況把握を行い、その後の支援
へとつなぎます。

健康診査　月4回
把握率98％

第５次府中市総合
計画後期計画

府中市保健計画
事業実施計画

平成25年度

平成21年度

１歳６か月健康診
査受診率　98％以
上

フォロー体制の充
実

月4回　受診者数
2,068人　受診率
94.6％

ほぼ達成され
た

未受診者のフォロー体制
が整い、システム的に取り
組めるようになったが成果
が十分にあがらなかった。

月4回　受診者数
2,254人　受診率
96.1％

ほぼ達成され
た

未受診者フォロー体制が
より軌道にのり、子ども家
庭支援センターとの連携
が図れるようになった。

継続

未受診者への受
診勧奨等を充実
し、子ども家庭支
援センター等関係
機関とも連携しな
がら授業を継続す
る。

継続

受診率（対象者の事
業の利用率）、有所
見率（対象者の健康
状況）、対象者の相
談のニーズ、継続支
援者数、未受診理由
を把握することにより
受診率及び健診の質
の向上を図る。

児の発達に応じた
母への支援体制、
母の病気や障害
等を健診時に把握
し対応するととも
に、予防の観点か
らも地区活動を強
化する必要があ
る。

ことばとこころの相
談、幼児教室（こと
りの会）、地域子育
てクラス（ぷにぃ）
を充実して実施す
る。

139 6-(4)
３歳児健康診査
（再掲）

重点
福祉保健部
健康推進課

疾病や障害等の早期発見・早期
対応とともに、育児不安の解消
及び親子の交流の場としての活
用を図ります。また、未受診者に
対して、郵便、電話、訪問により
状況把握を行い、その後の支援
へとつなぎます。

心理相談　　年64回
把握率98％

第５次府中市総合
計画後期計画

府中市保健計画
事業実施計画

平成25年度

平成21年度

３歳児健康診査受
診率　95％以上

フォロー体制の充
実

月3回　受診者数
2,155人　受診率
93.0％

ほぼ達成され
た

未受診者のフォロー体制
が整い、システム的に取り
組めるようになった。
未受診者フォロー後の把
握率９８％

月3回　受診者数
2004人　受診率
93.0％

ほぼ達成され
た

未受診者フォロー体制が
より充実し、子ども家庭支
援センターとの連携が図
れるようになった。
未受診者フォロー後の把
握率98％

継続 現状を維持する。 継続

目標がほぼ達成さ
れているので、現
状を維持し的確な
支援をするため。

健診受診率及び健診
対象者の状況把握率
を向上させることで、
タイムリーな支援を行
う。

受診者の待ち時間
を解消するような
円滑な事業運営及
び効果的な心理相
談を行う。

事業内容（健診の
流れ・医師の増
員・心理相談の時
間配分等）の見直
しを検討する。

140 6-(5)
心身障害者（児）
福祉手当（再掲）

継続
福祉保健部
障害者福祉課

一定以上の障害をもち、市が定
める基準額以内の所得の方に
手当を支給します。身体障害者
手帳１・２級、愛の手帳１～３度、
脳性まひ、進行性筋萎縮症の方
は月額１５，５００円を、３・４級、
４度の方は月額７，５００円を支
給。ただし児童育成（障害）手当
とは併給できません。

平成１９年度実績：
４，２８１人

平成20年度（９月３０
日現在）：４，３３９人

継続
（現状：Ｈ１９実
績）　４，２８１人
（おとな、子ども）

手帳取得者の増
減によって対象者
が推移するため目
標値の設定は難し
いが、所得限度額
の現状維持など支
給要件を後退させ
ないように事業を
推進する。

継続

対象となる障害
（種別、等級）およ
び所得制限額の
見直し

141 6-(5)
障害者（児）休養
事業（再掲）

継続
福祉保健部
障害者福祉課

日頃、行楽及び休養の機会に恵
まれない障害者（児）とその付添
者に対し、市の保養施設（やち
ほ、八ヶ岳府中山荘）の利用に
あたり宿泊料の助成をします。ま
た、東京都の休養ホーム事業の
施設の一部（熱川ハイツ、かん
ぽの宿草津、かんぽの宿塩原）
の宿泊料の一部を助成します。

市保養施設（２カ所）
　７２９泊
その他施設（３カ所）
２２泊

市保養施設（２カ所）
６００泊
その他施設（３カ所）
１６０泊

継続 継続 現状維持
市民か気楽に行楽及
び休養ができる施設
の充実。

利用される方の
ニーズに合わせ保
養施設の個数の
増加。

５施設以外に市民
が近場で利用しや
すい施設との利用
契約を結ぶこと。
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№
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現計
画

の体
系

142 7-(1) 教育相談 重点
教育委員会
教育部
指導室

不登校･いじめなどの様々な教
育上の相談を受けます。教育セ
ンターの専門のスタッフ（臨床心
理士、教職経験者）を充実させる
とともに、関係機関のネットワー
ク化を図り、教育センターの相談
体制を充実します。また、学校へ
の巡回相談を実施します。

学校派遣　120件

①府中市学校教
育プラン２１

②第五次府中市
総合計画事業実
施計画

平成25年度

平成22年度

①特別支援教育と
のかかわりの中
で、関係機関との
連携の強化と体制
の充実。専門家に
よる指導
②幼児から高校生
までの不登校、い
じめ、しつけ、学習
の仕方などの相談
を実施する。今後
相談体制の充実と
地域ネットワーク
化を図る。

＜来室相談＞
相談員11名相談件数
351件(延3,381件）
＜電話相談＞
相談員2名相談件数
479件
＜巡回相談＞
相談員11名相談数
4,954件学校訪問　小
学校22校　433回

達成された

計画以上の実施
（相談員1名につき2学校を
担当し、月2回の定期訪問
及び学校からの求めに応
じて臨時訪問を実施してい
る。）

＜来室相談＞
（6/30現在）
相談員11名相談件数
391件(延888件）
＜電話相談＞相談員
2名相談件数131件
＜巡回相談＞相談員
11名相談件数1,581
件
学校訪問　小学校22
校　89回

達成された

計画以上の実施
（相談員1名につき2学校を
担当し、月2回の定期訪問
及び学校からの求めに応
じて臨時訪問を実施してい
る。）

継続 継続

143 7-(1)
就学相談（再掲）
現計画：就学・入
学相談（再掲）

継続
教育委員会
教育部
指導室

就学･入学に関する相談に加え、
発達相談などの様々相談に応じ
る体制を整えます。また、障害の
ある子供を関係機関と連携して
支援するため、教育相談ネット
ワークを構築します。また、障害
への理解を深めるため講演会を
実施します。

①府中市学校教
育プラン２１

②第五次府中市
総合計画事業実
施計画

平成25年度

平成22年度

①就学相談ネット
ワークの確立と相
談体制の整備(教
育センター内の体
制の整備･特別支
援教育の実施･巡
回指導、巡回相
談、適応状況の把
握･関係機関との
連携強化･就学相
談の充実）
②就学指導協議
会の運営

就学相談員8人
就学指導協議会5回
＜就学相談受付数＞
小学校75件、中学校
44件
＜転学相談受付数＞
小学校64件、中学校
7件

就学相談員8人
就学指導協議会予定
回数5回（4回実施済）
＜就学相談受付数＞
小学校82件、中学校
44件
＜転学相談受付数＞
小学校44件、中学校
10件

継続

就学相談による
適正な就学、通
常学級在籍の障
害のある児童生
徒の適正な転学
に努める。

就学指導協議会
年間5回
小学校入級検討
会年間3回
中学校入級検討
会年間3回

継続

144 7-(1) メンタルフレンド 重点
教育委員会
教育部
指導室

子供とのふれあいを通して、子
供の心を開くことのできる相談体
制や不登校ぎみの子どもに対
し、ともに遊びやお話を通して学
校生活を積極的に支援するメン
タルフレンドを配置します。

小学校全校週5日

①府中市学校教
育プラン２１

②第五次府中市
総合計画事業実
施計画

平成26年度

①巡回相談、教育
相談との連携構築
②メンタルフレンド
の配置3-6-62-3-
①

小学校22校配置延時
間14,734時間
（1校平均670時間、1
日平均3.4時間配置）
賃金合計13,554,820
円
（1校平均616,128円）

達成された 計画のとおり実施

小学校22校配置(12
月末現在）
延時間11,242時間1
校平均511時間配置）
賃金合計10,464,910
円
（1校平均475,677円）

達成された 計画のとおり実施 継続

巡回相談、巡回
指導、スクールカ
ウンセラー等との
連携

継続

相談件数/児童数、
学級復帰児童数/相
談児童数、年間勤務
時間数/児童数

巡回相談、巡回指
導、スクールカウ
ンセラー等との連
携

特別支援教育コー
ディネーターを中
心とした組織的活
動の充実を図る。

145 7-(1) いじめ相談 継続
教育委員会
教育部
指導室

いじめに対し、子供ができるだけ
早く悩みを相談できるように、い
じめ110番、フリーダイヤルカード
を配布します。

（警視庁及び東京都
によるテレホンサー
ビス、相談ダイヤル
が充実し、重複した
事業であることから
平成18年度で終了）

（平成18年度で終了） 終了 終了

146 7-(1)
いじめ問題対策
委員会

継続
教育委員会
教育部
指導室

人権擁護委員が中心となり、学
校や関係機関とともにいじめの
早期発見と具体的対応に努めま
す。

年間3回実施 年間3回実施 継続 継続

147 7-(1) けやき教室 重点
教育委員会
教育部
指導室

不登校などの問題を抱える中学
生を対象に、学校とは異なる雰
囲気で集団生活への適応を促し
ていくけやき教室を充実していき
ます。また、小学生についても対
応を図ります。

2クラス
府中市学校教育プ
ラン２１

平成25年度

学校生活に適応で
きない子どもに対
し、カリキュラムに
基づく授業を展開
し、子どもの適性
に応じた指導を推
進します。

指導員6名
通級者数20名
学校復帰者8名

ほぼ達成され
た

計画のとおり実施
（ただし、この事業の最終
目標は、通級者が在籍校
に復帰することであること
から、ｸﾗｽ数の維持に対す
る評価ではない。）

指導員5名
通級者数12名
（7/1現在）

ほぼ達成され
た

計画のとおり実施
（ただし、この事業の最終
目標は、通級者が在籍校
に復帰することであること
から、ｸﾗｽ数の維持に対す
る評価ではない。）

継続
学校への復帰に
向けた取り組みに
ついて検討する。

継続

出席日数/授業日
数、学校復帰者数、
通級者数/不登校人
数

巡回指導、スクー
ルカウンセラー・ス
クールソーシャル
ワーカー等との連
携
学校への復帰

148 7-(2)
少人数指導等事
業

重点
教育委員会
教育部
指導室

児童・生徒の学習の習熟に程度
の差がつきやすいといわれてい
る教科において、学習内容のつ
まずきや進度の程度に応じ、少
人数編制による授業や複数の教
員による個別指導など、きめ細
かい指導を行います。個々の児
童・生徒がもつ学習スタイル・方
法の違いへの対応を、少人数指
導やティームティーチングとし
て、複数の教員が分担・協力し
て指導し、充実した授業を展開し
ます

小・中学校全校で
ティームティーチン
グ、少人数授業を実
施

①第５次府中市総
合計画
②府中市学校教
育プラン２１

平成25年度

①すべての小・中
学校で算数・数学
の少人数またはＴ
Ｔ指導の実施。
②すべての学校で
算数・数学の少人
数及びＴＴ指導を
実施。理科指導支
援員の全校配置を
継続。指導方法及
び指導体制の充
実。

すべての学校で算
数・数学の少人数及
びＴＴ指導を実施。指
導方法及び指導体制
の充実を図った。

達成された
全校で算数・数学の少人
数及びＴＴ指導を実施

すべての学校で算
数・数学の少人数及
びＴＴ指導を実施。新
たに理科指導支援員
を全校に配置した。
指導方法及び指導体
制の充実を図った。

達成された

全校で算数・数学の少人
数及びＴＴ指導を実施
全校に理科指導支援員を
配置

重点

すべての学校で
算数・数学の少人
数及びＴＴ指導を
実施。理科指導
支援員の全校配
置を継続。指導方
法及び指導体制
の充実。

すべての学校で、
算数・数学の少人
数及びＴＴ指導を
実施するとともに、
理科指導支援員
の配置を継続す
る。

充実

新学習指導要領に
伴う、算数・数学の
授業時数の増に対
応するため。

授業が分かりやすい
と感じる児童・生徒の
割合

少人数・ＴＴ講師、
理科指導支援員
等、有資格者の人
材確保が困難な状
況であること。

少人数・ＴＴ講師、
理科指導支援員
の賃金単価等、待
遇面における近隣
市や東京都との格
差の解消につい
て、検討していく必
要があるものと考
える。

149 7-(2)
中学校英語学習
指導

継続
教育委員会
教育部
指導室

21世紀を担う生徒が、国際社会
に対応できるよう、外国人英語
学習指導助手を配置し、中学校
における外国語（英語）教育の充
実を図るとともに、国際理解教育
を推進し、国際社会に生きるた
めに必要な資質や能力、態度を
養います。

府中市学校教育プ
ラン２１

平成25年度
新学習指導要領に
基づき充実を図
る。

中学校全校の全学年
生徒を対象に、学級
数×20時間、外国人
英語指導助手（ALT)
を配置した。

中学校全校の全学年
生徒を対象に、学級
数×20時間、外国人
英語指導助手（ALT)
を配置した。

継続

中学校全校の全
学年生徒を対象
学級数×20時
間、外国人英語
指導助手（ALT)を
配置

現在のレベルを維
持し、事業を継続
する。

継続

新学習指導要領に
おいて、英語学習
は改善事項として
示されている。

ＡＬＴを活用した英語
学習の時数

新学習指導要領に
より必修となる、小
学校高学年におけ
る英語活動との連
携・調整を図る。

英語活動推進委
員会や府教研英
語部会等で研究す
る。

150 7-(3) 総合的な学習 継続
教育委員会
教育部
指導室

地域の自然・文化・人材を生か
し、その学校ならではの特色あ
る総合的な学習を展開し、児童・
生徒の課題追及の意欲を高める
学習を推進します。

府中市学校教育プ
ラン２１

平成25年度

年間指導計画・評
価計画等の各年
度見直し
各校の特色を活か
した活動の充実

職場体験等、各校の
教育課程の中で実施

職場体験等、各校の
教育課程の中で実施

継続

年間指導計画・評
価計画等の各年
度見直し
各校の特色を活
かした活動の充
実

継続して実施して
いく。

継続

新学習指導要領で
は総合的な学習の
時間が減少する一
方、教育課程上の
位置付けが明確化
され、指導の充実
が求められている

職場体験の実施日数

新学習指導要領に
対応した総合的な
学習の時間の取
組みを実施してい
く必要がある。

時数の減少に対応
した取組みを研究
していく。

151 7-(3) ゆとり教育 継続
教育委員会
教育部総務課

独創性に富んだ教育活動の展
開によって、知・徳・体の調和の
とれた成長を促し、心身ともに健
康で人間性豊かな児童・生徒を
育成するために、児童・生徒と教
師が一体となって、伝統行事及
び体育活動等の事業を実施しま
す。

小学校３０事業（２２
校）中学校１１事業
（１１校）

小学校３０事業（２２
校）中学校１１事業
（１１校）

継続

事業内容の充実
小学校３０事業
（２２校）
中学校１１事業
（１１校）

教育制度の見直し
に伴いゆとりの時
間が制限されるな
かで、特色ある学
校づくりの一環とし
て継続していく。

継続

地域住民との交流
や,学校独自の取
り組みが期待され
るため

よりよい事業活動を
するために、学校ごと
に事業の選択が必要
となってくる。

完全週休５日制の
実施や、教育制度
の見直しに伴い、
ゆとりの時間確保
や位置付けが困難
な状況がある。

今後は「特色ある
学校づくり」の一環
としてとらえてい
く。
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152 7-(3)
小学校国際理解
教育

重点
教育委員会
教育部
指導室

２１世紀を担う児童が、これから
の国際社会に対応できるよう、
外国の文化や生活、日本の文化
などについて、英語活動などの
体験的な学習を通して、国際社
会に生きるために必要な基本的
資質や能力、態度を養います。

3年生以上の学級数
×6時間

府中市学校教育プ
ラン２１

平成25年度

新学習指導要領に
基づき充実を図
る。
ＡＬＴ配置時数の
拡大。

３年生以上の学級数
×１５時間

達成された
ＡＬＴを活用した国際理解
教育を実施

３年生以上の学級数
×１５時間

達成された
ＡＬＴを活用した国際理解
教育を実施

充実

新学習指導要領
に基づき、第５・６
学年は３５時間の
英語活動を実施
し、うち２０時間に
ＡＬＴを配置する。
第３・４学年は、１
５時間のＡＬＴの
配置を継続する。

新学習指導要領で
は、第５・６学年は
従来の総合的な学
習の時間ではな
く、年３５時間の英
語活動が必修とな
るため、担任教諭
の英語指導能力
の開発や、ＡＬＴの
配置の充実を図
る。

充実

新学習指導要領で
は、第５・６学年の
英語活動が必修と
なり、小学校にお
ける英語活動が本
格的に実施される
ため、本事業の更
なる充実が必要と
なる。

ＡＬＴを活用した英語
活動の実施時数

新学習指導要領に
対応した英語活動
を行っていく必要
がある。

担任教諭の英語
指導能力の開発
や、ＡＬＴの配置の
充実を図っていく。

153 7-(3) 科学教室 継続
教育委員会
教育部
指導室

市立小･中学校在学または市内
在住の児童･生徒に対して、実
験･観察を通した科学的思考力
や創造的能力を育成するため、
科学教室を開催します。また、親
子で参加できる事業を取り入
れ、より多くの参加を図ります。

府中市生涯学習
推進計画

小･中学生科学教
室、子供サイエン
ススクールの実施

小･中学生科学教室
　小学生　開催10回
　延参加者数400人
中学生　開催10回
　延参加者数167人
子供サイエンスス
クール
　講座数　10講座
　延参加者数214人

小･中学生科学教室
　小学生　開催10回
　中学生　開催10回
子供サイエンスス
クール
　講座数　10講座

継続 継続

普段の授業では実
施困難な実験等を
通じて、科学の楽
しさ、科学的な考
え方を児童生徒に
伝えるため。

参加者数/事業実施
に係る経費

参加者負担金のあ
り方について（事
業実施に係る経費
は、現在、全額公
費負担となってい
る。）

154 7-(3)
八ヶ岳移動教室
現計画：移動教
室

重点
教育委員会
教育部学務
保健課

学校の教育課程に位置づけて、
現地での体験学習、集団生活及
び体力増進を目的とした移動教
室を実施いたします。まだ、長期
の宿泊体験ができるセカンドス
クールの実施を目指します。

小学校５年生を対象
に年１回実施　二泊
三日　２２校

府中市学校教育プ
ラン２１

平成25年度

現在行われている
移動教室をセカン
ドスクールとして位
置づけます。

小学校５年生を対象
に年１回八ヶ岳周辺
で実施
二泊三日　２２校
参加児童数　２０５８
人
参加率　９９．４％

達成された
各学校とも当初の成果を
あげている。

小学校５年生を対象
に年１回八ヶ岳周辺
で実施
二泊三日　２２校
参加児童数　２１２５
人参加率　９９．３％

達成された
各学校とも当初の成果を
あげている。

見直
し

四泊五日（小学校
５年生）で実施

平成２１年度にセ
カンドスクールを見
据えた検討委員会
を立ち上げ、平成
２２年度にモデル
校何校かで実施す
る。

見直し

セカンドスクール
構想を移動教室の
見直しに立って実
施する。

参加率や体験内容

体験学習場所や
行動計画等長期
滞在をするにあっ
たってのさまざま
な課題

検討委員会やモデ
ル校の実施の中で
解決していく。

155 7-(3)
日光林間学校
現計画：林間学
校

継続
教育委員会
教育部学務
保健課

教育振興の一環として現地での
体験学習、集団生活及び体力増
進を目的とした林間学校を日光
で実施します。

府中市学校教育プ
ラン２１

平成25年度
小学校６年生を対
象に年一回実施
二泊三日　２２校

小学校６年生を対象
に年一回日光周辺で
実施
　二泊三日　２２校
参加児童数　１９８４
人参加率　９９．２％

小学校６年生を対象
に年一回日光周辺で
実施
二泊三日　２２校
参加児童数　２０９７
人
参加率　９９ ０％

継続
二泊三日（小学校
６年生）で実施

現在の事業を継続
する。

継続

現在も成果があ
がっており、引き続
き事業を継続す
る。

参加児童率 体験内容の充実 実踏の充実

156 7-(3)
八ヶ岳自然教室
現計画：自然教
室

継続
教育委員会
教育部学務
保健課

学校の教育課程に位置づけて、
現地での体験学習、集団生活及
び体力増進を目的とした自然教
室を実施いたします。

府中市学校教育プ
ラン２１

平成25年度

学校の教育課程に
位置づけて、現地
での体験学習、集
団生活及び体力
増進を目的とした
自然教室を実施い
たします。

中学１年２年生対象
11校（15校）二泊三日
八ヶ岳周辺で実施
参加生徒数　２３９２
人
参加率　９８．０％

中学１年２年生対象
１１校（１２校）二泊三
日八ヶ岳周辺で実施
参加生徒数　１７５４
人
参加率　９８．０％

見直
し

一泊二日（中学一
年生）で、八ヶ岳
府中山荘以外で
実施の方向

平成２１年度に検
討委員会を設置
し、二泊三日から、
一泊二日に縮小方
向で実施の方向

見直し

中学２年で職場体
験が５日に拡大さ
れる等、体験学習
の時間が多くなり、
教育課程の時間
がなかなかとれな
くなった。

生徒の参加率
宿泊場所の選定
や目的の検討など
様々な課題

検討委員会で対応

157 7-(4) 人権教育 継続
教育委員会
教育部
指導室

人権尊重の理念を正しく理解し、
思いやりの心や社会生活の基本
的なルールを身につけ、社会に
貢献しようとする精神をはぐくむ
ため、人権教育及び心の教育を
充実するとともに、公共心をもち
自立した個人を育てる教育を推
進します。また、教員の人権感
覚を高め、一人ひとりの子どもの
人権を大切にした教育を展開し
ます。

府中市学校教育プ
ラン２１

平成25年度

各校の教育課程
の工夫による人権
教育の日常化。年
次計画による人権
尊重教育推進校
の指定。

人権教育研修会　２
回
人権教育推進委員会
設置
東京都人権尊重教育
推進校　１校

人権教育研修会
人権教育推進委員会
設置
東京都人権尊重教育
推進校　１校

継続

人権教育研修
会、人権教育推
進委員会、人権
尊重教育推進校

各校の教育課程
の工夫による人権
教育の日常化及
び年次計画による
人権尊重教育推
進校の指定を行
う。

継続

思いやりの心や社
会に貢献する精神
を育むため継続す
る。

人権教育研修会の実
施回数

新学習指導要領に
対応した人権教育
を行っていく必要
がある。

人権教育推進委
員会における研究
成果等を活用して
いく。

158 7-(4) 道徳教育 継続
教育委員会
教育部
指導室

人間尊重の精神と生命に対する
畏敬の念を、家庭、学校、その
他の社会における具体的な生活
の中に生かし、豊かな心をもち、
個性豊かな文化の創造と民主的
な社会及び国家の発展に努め、
進んで平和的な国際社会に貢献
し、未来を拓く主体性のある日本
人を育成します。

①第５次府中市総
合計画
②府中市学校教
育プラン２１

平成25年度

①道徳地区公開
講座の全校実施。
道徳副教材「郷土
府中に根ざした道
徳資料集」の活用
②道徳授業地区
公開講座の全校
全学年公開を継
続。内容の充実。

道徳授業地区公開講
座　全３３校で実施
（全学級公開）

道徳授業地区公開講
座　全３３校で実施
（全学級公開）

継続

道徳授業地区公
開講座の全校全
学年公開を継続。
内容の充実。

副教材の改訂等、
指導内容の充実を
図りながら継続し
ていく。

継続

人間尊重の精神と
基本的な倫理観・
規範意識等を育む
ため継続する。

道徳授業地区公開講
座への参加人数

新学習指導要領に
対応した道徳教育
を行っていく必要
がある。

道徳資料編集委
員会における研究
成果等を活用して
いく。

159 7-(4) 健康づくり 重点
教育委員会
教育部
指導室

心身の健康の保持増進に努め、
一人一人の健康課題に対応す
るため、児童・生徒が自ら考え健
康的な生活を実践する健康教育
を推進します。薬物乱用や喫煙
などの防止について、関係機関
と連携し、健康教育の推進に努
めます。

体力、運動能力テスト
の全校実施
喫煙防止教育・薬物
乱用防止教育の教育
課程への位置付け

府中市学校教育プ
ラン２１

平成25年度
子どもの健康づく
りの推進

体力テストのモデル
校（小学校９校、中学
校３校）実施
喫煙防止教育・薬物
乱用防止教育の実施

ほぼ達成され
た

体力テスト全校実施に向
け、モデル校で実施

体力テストの全校実
施
喫煙防止教育・薬物
乱用防止教育の実施

達成された 体力テスト全校実施 継続

体力テストの全校
実施
喫煙防止教育・薬
物乱用防止教育
等健康教育の推
進

体力テスト及び健
康教育を継続して
いく。

継続

児童・生徒が自ら
健康的な生活行動
を実践できるよう
継続する。

体力テスト実施校数

新学習指導要領に
対応した体力づく
り、健康教育を
行っていく必要が
ある。

体力向上委員会に
おける研究成果等
を活用していく。

160 7-(4) 給食の提供 継続
教育委員会
教育部学務
保健課

安全でおいしい給食を提供しま
す。また、アレルギー児への対
応について進めます。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

児童・生徒に、安
全でおいしい栄養
のバランスの取れ
た給食を提供する
ことにより、健康の
増進を図る。

小学校　年　１８３回
中学校　年　１７３回
稼働日 小学校１９０
日　中学校１９３日
アレルギー児への対
応については、アレ
ルギー除去食（卵・
ナッツ類）を提供アレ
ルギー除去食
対象児童数１９人・生
徒数７人

小学校　年　１８３回
中学校　年　１７３回
稼働日　小学校１９０
日　中学校１９３日
アレルギー児への対
応については、アレ
ルギー除去食（卵・
ナッツ類）を提供アレ
ルギー除去食
対象児童数２０人・生
徒数７人

継続
給食基本回数の
増加。アレルギー
除去食の拡大。

指導要領の改訂に
よる、小中学校の
授業時間増に伴う
給食提供回数の
増加に対応する体
制づくり。　拡大す
べきアレルギー除
去食についての要
望把握及び研究。

継続

給食センター老朽
化の問題と密接な
関係があり、現状
では食数、アレル
ギー対応に限界が
生じる。

指導要領の改訂に
よる、小中学校の
授業時間の増加
のため、給食基本
回数の増。

指導室との連携を
図り、学校や保護
者の要望を反映さ
せることができるよ
う努力する。

161 7-(4) 食育推進事業 新規
教育委員会
教育部学務
保健課

栄養士及び指導主事で組織する
検討協議会にて、食育について
検討し、また健康推進課におい
て食育推進プランを策定します。

食育推進計画の策
定・配布

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

食に関する体験の
場づくり、食に関す
る啓発活動、栄養
士や給食調理員に
よる授業の参画及
び児童・生徒への
巡回指導、農業関
係者や地域住民
の協力による啓発
活動

食に関する啓蒙活動
と し て、 「 ラ ンチタ
イ ムズ」 （ 小学校）
「 Ｌ Ｕ Ｎ Ｃ Ｈ Ｔ Ｉ Ｍ
Ｅ Ｓ 」 （ 中学校） の
発行。 栄養士、 調理
員による学校訪問、
小中学校における栄
養についての授業へ
の参画。 毎年の指導
資料案の作成

ほぼ達成され
た

啓蒙活動と し て、 さ ら に
給食センタ ーのホーム
ページを自前で開設し
た。 積極的に活動を展開
するこ と により 、 学校と
の連携を深めるこ と がで
き た。

食に関する啓蒙活動
として、「ランチタイム
ズ」（小学校）「ＬＵＮＣ
ＨＴＩＭ実施していな
いＳ」（中学校）の発
行。栄養士、調理員
による学校訪問、小
中学校における栄養
についての授業への
参画。指導資料案の
作成。朝食の欠食を
減らす、残さいの減
量に努める。

ほぼ達成され
た

学校からの評価が高く、授
業の依頼が増えてきてい
る。残さいを減らす取り組
みを積極的に進めた。

継続

健康的食習慣実
施率の向上、朝食
の欠食をできるだ
けなくす。

充実

学校給食法が改
正、施行されること
に伴い食育の重要
性が高くなる。

給食をより有効に
活用するともに、
家庭科や保健体
育科などあらゆる
機会をとらえて食
に関する教育を行
なう。

「食育推進計画」に
基づき、具体的な
方策を検討し実践
する。また、学校、
児童、生徒、保護
者等に対する啓蒙
活動を更に強化す
る。
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系

162 7-(4)
給食展・大試食
会
現計画：給食展

継続
教育委員会
教育部学務
保健課

給食のはたす役割や、給食の意
義についての理解を深めるため
に展示会、試食会を開催しま
す。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
給食のはたす役割
の重要性について
周知に努める。

年１回の開催。試食
は、１，０００食を準備
するも、台風の影響
を受け目標値を下
回った。

年１回の開催。試食
は、１，５００食を準備
し、完売。府中産野
菜の販売も例年にな
く好調だった。

継続

多くの保護者、市
民に学校給食の役
割や重要性を理解
してもらうために、
「おいしい給食」を
提供するにはどう
したら良いかを栄
養士、調理員が主
体となって検討し
実践する。

継続

試食がメインに
なっているが、給
食展の部分につい
ても一般の理解を
広めたい。

試食会の参加者全員
に配布するアンケート
の集計結果

「食育」につなげる
ための工夫を更に
図る。開催時期の
関係から（人員の
問題）、今年度以
上の更なる規模の
拡大が難しい。

163 7-(5)

特別支援教育
（再掲）
現計画：心身障
害学級（特別支
援教育）（再掲）

重点
教育委員会
教育部
指導室

心身に障害のある子供に対し
て、医療機関等と連携を図り、そ
れぞれの能力や個性を伸張させ
る教育を行います。また、特別支
援学級の充実のため補助員を
配置します

＜小学校＞
知的障害固定学級7
校16級
情緒障害通級指導学
級3校8級

①府中市学校教
育プラン２１

②第五次府中市
総合計画事業実
施計画

平成25年度

平成22年度

①障害のある児
童･生徒の多様な
教育ニーズに応じ
た決め細やかな教
育を行うために、
知的障害固定学
級・言語障害通級
指導学級・難聴通
級指導学級・情緒
障害通級指導学
級の充実に努めま
す。
②特別支援学級
の運営3-6-62-3-
③

＜小学校＞
知的障害固定学級6
校
17級
言語障害通級指導学
級2校3級
難聴通級指導学級1
校1級
情緒障害通級指導学
級3校11級
＜中学校＞
知的障害固定学級3
校10級
情緒障害通級指導学
級1校2級

達成された

計画のとおり実施
（ただし、学級数について
は、毎年4月7日現在の児
童・生徒数によって増減す
ることから、学級数そのも
のの維持に対する評価で
はない。）

情緒障害通級指導学
級開設準備(住吉小
学校2級)
＜小学校＞
知的障害固定学級6
校19級
言語障害通級指導学
級2校3級
難聴通級指導学級1
校1級
情緒障害通級指導学
級3校13級
＜中学校＞
知的障害固定学級3
校10級
情緒障害通級指導学
級12級

達成された

計画のとおり実施
（ただし、学級数について
は、毎年4月7日現在の児
童・生徒数によって増減す
ることから、学級数そのも
のの維持に対する評価で
はない。）

継続
既存学級の維持･
充実・継続

継続

補助員数(賃金)/児
童及び生徒数、特別
支援学級運営にかか
る経費/児童及び生
徒数

補助員の適正な配
置について・関係
機関の連携のあり
方について・通級
指導学級における
入級及び退級につ
いて・経費につい
て

公･私､都･市の費
用負担のあり方に
ついて検討する

164 7-(6)
学校支援ボラン
ティア

継続
教育委員会
教育部
指導室

地域のひとびとの持つ幅広い経
験や知識・技能・資格などを、地
域の教育力として、小中学校の
教育活動にいかすことにより、学
校教育の活性化及び充実を図り
ます。

府中市学校教育プ
ラン２１

平成25年度

地域の人材の活
用。人材派遣の方
法等について研
究。関係組織との
連携強化。学生ボ
ランティアの派遣。
活動内容の充実。

延べ活動人数２０，８
３３人

延べ活動人数４，４４
６人（１１月現在）

継続

地域の人材の活
用。関係組織との
連携強化。学生
ボランティアの派
遣。活動内容の
充実。

地域の人材の活
用、関係組織との
連携、学生ボラン
ティアの派遣等を
継続していく。

継続

地域の人々のもつ
経験や知識、技能
等を学校の教育活
動に生かす必要が
あるため。

学校支援ボランティア
の延べ活動人数

165 7-(6)
中学校部活動外
部指導員

重点
教育委員会
教育部
指導室

地域の人々に部活動の指導員
になっていただくことにより、市立
中学校における部活動の振興を
図ります。

21種目

①第５次府中市総
合計画
②府中市学校教
育プラン２１

平成25年度

①学校外の人材
の部活指導員とし
ての登用
②時間数の拡大。
人材の拡大。

２２種目 達成された
全中学校で、外部指導員
による部活指導を実施

２２種目 達成された
全中学校で、外部指導員
による部活指導を実施

重点
時間数の拡大。
人材の拡大。

各学校の状況に応
じ、外部指導員に
よる指導の充実を
図っていく。

充実

部活動の振興・充
実にあたり、地域
の人材等を外部指
導員として活用す
る必要があるた
め。

外部指導員による指
導種目数

各学校の状況に応
じ、外部指導員の
更なる充実を図る
ことが必要。

学校、教育委員
会、地域、企業等
が連携し、人材の
確保等を図ってい
く。

166 7-(7) 学校の安全管理 継続
教育委員会
教育部総務課

安全で安心して学校生活を送れ
るよう教育環境を整え、万が一
の事故への万全の体制を整えま
す。また、学校やＰＴＡを中心とし
た通学路の適切な設定や、施設
を大規模に改修する際に敷地内
の死角を無くすための配慮をし
ます。

・全小学生に防犯ﾌﾞ
ｻﾞｰ貸与
・小学校警備員配置

・全小学生に防犯ﾌﾞ
ｻﾞｰ貸与
・小学校警備員配置

継続 継続実施

緊急通報システム
の運用及びシステ
ムを活用した警察
と共同での侵入者
対策訓練を随時実
施全小学生に防犯
ブザーを貸与通学
路点検を随時実施
樹木刈り込みを随
時実施小学校へ
警備員を継続配置

継続

安全で安心して学
校生活を送れるよ
う教育環境を整
え、万が一の事故
への万全の体制を
整えます。

167 7-(7) 学校施設整備 重点
教育委員会
教育部総務課

児童・生徒数の推移を的確に把
握し、長時間過ごすことになる校
舎の安全を確保するため耐震化
に取り組むとともに、新たなニー
ズに対応した教室の整備を推進
します。

すべての学校施設の
耐震化を目指します。

○小学校耐震実施設
計３校
○小学校補強工事２
校
○中学校耐震実施設
計２校
○中学校耐震補強工
事２校
○中学校改築工事１
校

達成された
学校施設耐震化事業実施
計画に基づき計画どおり
事業を進めた。

○小学校耐震実施設
計４校
○小学校耐震補強工
事４校
○中学校耐震実施設
計２校

達成された

学校施設耐震化事業実施
計画の対応を見直しし、一
部事業を前倒しして進め
た。

重点
学校施設の耐震
化を完了する。

国の方針に基づき
大地震で倒壊等の
危険性が高い学校
施設の耐震化を平
成２２年度までに
実施します。なお、
一部改築が必要
学校については仮
設校舎対応としま
す。また、Is値0.3
以上0.75未満の学
校については平成
２３年度から平成２
５年度までに耐震
補強を完了しま
す。　これによりす
べての学校の耐震
化を目指します。

充実

平成２０年６月の
地震防災対策特
別措置法の改正に
より、学校施設の
耐震化に係る対応
を見直しし、当初
平成２７年度まで
の計画期間を平成
２５年度までに前
倒しして事業を進
めるため。

学校施設耐震化事業
実施計画に基づき、
学校施設の耐震化を
進めていく。

学校施設の整備に
ついては、多額の
経費を要す。

学校施設の整備に
ついては、多額の
経費を要すること
から、国庫補助を
受けるなどして財
源確保を図るとと
もに、市財政の負
担を考慮しながら
計画的かつ効率
的に事業を推進し
ていく。

168 7-(7)
学校教育ネット
ワーク

重点
教育委員会
教育部
指導室

子どもの情報活用能力の育成の
ため、市立小中学校33校、教育
委員会、教育センター及び給食
センターを結ぶ学校教育ネット
ワークを整備し、IT（情報通信技
術）を広く活用していきます。

①学習支援システム
②教育支援システム
③校務支援システム
④教育委員会事務シ
ステムの導入・活用

府中市学校教育プ
ラン２１

平成25年度
学校教育ネット
ワーク（ＷＡＮ）の
活用・拡大。

①学習支援システム
②教員支援システム
③校務支援システム
の活用

ほぼ達成され
た

教育委員会事務システム
を除く３システムの活用推
進

①学習支援システム
②教員支援システム
③校務支援システム
の活用

ほぼ達成され
た

教育委員会事務システム
を除く３システムの活用推
進

重点
学校教育ネット
ワークの活用・拡
大。

学校教育ネット
ワークの更なる活
用を図るとともに、
必要なシステムの
構築を検討してい
く。

充実

各小・中学校が情
報の共有化を図
り、教育内容や事
務能率の更なる向
上を図るため。

今後、教育委員会
事務システム等の
構築を検討してい
く必要がある。

情報システム課
等、関係部署と連
携しながら対応し
ていく。

169 7-(7) 学校図書館 重点
教育委員会
教育部
指導室

子どもたちの読書活動の推進や
総合的な学習の時間の調べ学
習など学校図書館の更なる活用
が求められることから、各学校に
学校図書館指導補助員を配置
し、学校図書館の機能の充実を
図ります。

小中学校３３校　指導
補助員週１５時間

①第５次府中市総
合計画
②府中市学校教
育プラン２１

平成25年度

①指導補助員の
配置。専任司書教
諭配置を都へ要
望。学校図書館の
システム化の検
討。
②専任司書教諭
の配置を都へ要
望。指導補助員の
派遣時数拡大に向
けた検討。学校図
書館システム化、
ネットワーク化の
進捗状況に合わせ
総合的に指導方法
等を検討。

小中学校33校　指導
補助員週１３時間

ほぼ達成され
た

指導補助員、週１３時間配
置

小中学校３３校　指
導補助員週２０時間

達成された
指導補助員、週２０時間配
置

重点

指導補助員の配
置。学校図書館
のシステム化の
検討。学校図書
館システム化、
ネットワーク化の
進捗状況に合わ
せ総合的に指導
方法等を検討。

指導補助員の配
置を継続し、指導
方法等の向上を
図っていく。

充実

学校図書館の「読
書センター」の機
能と、「学習情報セ
ンター」の機能を更
に充実させるた
め。

指導補助員の配置時
数

今後、学校図書館
システム等の構築
を検討していく必
要がある。

市立図書館等、関
係部署と連携しな
がら対応していく。
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170 7-(7) 小中連携の研究 継続
教育委員会
教育部
指導室

小中一貫教育を目指し、小学校
と中学校の教育課程の体系的な
編成についての研究を行いま
す。各教科・領域を基本として、
小学校においては「英語活動」を
週１時間実施するなど、９年間を
見通した教育課程の見直しを図
ります。また、児童・生徒の発達
段階に応じた柔軟な対応を行う
ために小中一体となった学校組
織の再編の可能性を探り、児
童・生徒の健全育成についても
研究を行います。

府中市学校教育プ
ラン２１

平成25年度

先進地域の実施
成果等を分析し
て、小・中学校の
枠を超えた一貫教
育について研究。
その成果を小・中
教育の接続に活
用。

プロジェクトチームに
よる小・中一貫教育
に関する研究を実
施。
小・中連絡会の開
催。

小・中一貫教育の方
向性を定めた。
小・中連絡会の開
催。

継続

先進地域の実施
成果等を分析し
て、小・中学校の
枠を超えた一貫
教育について研
究。その成果を
小・中教育の接続
に活用。

引き続き研究を継
続していく。

継続

小・中学校の連続
性に配慮した指導
により、学習上の
効果や生活指導
上の安定が期待で
きるため。

171 7-(8) 研究協力校 重点
教育委員会
教育部
指導室

研究協力校として、2年間の研究
を行い、その成果を市内及び都
全体に発表することにより、市全
体の教育力の向上を図ります。

毎年6～7校
府中市学校教育プ
ラン２１

平成25年度
内容の充実及び
研究成果の蓄積・
活用。

小学校５校
中学校１校

達成された 計画通り実施。
小学校７校
中学校３校

達成された 目標以上の実施。 継続
内容の充実及び
研究成果の蓄積・
活用。

研究成果につい
て、学校教育ネット
ワーク等を活用
し、全校での共有
化を図っていく。

継続

各校の教育課題に
ついて、教員自ら
が研究活動を通し
て資質の向上を図
るため。

研究発表会実施校数

研究協力校として
申出る学校数が年
度によって増減す
るため、予算措置
について考慮する
必要がある。

今後、校長会と調
整を図りながら対
応していく。

172 7-(8) 学校評価研究 継続
教育委員会
教育部
指導室

学校がその機能をどのように果
たしているか、教育活動全般に
ついて客観的・総合的に評価し、
その評価を基に改善案を立て、
学校の組織と教育活動の活性
化を図ることを目的に、学校評価
システムを研究開発します。

①第５次府中市総
合計画
②府中市学校教
育プラン２１

平成25年度

①第三者評価の
実施。小学校１１
校・中学校５～６校
（隔年で全校を評
価）。
②全校で隔年の第
三者評価（外部評
価）を実施するとと
もに、内容を向上
させ継続実施。

小学校６校
中学校５校

小学校１１校
中学校５校

継続

全校で隔年の第
三者評価（外部評
価）を実施すると
ともに、内容を向
上させ継続実施
する。

評価の内容を向上
させながら継続実
施する。

継続

地域に開かれた学
校の実現及び学
校機能の強化を図
るため。

第三者評価実施校数

府中版コミュニティ
スクールの実施に
向け、学校運営連
絡協議会の役割を
見直す必要があ
り、学校評価につ
いてもその影響を
精査する。

今後、調査・研究
をしていく。

173 7-(9) 就学援助（再掲） 継続
教育委員会
教育部学務
保健課

母子家庭や低所得世帯（生活保
護基準の１．５倍）など経済的理
由で就学困難な義務教育児童
生徒の保護者に対し必要な援助
を行います。

小学生　１，５４１人
認定率　　１２．０８％
中学生　　　８２７人
認定率　　１５．５４％
計　　　２，３６８人

（２０年１０月）
小学生　１，４６１人
認定率　　１１．２３％
中学生　　　８２７人
認定率　　１５．２３％
計２，２６８人

継続

継続して就学困
難な義務教育児
童生徒の保護者
に対し必要な援
助を行う。

継続して就学困難
な義務教育児童生
徒の保護者に対し
必要な援助を行
う。

継続
低所得者に対する援
助の確保

前年の収入に対し
ての認定であるの
で、景気に左右さ
れる事業である。
低所得世帯に対す
る基準の引き下げ
（生活保護基準の
見直し）。

174 7-(9)
奨学資金給付
（再掲）

継続
教育委員会
教育部総務課

高等学校、高等専門学校、特別
支援学校の高等部、専修学校
（高等課程）に進学または在学
し、経済的理由等により就学が
困難な方に対して、就学上必要
な資金を給付し、教育の機会均
等を支援します。

継続者133名　　新規
者80名

継続者133名　　新規
者81名

継続 継続して行う。

若干の回復をみせ
たものの、依然とし
て低金利で奨学基
金預金利子が落ち
込んでおり、一般
財源で補ってい
る、平成18年、19
年は奨学基金の

継続

低金利の影響で、
奨学基金預金利
子収入が落ち込ん
でおり、一般財源
で補っている。ま
た、平成15年度か
ら5年間で各2千万
円 合計1億円の

175 7-(9)
奨学資金貸付
（再掲）

継続
教育委員会
教育部総務課

高等学校、大学、高等専門学校
もしくは特別支援学校の高等
部、または、専修学校（高等課
程・専門課程）に進学または在
学し、経済的理由等により就学
が困難な方に対して、就学上必
要な資金を貸し付け、教育の機
会均等を支援します。

継続者84名　　新規
者39名

継続者81名　　新規
者42名

継続 継続して行う。

貸付奨学金の原
資となる償還金
が、奨学生の収入
状況の影響等で滞
る状況にある

継続

貸付奨学金の原
資となる償還金が
就職難の影響で滞
る状況にある。

176 7-(9)
入学時初年度納
付資金貸付（再
掲）

継続
教育委員会
教育部総務課

高等学校、大学、高等専門学校
もしくは特別支援学校の高等
部、または、専修学校（高等課
程・専門課程）に進学する際に、
経済的理由等により就学が困難
な方に対して、入学上必要な初
年度納付資金を貸し付け、教育
の機会均等の拡大を図ります。

高校生等　9人・大学
生等　19人・専修学
校生　1人

高校生等　１１人・大
学生等　２２人

継続 継続して行う。

入学時初年度納
付資金貸付金の
原資となる償還金
が、保護者の収入
状況の影響等で滞
る状況にある。

継続

入学時初年度納
付資金貸付金の
原資となる償還金
が、保護者の収入
状況の影響で滞る
状況にある。

177 7-(9)
荒奨学資金貸付
（再掲）

継続
教育委員会
教育部総務課

高等学校、大学、高等専門学校
もしくは特別支援学校の高等
部、または、専修学校（高等課
程・専門課程）に進学または在
学する交通遺児等及び海外の
大学等に留学しようとする方また
は海外ホームステイをしようとす
る方に対し、就学、研修等を行う
ために必要な資金を貸し付ける
ことによって、社会に有為な人材
の育成を図ります。

海外留学7人・海外
ホームステイ　2人

海外留学9人 継続 継続して行う。

低金利の影響で、
荒奨学基金預金
利子収入が落ち込
んでおり、一般財
源で補っている。

継続

低金利の影響で、
荒奨学基金預金
利子収入が落ち込
んでおり、一般財
源で補っている。

178 7-(9)
修学旅行支度金
支給事業（再掲）

継続
福祉保健部
生活援護課

生活保護世帯の児童・生徒を対
象に、修学旅行に参加する費用
を支給することにより、本人の健
全育成及び世帯の自立助長を
図る。

小学生４４人、中学
生５５人、合計９９人

小学生３２人、中学
生４４人、合計７６人

継続
修学旅行支度金
支給事業を要しな
い世帯の促進

生活保護世帯に対
して、援助方針な
どを適切に立て、
世帯、ケースワー
カーともに経済的
自立に向けた取り
掛かりを強化して
いく。

経済的に困窮して
いる世帯が存在し
ているため

生活保護受給中の修
学旅行参加者数を基
数としているので、指
標はない。

目標取組みをどう
促進できるかが課
題

ケースワーカーの
度量及び生活保
護世帯の経済的
自立に関する向上
心の早期の萌芽を
いかにできるかが
対応策そのもの

179 7-(9)

新入学時文具券
支給事業（再掲）

現計画：新入学
時扶助（再掲）

継続
福祉保健部
生活援護課

生活保護世帯の児童・生徒を対
象に、入学時に文具券を支給す
ることにより、本人の健全育成及
び世帯の自立助長を図る。

小学生２７人、中学
生３５人、合計６２人

小学生３３人、中学
生４９人、合計８２人

継続
新入学時文具券
支給事業を要しな
い世帯の促進

生活保護世帯に対
して、援助方針な
どを適切に立て、
世帯、ケースワー
カーともに経済的
自立に向けた取り
掛かりを強化して
いく。

経済的に困窮して
いる世帯が存在し
ているため

生活保護受給中の新
就学者数を基数とし
ているので、指標は
ない。

目標取組みをどう
促進できるかが課
題

ケースワーカーの
度量及び生活保
護世帯の経済的
自立に関する向上
心の早期の萌芽を
いかにできるかが
対応策そのもの
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180 8-(1) 啓発（情報提供） 継続
子ども家庭部
児童青少年課

青少年対策地区委員会を中心
に、環境浄化の必要性や非行防
止についての啓発活動を積極的
に実施します。

第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度

青少年対策地区
委員会を中心に、
環境浄化の必要
性や非行防止につ
いての啓発活動を
積極的に実施しま
す。

標語コンクール。
家庭の日啓発チラ
シ、その他青少年健
全育成啓発チラシを
配布。

標語コンクール。
家庭の日啓発チラ
シ、その他青少年健
全育成啓発チラシを
配布。

継続
啓発活動を積極
的に実施する。

青少年対策地区
委員会を中心に、
環境浄化の必要
性や非行防止につ
いての啓発活動を
積極的に実施しま
す。

継続 啓発活動の回数。
啓発物や啓発内
容を時代に即した
ものにしていく。

情報収集を図り、
時代のニーズを的
確につかむ。

181 8-(1)
青少年健全育成
強調事業

継続
子ども家庭部
児童青少年課

市内11地区の青少年対策地区
委員会が連携して、青少年の健
全育成に対する理解を深める活
動を実施します。

不健全図書の陳列区
分調査等も含め、国
が実施する「青少年
の非行問題に取り組
む全国強調月間」（7
月）に合わせたふれ
あい事業や、「全国
青少年健全育成強調
月間」（11月）に合わ
せた街頭広報等を実
施

不健全図書の陳列区
分調査等も含め、国
が実施する「青少年
の非行問題に取り組
む全国強調月間」（7
月）に合わせたふれ
あい事業や、「全国
青少年健全育成強調
月間」（11月）に合わ
せた街頭広報等を実
施

継続

青少年の健全育
成に対する理解
を深める活動を実
施

青少年対策地区
委員会が連携し
て、青少年の健全
育成に対する理解
を深める活動を実
施します。

継続 委員会の活性化

委員会の活動が
硬直化しないよう、
幅広く委員を募る
などの対応を指導
する。

182 8-(1)
家庭教育学級
（再掲）

継続
文化スポーツ
部生涯学習ス
ポーツ課

幼稚園、保育所などに通う幼児
を持つ両親を対象に、子育てな
どをテーマにした講座を実施しま
す。

生涯学習推進計
画

平成20年度

市民が生活の向
上、職業上の能力
の向上や自己の
充実を目指して自
発的に、さまざまな
ライフステージの
中で学習活動を行
う機会の提供と支
援を目指す

全市対象　１回
延参加者数１９４人
(受講者１４５人　託
児４９人)

全市対象　２回
前期／延参加者数２
０５人
(受講者１６６人　託
児３９人)
後期／延参加者数予
定２２０人

継続
地区公民館１１館
各１回全市対象
２回

心豊かでたくまし
い子どもを社会全
体で育むため、家
庭・地域・学校がそ
れぞれ教育力の
充実を図る必要が
あることから、すべ
ての教育の出発点
である、家庭教育
を支援するため、
親等に対する学習
機会の提供をす
る。

継続

参加者の評判もよ
く、孤立しがちな昨
今の保護者に対し
必要な知識の習得
やネットワークづく
りに役立っている
ため継続とするこ
とが妥当と考え
る。

各講座開催時の申込
者人数や、講座終了
後のアンケート実施
により市民のニーズ
にあった内容の講座
開催を目指す。

子育ての不安や悩
みを抱えている保
護者が増加してい
るため、情報交換
や交流をはかる機
会が必要である。

子育てに悩む母親
に対し、講座を通
しての受講者お互
いの交流が図れる
よう場を設定する。

183 8-(1)
ＰＴＡ家庭教育
学級（再掲）

継続
文化スポーツ
部生涯学習ス
ポーツ課

各学校のPTA会員が教育・学習
に関する課題を、自ら考え学ぶ
ことにより、日常的な養育態度や
行動に対する自己意識を高める
とともに、子供の成長や社会情
勢の変化に対応できる教育力
（知識・態度・技能）を養成しま
す。

生涯学習推進計
画

平成20年度

市民が生活の向
上、職業上の能力
の向上や自己の
充実を目指して自
発的に、さまざまな
ライフステージの
中で学習活動を行
う機会の提供と支
援を目指す

小中学校ＰＴＡ　全４
１回

小中学校ＰＴＡ　全４
５回（予定）

継続
小中学校ＰＴＡ
各２回

親等(各学校の
PTA会員)が、教
育、学習に関する
課題を自ら考え、
学び自己意識を高
めると共に、子ども
の成長などの変化
に対応できる教育
力(知識・態度・技
能)を養成する。

継続

親等(各学校の
PTA会員)が、教
育、学習に関する
課題を自ら考える
一助となっており、
学び自己意識を高
めると共に、子ども
の成長などの変化
に対応できる教育
力(知識・態度・技
能)の向上が見込
まれるため

各講座開催時の申込
者人数や、講座終了
後のアンケート実施
により市民のニーズ
にあった内容の講座
開催を目指す。

趣味や実技の講
座に偏らず、子ど
もを取り巻く様々な
課題をテーマとし
各学校の特色を生
かした形で実施す
る。

合同開催をするこ
とによって、地域と
の連携、充実した
内容の講座を開催
する。

184 8-(1)
地区公民館の映
画会

継続
文化スポーツ
部生涯学習ス
ポーツ課

子どもを持つ保護者とテーマに
興味のある方を対象に、映画を
活用した研修の機会を提供しま
す。

生涯学習推進計
画

平成20年度

市民が生活の向
上、職業上の能力
の向上や自己の
充実を目指して自
発的に、さまざまな
ライフステージの
中で学習活動を行
う機会の提供と支
援を目指す

文化センター１１
施設１８回、１，５４１
人

文化センター１１施設
１２回、１，０８３人（見
込）

継続
地区公民館１１
館、各１回開催。

地域の学習拠点と
して、学習事業を
通して地域を活性
化するため地域の
課題や住民ニーズ
をとらえて公民館
講座を開催する。

継続

公民館事業の一
環として各文化セ
ンターで実施され
ているが、地域に
おけるさまざまな
世代の交流の場に
もなっており、社会
教育活動の一助と
なっているため

年間講座回数、延べ
参加者人数の把握、
市民からの意見・要
望を情報収集する。

映画会のフィルム
代高騰のため回数
減少に伴い参加者
も減少している。
市民からの意見・
要望を参考にしな
がら、子どもから
大人まで幅広い世
代を対象とした講
座開催が望まれ
る。

情報収集・提供を
積極的に行い、市
民の要望に沿った
講座を開催する。

185 8-(1) 思春期保健対策 継続
福祉保健部
健康推進課

生涯の健康に影響を与える思春
期の問題として、性行動・妊娠中
絶・性行為感染・薬物乱用・喫
煙・飲酒等があり、小中学生から
の教育が必要となっています。
保健所や学校と協力して、保健
指導を行います。

薬物乱用防止につい
て、市内の中学校に
標語及びポスター作
成の周知をし、薬物
について考える動機
つけとしており、応募
作品に対して優秀者
を表彰している。

薬物乱用防止につい
て、市内の中学校に
標語及びポスター作
成の周知をし、薬物
について考える動機
つけとしており、応募
作品に対して優秀者
を表彰している。若年
妊婦の支援を行い、
性行動や妊娠中絶等
の正しい知識を情報
提供している。

継続 現状を維持する。 継続

若年の望まない妊娠
数の減少・中高生の
喫煙率や飲酒率の低
下

中高生に対する健
康教育の機会を設
け、正しい情報の
提供を行う。

学校や保健所等と
連絡・連携を行
い、場の設定を行
う。

186 8-(2) コミュニティ事業 継続
市民生活部
市民活動支援
課

創作教室や民踊の集いなどの自
主的なコミュニティ活動を促進す
る行事を実施する。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

コミュニティ事業を
通して、地域コミュ
ニティの活性化を
図ることによる地
域の連携強化の
支援

274回　参加者4,388
人

296回
継続 継続

現在と同様のレベ
ルを維持する。

H20の市政世論調査
の結果、「人と文化を
はぐくむまちづくり」９
施策のうち、「コミュニ
ティの形成」に対する
市民が重要と考える
割合は５位で、満足
度は４位となってい
る。よって、引き続き
事業を継続し参加者
の増加を図っていく。

継続して目標参加
者数を維持してい
くことが課題であ
る。

事業のマンネリを
防ぎ、新鮮で魅力
ある事業づくりの
検討が必要。

187 8-(2) ふれあいの集い 継続
市民生活部
市民活動支援
課

地域のひとびとの交流、ふれあ
いを活発にすることを目的に、主
として文化センター施設を活用し
て、地域文化祭、地域ふれあい
演芸大会、新春の集い、こども
劇場、ちびっこ交流会の事業を
実施する。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

コミュニティ事業を
通して、地域コミュ
ニティの活性化を
図ることによる地
域の連携強化の
支援

66回　　参加者
28,149人

67回 継続 継続
現在と同様のレベ
ルを維持する。

H20の市政世論調査
の結果、「人と文化を
はぐくむまちづくり」９
施策のうち、「コミュニ
ティの形成」に対する
市民が重要と考える
割合は５位で、満足
度は４位となってい
る。よって、引き続き
事業を継続し参加者
の増加を図っていく。

継続して目標参加
者数を維持してい
くことが課題であ
る。

事業のマンネリを
防ぎ、新鮮で魅力
ある事業づくりの
検討が必要。
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系

188 8-(2) ふるさと広場 継続
市民生活部
市民活動支援
課

市内に古くから伝わる民族的な
行事等を掘り起こし、伝承するこ
とを目的として、七夕の集い、お
月見に集い、どんど焼きの集
い、節分の集い等の事業を実施
する。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

コミュニティ事業を
通して、地域コミュ
ニティの活性化を
図ることによる地
域の連携強化の
支援

46回　参加者8,965人 47回 継続 継続
現在と同様のレベ
ルを維持する。

H20の市政世論調査
の結果、「人と文化を
はぐくむまちづくり」９
施策のうち、「コミュニ
ティの形成」に対する
市民が重要と考える
割合は５位で、満足
度は４位となってい
る。よって、引き続き
事業を継続し参加者
の増加を図っていく。

継続して目標参加
者数を維持してい
くことが課題であ
る。

事業のマンネリを
防ぎ、新鮮で魅力
ある事業づくりの
検討が必要。

189 8-(2) 地域まつり 継続
市民生活部
市民活動支援
課

各コミュニティ圏域において、地
域の各種団体が参画し、地域の
特性を生かした納涼祭りを実施
する。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

文化センターまつ
りへの参加者数の
増加
目標値　200,000人

１１回　参加者
189,540人

１１回　参加者
183,960人

継続 継続
現在と同様のレベ
ルを維持する。

H20の市政世論調査
の結果、「人と文化を
はぐくむまちづくり」９
施策のうち、「コミュニ
ティの形成」に対する
市民が重要と考える
割合は５位で、満足
度は４位となってい
る。よって、引き続き
事業を継続し参加者
の増加を図っていく。

継続して目標参加
者数を維持してい
くことが課題であ
る。

事業のマンネリを
防ぎ、新鮮で魅力
ある事業づくりの
検討が必要。

190 8-(2)
野外活動振興事
業

継続
市民生活部
市民活動支援
課

地域のひとびとのふれあいを深
めることを目的として、レクリエー
ション大会、いもほりの集い等の
スポーツ、レクリエーションの野
外活動を各コミュニティ圏域のグ
ランドや校庭を利用し実施する。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

コミュニティ事業を
通して、地域コミュ
ニティの活性化を
図ることによる地
域の連携強化の
支援

４１回　参加者7,546
人

39回 継続 継続
現在と同様のレベ
ルを維持する。

H20の市政世論調査
の結果、「人と文化を
はぐくむまちづくり」９
施策のうち、「コミュニ
ティの形成」に対する
市民が重要と考える
割合は５位で、満足
度は４位となってい
る。よって、引き続き
事業を継続し参加者
の増加を図っていく。

継続して目標参加
者数を維持してい
くことが課題であ
る。

事業のマンネリを
防ぎ、新しい発想
で新鮮で魅力ある
事業づくりを行う。

191 8-(2) 子どもランド 継続
市民生活部
市民活動支援
課

パソコンの正しい使い方を覚え
情報化への対応を養うパソコン
クラブと、ビデオや映画を鑑賞す
るちびっ子劇場を実施する。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
子どもランド事業
への参加者数の
増加

パソコンクラブはH18
で終了
わくわくキャラバン劇
場　５回　参加者５２
５人
子ども囲碁教室　４４
回
参加者延べ４４９人
ちびっ子劇場　２７回
参加者延べ2,534人

・キャラバン劇場
　（演劇）
　　3回　参加者259
人
・キャラバン劇場
　（ﾊﾝﾄﾞﾍﾞﾙ）
　　1回　参加者55人
・キャラバン劇場
　（ｼﾞｬｸﾞﾘﾝｸﾞ）
　　1回　参加者210
人
・子ども囲碁教室
　40回　参加者397人
参加者延べ921人

継続 継続
現在と同様のレベ
ルを維持する。

H20の市政世論調査
の結果、「人と文化を
はぐくむまちづくり」９
施策のうち、「青少年
健全育成」に対する
市民が重要と考える
割合は、4位で、満足
度は8位となってい
る。よって、引き続き
事業を継続し参加者
の増加を図っていく。

継続して目標参加
者数を維持してい
く検討が必要。

映画会は新しい機
器の設置により幅
広いソフトからの
選定を可能にして
いく。劇団等の委
託先開拓等により
魅力ある事業づく
りを図る。また、新
しい事業の検討も
合わせて行ってい
く。

192 8-(2)
子ども科学体験
教室

継続
市民生活部
市民活動支援
課

子どもたちに自然や科学技術に
気軽に触れて体験する機会を設
けて、科学に対する興味や好奇
心を育成するとともに、ふれあい
や交流を図る。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
子ども科学体験
フェスティバルへ
の参加者の増加

実施日　　H20.2.16
（土）場所
中央文化センター
対象
小学校１年生～中学
校３年生及びその保
護者参加者数　1,421
人
簡単な科学実験や技
術体験をワークショッ
プ形式で体験できる
出展ブースを設け科
学体験クラブ府中の
協力を得て実施し
た。

実施予定日
H21.2.14（土）
場所
ルミエール府中
対象
小学校１年生～中学
校３年生及びその保
護者
参加者数　　1,500人
（見込み）前年同様の
形式で内容を変えて
実施予定。

見直
し

平成２１年度から
従来のまつり形式
の全市的事業方
式から、誰もが地
域で参加できる方
式に見直しを図
り、文化センター１
１館で個別に実施
していく。

見直し

従来は、市内１箇
所でフェスティバル
として全市的に本
事業を実施してい
たが、身近な場所
で誰もが参加でき
るように地元で実
施する方法に見直
しをする。

H20の市政世論調査
の結果、「人と文化を
はぐくむまちづくり」９
施策のうち、「青少年
健全育成」に対する
市民が重要と考える
割合は、4位で、満足
度は8位となってい
る。よって、市民がよ
り参加しやすい事業
に見直しを図ってい
く。

参加者数の増加
が課題である。

従来は、市内１箇
所でフェスティバル
として全市的に本
事業を実施してい
たが、それぞれ各
文化センターで実
施する方法に見直
し、参加者の増加
を図る

193 8-(2)
児童生徒のボラ
ンティア活動普
及事業

継続
福祉保健部地
域福祉推進課

ボランティア活動や社会福祉に
親しむ心を育てるため、小・中・
高校を対象にボランティア活動
普及事業協力校を指定し、学校
ぐるみでボランティア活動に取組
めるよう支援します。また「府中
ボランティアセンター」で地域の
施設や団体と協働して実施する
ボランティア体験学習や出張ボ
ランティア教室などにより、児童・
生徒のみならず、その指導にあ
たっている教員を含め、様々な
体験の機会を提供します。

小・中・高校の連
携によるボランティ
ア活動の普及

о児童・生徒のﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱ活動普及事業協
力校　38校指定（小
学校２２校、中学校１
１校ほか５校）
о協力校連絡会２回
о教職員研修会１回
（３日）
о各校の活動紹介・
ﾊﾟﾈﾙ展示４回

ほぼ達成され
た

・各校の活動紹介のパネ
ル展示の機会を増やし、
啓蒙に努めた。
・奉仕体験への取組みへ
の支援（対、高校）を試み
た。

о児童・生徒のﾎﾞﾗﾝ
ﾃｨｱ活動普及事業協
力校　38校（指定申
請検討中２校）
о協力校連絡会２回
（予定）
о教職員研修会１回
（３日）
о各校の活動紹介・
ﾊﾟﾈﾙ展示

ほぼ達成され
た

・現在、奉仕体験への取組
みを実施している高校２校
が現在申請検討中
・紹介パネル展示への参
加校の増

継続

協力校　４１校
指定（市内全校）
及び　学校と地域
の協働体制づくり

市内全校の協力
校指定に向けた働
きかけと、小・中・
高校の連携を深め
るため、連絡会の
充実及び様々な交
流の機会の設置

　充実

職場体験、奉仕体
験と学校と地域の
交流の機会が増え
るとともに、各校が
地域での連携をと
りつつ、様々な場
面での協働の調整
が必要になると思
われる。

市内全校の指定と
ともに、各学校が
それぞれの立場を
理解し、相互の協
働を視点においた
交流をいかに図れ
るか。

相互理解の場、交
流の機会の設定。

8-(2)
子どもふれあい
ボランティア

重点

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

子どもとふれあう、機会として子
ども家庭支援センター及び保育
所で中学生・高校生のボランティ
アを募集し受け入れます。

子ども家庭支援セン
ター「たっち」で受け
入れ

保育所
子ども家庭支援セン
ター「たっち」「しらと
り」
ポップコーン会場

ほぼ達成され
た

ポップコーン、たっちにて
活動を行い、子どもとのふ
れあいの機会を作りまし
た。

保育所
子ども家庭支援セン
ター「たっち」「しらと
り」
ポップコーン会場

ほぼ達成され
た

ポップコーン、しらとり（２
回、オープンルーム）にて
活動を行い、子どもとのふ
れあいの機会を作りまし
た。

重点

保育所
子ども家庭支援セ
ンター「たっち」「し
らとり」
ポップコーン会場

継続

子どもとふれあう
場として今後も受
け入れを行ってい
く。

夏休み中高生ボラン
ティア体験事業の受
け入れなど、子どもと
のふれあいの機会の
場を提供する。

受け入れ態勢の整
備。
施設の利用者は
乳幼児と保護者で
あるため、ボラン
ティア会場の場に
おいても安全性の
確保が最優先とな
る

受け入れ人数、実
施日などを工夫
し、現場スタッフに
負担がかからない
ようにする。

8-(2)
子どもふれあい
ボランティア

重点
子ども家庭部
保育課

子どもとふれあう機会として、子
ども家庭支援センター及び保育
所で中学生・高校生のボランティ
アを募集し受入れます。

子ども家庭支援セン
ター「たっち」で受け
入れ

職場体験として保育
所での受入

ほぼ達成され
た

ポップコーン、たっちにて
活動を行い、子どもとのふ
れあいの機会を作りまし
た。

職場体験として保育
所での受入

ほぼ達成され
た

ポップコーン、しらとり（２
回、オープンルーム）にて
活動を行い、子どもとのふ
れあいの機会を作りまし
た。

重点

子どもとふれあう
機会として、保育
所で中学生の職場
体験や高校生の
ボランティアを受入
れます。

継続
子どもにふれあう
機会を提供する。

194
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195 8-(2)
青少年社会参加
活動

継続
子ども家庭部
児童青少年課

異年齢や他の学校の生徒との
交流を目的とした事業を実施し、
青少年の社会参加活動を推進し
ます。

小学生バレーボール
のつどい
　参加チーム　３４
チーム
小中学生綱引きのつ
どい
　参加チーム　４８
チーム

小学生バレーボール
のつどい
小中学生綱引きのつ
どい

継続 事業の拡充

小学生バレーボー
ルのつどいや小中
学生綱引きのつど
いを中心に事業を
すすめる。

継続
参加者の増加へ
の対応。

運営方法や事業
自体の見直し。

196 8-(2)
ジュニアリー
ダー講習会

継続
子ども家庭部
児童青少年課

小学4年生から高校3年生までを
対象に、青少年の自主性、リー
ダーシップの養成を図り、地域青
少年のリーダーを育成するた
め、年間を通して野外活動やレ
クリエーション活動などの講習会
を実施します

第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度 受講者数　１５０人
実施事業　１２事業、
受講者数１２０人

実施事業　１２事業、
受講者数１０５人

継続
受講者数を１５０
人にする。

野外活動やレクリ
エーション活動な
どの講習会を実施
する。

継続 受講者数
受講者数を増やす
こと。

野外活動やレクリ
エーション活動な
どの講習会の充実
を図る。

197 8-(2)
心身障害児童・
生徒地域活動
（再掲）

継続

文化スポーツ
部
生涯学習ス
ポーツ課

市内に居住する特別支援学級
在籍者及び盲・ろう・特別支援学
校在籍者を対象として、文化活
動、スポーツ活動、レクリエー
ション活動等の多彩な地域活動
の機会と場を提供し、保護者と
ボランティアを中心として交流を
深め、学習することを目的として
実施する。府中地区学校五日制
連絡会へ委託し実施している。

生涯学習推進計
画

平成20年度

市民が生活の向
上、職業上の能力
の向上や自己の
充実を目指して自
発的に、さまざまな
ライフステージの
中で学習活動を行
う機会の提供と支
援を目指す

年間２４回 年間２４回（予定） 継続

休業日となる土曜
日の午前中を原
則に１回２時間程
度とし、年間２５
回程実施。

文化活動、スポー
ツ活動、レクリエー
ション活動等の多
彩な地域活動の機
会と場を提供し、
保護者とボランティ
アを中心として交
流を深め、学習す
ることを目的とす
る。

継続

障害のある児童・
生徒及びその保護
者と協働で実施す
ることで地域活動
の機会を提供で
き、交流を深める
ことが可能となる
ため

各講座開催時の申込
者人数や、講座終了
後のアンケート実施
により市民のニーズ
にあった内容の講座
開催を目指す。

ボランティアの人
数が減少傾向にあ
る。また、活動内
容が例年同じよう
な内容になってい
る。

ボランティア人数
の確保、活動内容
をより幅広いもの
とした学習の提供
をする場が必要。

198 8-(2)
高校生相互ホー
ムステイ

継続
市民生活部
市民活動支援
課

府中市と海外友好都市ウィーン
市ヘルナルス区との高校生など
のホームステイ相互派遣を行
い、国際意識・国際理解を持つ
人材の育成を図る。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

高校生などのホー
ムステイ相互派遣
を行い、友好的な
交流関係を維持す
るため現状値の維
持を目指す。

ヘルナルス区への高
校生派遣　６人

ヘルナルス区への高
校生派遣　５人
ヘルナルス区からの
高校生派遣　４人

継続

ヘルナルス区への
ホームステイ派遣
人員を現状値の6
名で維持する。ま
た、ヘルナルス区
からの高校生など
の派遣事業の受け
入れを行い、友好
的な交流関係を継
続･発展させてい
く。

継続

高校生などの相互
派遣事業をとおし
て、国際意識・国
際理解を持つ人材
の育成を図ると伴
に、ヘルナルス区
との友好的交流関
係を維持･発展さ
せるため。

応募者数や事業実施
後の参加者の報告書
によりニーズや問題
点等を把握していく。

応募者数は増加
の傾向にあるが、
まだ十分ではな
い。派遣事業の実
施･趣旨について
市民の方に周知し
ていくと伴に、応募
方法・応募条件・
PRを検討する必要
がある。

広報、市ホーム
ページ、市内施
設、小中学校等で
のＰＲの他、自治
会の回覧でＰＲも
始めた。派遣事業
について市民の方
に広く知ってもらえ
るよう、今後もこれ
らの方法を継続
し、派遣事業につ
いて市民への周
知・PRに努める。

199 8-(2)
親子ふれあい農
園

継続
市民生活部
経済観光課

小中学生とその家族を対象に、
地元の農業者が、野菜等の栽培
（種の植え付けから収穫まで）を
指導する。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度

学童農園も含め
て、子ども農業体
験事業への参加
者数を１５００人に
増やす。

１回（夏に実施）全７
日程で２１組（５５名）
参加

２回（夏と秋に実施）
夏は全９日程で２６組
（６５名）参加
秋は全９日程で３０組
（７１名）参加

継続
よりよい方法を研
究しながら継続し
て実施していく。

受講者は、リピー
ターが約半数を占
めているので、新
規の受講者を開拓
していくようにPRに
努める。

継続

実施回数や受講者の
人数の把握、受講者
の意見を聴取して
ニーズに適応した内
容に改めることなど

受講者は、リピー
ターが約半数を占
めているので、新
規の受講者を開拓
すべく、他の地域
での実施を検討す
る。

農地の提供や栽
培指導について、
農業者に受託して
いただくよう働きか
ける。

200 8-(2)
ふれあい手作り
教室

継続
文化スポーツ
部文化振興課

「親子ふれあい教室」小学生から
中学生までを対象とし、親子で
参加し協力しながら、一緒に絵
手紙・七宝焼・エコクラフト・ゲー
ム等を作りあげる機会を提供し、
参加した親子がふれあい交流す
る場所とします。
また、年間を通し小学生を対象と
したこども工作教室、小学３年生
から中学生を対象としたこども手
芸教室及びふしぎ発見科学教室
を実施

親子ふれあい手作り
教室　　　　　１１８人
こども工作教室
２２３人
こども手芸教室
１４２人
ふしぎ発見科学教室
１５８人

親子ふれあい手作り
教室　　　１２５人（確
定）
（平成２０年９月末現
在）
こども工作教室
１１４人
こども手芸教室
１３９人
ふしぎ発見科学教室
９１人

継続 継続

201 8-(2) 中高生体験事業 新規
子ども家庭部
児童青少年課

様々な興味を引き出し、より本格
的な活動へのきっかけとして、中
学生や高校生を対象とした講座
等を充実します。

年１０コース
第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度

中高生を中心とし
た活動組織の確立
に向けた支援を行
う

３コース
延べ１９回
実施ギター講座、ヒッ
プホップダンス講座、
外国文化講座を実施
し延べ１２２名の参
加。

ほぼ達成され
た

コース数は目標に及ばな
かった。

ヒップホップダンス講
座等を実施

ほぼ達成され
た

コース数は目標に及ばな
かった。

継続
講座を通じて自主
団体を育成する。

講座を通じて知り
合った中高生が自
主的な活動ができ
るよう支援する。

継続
講座から自主活動
へ移行させる手
段。

参加者数を増やせ
るよう魅力ある講
座を実施する。

202 8-(2)
府中っ子学びの
パスポート

重点
文化スポーツ
部文化振興課

郷土の森博物館と美術館に無料
で入館できる「府中っ子学びの
パスポート」の対象を高校生まで
に拡大し、興味ある活動への参
加機会を増やします。

小学生・中学生・高校
生対象に配布しま
す。

新小学生・中学生対
象に配布しました。

あまり達成さ
れていない

市内の小・中学校に通う児
童・生徒にはすでに配布し
ているため、新小学児・転
校児を対象に配布した。目
標である配布対象の高校
生までの拡大は達成でき
なかった。

新小学生・中学生対
象に配布しました。

あまり達成さ
れていない

市内の小・中学校に通う児
童・生徒にはすでに配布し
ているため、新小学児・転
校児を対象に配布した。目
標である配布対象の高校
生までの拡大は達成でき
なかった。

継続

平成２１年度目標
であった配布対象
の高校生までの拡
大は見直し、現状
（小学生・中学生
対象に配布）を維
持する。

継続

児童・生徒が、郷
土府中の自然や
歴史に親しむ機会
や優れた美術品の
鑑賞機会、興味の
ある活動への参加
機会を有効に活用
することが出来る。

年間利用可能人数と
利用人数の把握。

児童・生徒の学び
のパスポートの積
極的な利用。

郷土の森博物館、
美術館で開催され
る展示会や体験学
習などの情報提供
を積極的に行な
い、児童・生徒の
利用を促す。

203 8-(2) 親子劇場 継続
文化スポーツ
部文化振興課

親子劇場事業は、平成１６年度
1647人、平成１７年度８５１人の
参加を最後として、平成１８年度
より参加者減を理由として事業
廃止

廃止

204 8-(2)
郷土の森体験学
習

継続
文化スポーツ
部文化振興課

子どもたちの郷土府中の自然や
歴史に親しむ機会として、郷土
の森において、体験学習事業を
実施します。

①自然観察会　８回
②こめっこクラブ　１１
回
③考古学体験講座・
勾玉を作ろう　２回
④星空観望会　９回
⑤太陽観望会　１５
回　　　　　⑥体験館
事業　１２５回

①自然観察会　８回
②こめっこクラブ　１２
回
③考古学体験講座・
縄文土器作り　３回
④天体観望会　３６
回　⑤体験館事業
７７回

継続
現状の体験学習
事業数と内容を維
持する。

継続

郷土府中の自然
や歴史に親しむ機
会を提供するた
め。

各事業の参加人数の
把握。年度単位の参
加者数の比較。

現状の維持
市内小・中学校へ
の情報提供。

205 8-(2)
小中学校
美術鑑賞教室

継続
文化スポーツ
部美術館

美術に対する関心を高め、豊か
な情操を養うとともに、自らが主
体的に意欲や興味をもって鑑賞
する態度を育てるため、美術館
において鑑賞教室を実施しま
す。

小学校4～6年生のい
ずれかの学年　全児
童
中学校1年生　全生
徒

小学校4～6年生のい
ずれかの学年　全児
童
中学校1年生　全生
徒

充実

市内のすべての
小・中学生を対象
に実施内容の充
実をはかる。

市立小中学校の
全校での安定的な
実施とともに、私
立学校等への働き
かけと関係づくりを
行う。

充実

学校の図工・美術
科における鑑賞教
育重視の流れ、府
中市の郷土教育
の推進などから、
需要の高まること
が期待されるた
め。

年間に参加する学校
数、児童・生徒数の
把握と、子どもの感
想や学習成果を学校
教員から聴取するこ
とで、ニーズに適応し
たサービスとしてい
く。

現在市立学校の
みを対象としてい
るが、私立学校等
の児童・生徒も視
野に入れるととも
に、鑑賞指導の内
容も充実をはか
る。

私立学校への案
内のほか、ガイド
スタッフの確保に
よる少人数による
鑑賞指導、中学校
の取り組みの強化
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206 8-(2)
美術館子ども親
子ワークショップ

継続
文化スポーツ
部美術館

テーマに基づき、多彩な講師に
よる実践的なグループ体験学習
を通して、子どもたちの美意識と
想像力を育成するため、美術館
においてワークショップを実施し
ます。

子ども向けワーク
ショップ　2回
親子向けワークショッ
プ　4回
子どもも大人も参加
できるワークショップ
６回

子ども向けワーク
ショップ　2回
親子向けワークショッ
プ　２回

継続
年間４事業の
ワークショップを
実施

年間４事業のワー
クショップを実施す
るとともに、青少年
を育成するティー
ンズスタジオ事業
との整合をはか
る。

継続

ティーンズスタジオ
の開始により、青
少年向け学習事業
は拡充されている
が、子ども向け
ワークショップは保
護者からの要望も
多く、需要は引き
続き高いため。

年間に実施するワー
クショップの事業・回
数、参加人数の把握
と、子どもの感想や
学習成果をアンケー
ト等で調査すること
で、ニーズに適応した
サービスとしていく。

青少年を育成する
ティーンズスタジオ
事業を中心にしな
がら、独自開催の
ワークショップの特
色を出していく。

企画展や公開制
作の作家を講師と
するなど、他の事
業との関連性を重
視する。

207 8-(2)

美術館企画展関
連ギャラリートー
ク・ワークショッ
プ

継続
文化スポーツ
部美術館

企画展の理解と子どもたちの想
像力を育成するため、企画展の
作家を講師に、実践的なグルー
プ体験学習を実施します。

企画展の子ども向け
ギャラリートーク　1回
企画展の作家による
ワークショップ　1回

企画展の子ども向け
ギャラリートーク　０
回　　　　　　　　企画
展の作家によるワー
クショップ　1回

その
他

子どもや親子で
鑑賞できる展覧
会の充実

企画展一般ではな
く常設展や所蔵品
展を中心に子ども
向け内容を検討
し、それに関連し
たギャラリートーク
やワークショップの
充実をはかる。

見直し

子どもと一緒に家
族で鑑賞したいと
いう保護者の希望
や教育に活用した
い学校教員の要望
なども多いため。

展覧会の観覧者数の
把握と、感想をアン
ケート等で調査するこ
とで、ニーズに適応し
たサービスとしてい
く。

企画展の関連企
画は、展覧会の性
格そのものと関係
するので展覧会そ
のものの検討が重
要である。

子どもや親子で楽
しめる展覧会の企
画を重視し、子ど
もや親子を対象と
した所蔵品展や常
設展を行う。

208 8-(2)
ジュニアスポー
ツ教室

継続
文化スポーツ
部生涯学習ス
ポーツ課

陸上、バスケットボールなどのス
ポーツ教室を開催することによ
り、スポーツへの関心と技術を高
め、正しいマナーやルールを学
ぶ機会を提供します。

■学校等：ドッジボー
ル教室６校各１回、
ジュニア陸上教室全
４回、ラリーテニス教
室１校１回、夏休み
「馬の教室」　全２
回、ジュニアスキース
クール（２泊３日）１回
■健康センター：２２
５回（バスケットボー
ル、新体操、体力づく
り体操、剣道、柔道、
相撲、なぎなた、バト
ミントン）■朝日体育
館：ジュニア卓球教
室２７回

■学校等：ドッジボー
ル教室４校各１回、
ジュニア陸上教室全
４回、ラリーテニス教
室１校　１回、■健康
センター：１５０回（バ
スケットボール、新体
操、体力づくり体操、
剣道、柔道、相撲、な
ぎなた、バトミントン）
■朝日体育館：ジュ
ニア卓球教室９回

継続

実施結果を基に状況
を把握し、利用者の
ニーズに対応した事
業を実施していく。

ジュニア陸上競技
教室は、体育協会
で同じような事業
を実施しているの
で検討する。ドッジ
ボールは、当初の
目的を達成したの
で、今後の実施に
ついて検討する。

ジュニア陸上競技
教室は、体育協会
の実施動向を見極
め検討する。ドッジ
ボールは回数を減
少する方向で検討
する。

209 8-(2)
地域体育館子ど
も体操教室

継続
文化スポーツ
部生涯学習ス
ポーツ課

地域体育館において、小学生を
対象に各種の体操を楽しむ教室
を開催します。

２１３回 １４２回 継続

各地域体育館の毎月
の実施結果報告によ
り、状況を把握し利用
者のニーズに対応し
た事業を実施してい
く。

各学校で実施して
いる放課後子ども
教室「けやキッズ」
と時間帯などが重
複しているため、
地域によっては利
用者が減少する。

今後の状況を見据
え、関係課と必要
があれば調整す
る。

210 8-(3)
自主活動奨励事
業（児童サーク
ル活動）

継続
市民生活部
市民活動支援
課

児童館において、年間を通し実
施するサークル活動を支援す
る。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
児童館サークル活
動参加者の増加
H25目標16,000人

852回　参加者15,342
人

858回
継続 継続

現在と同様のレベ
ルを維持する。

H20の市政世論調査
の結果、「人と文化を
はぐくむまちづくり」９
施策のうち、「青少年
健全育成」に対する
市民が重要と考える
割合は、4位で、満足
度は8位となってい
る。よって、引き続き
事業を継続し活動を
支援していく。

市主導ではなく、
サークルづくりから
児童が自主的に企
画実施していく体
制づくりの検討が
必要。

検討中

211 8-(3)
自主活動奨励事
業（指導員の配
置）

重点
市民生活部
市民活動支援
課

市内１１か所の児童館におい
て、子どもの遊び相手や話し相
手となる児童館指導員の配置日
数を拡大する。

休日に１日６時間ボラ
ンティア指導員の配
置

2324回　70,448人
ほぼ達成され

た
現段階での達成度は概ね
満足できるものである。

8,563時間
ほぼ達成され

た
現段階での達成度は概ね
満足できるものである。

継続 継続
現在と同様のレベ
ルを維持する。

類似事業との調整
が課題である。

実態を把握し、関
係課との調整を図
り市民の満足に応
えていく。

212 8-(3) 学童クラブ 重点
子ども家庭部
児童青少年課

保護者が昼間家庭にいない小学
校低学年児童の健全育成を行
います。ブロック単位による事業
運営により、効率化と育成水準
の向上を図り、３年生（障害児は
６年生）までの入会希望児童全
員を受け入れます。また、地域と
連携した運営を行うため、運営
懇談会を設置します。

３年生まで（障害児６
年生まで）
２２施設　２，０４５人

２２施設　１，７１９人 達成された
入会希望の児童を全員受
け入れることができた。

２２施設　１，７８４人 達成された
入会希望の児童を全員受
け入れることができた。

継続

国が示している
「放課後子どもプ
ラン」に基づき、
放課後児童の健
全育成を推進す
る。

国が示している
「放課後子どもプラ
ン」及び府中市総
合計画、府中市行
財政改革推進プラ
ンに基づき、学童
クラブ事業と放課
後子ども教室事業
について、一体又
は連携した運営を
推進し、事業の効
率化と育成水準の
向上を図る。

継続

学童クラブに入会
を希望する児童数
は増加傾向にある
ため。

入会を希望する児童
全員の受け入れを継
続していく。

学童クラブの入会
児童数は増加傾
向にあり、児童の
健全育成という観
点から新たな対策
が必要となってい
る。

国が示した「放課
後子どもプラン」に
基づき、すべての
放課後児童の健
全育成という観点
から学童クラブ事
業と放課後子ども
教室事業の更なる
一体又は連携を
図っていく必要が
ある。

213 8-(3)
地域子どもひろ
ば事業

重点
子ども家庭部
児童青少年課

放課後や休日、長期休暇期間
に、学校施設や公園などを利用
した活動を、保護者や地域の
人々と協力して実施します。

保護者やボランティア
指導員と協力した活
動の実施

○小学校体育館開放
事業
放課後子ども教室実
施の３校を除く１９校
で実施。
実施回数　484回

放課後子ども教室事
業へ移行。

統廃
合

214 8-(3)
ちびっこふれあ
い文化祭

継続
市民生活部
市民活動支援
課

文化センターで子どもたちが実
施している自主活動の発表、展
示の場を設け、ふれあいとリー
ダーの養成を図る。

第５次府中市総合
計画後期計画

平成25年度
ちびっ子ふれあい
文化祭への参加
者数の増加

入場者数　４，３３３
人
展示　２／２３（土）・２
４日（日）
1,256人
発表　２／２４（日）
3,077人

未定
２／２８、３／１実施
予定

継続 継続
現在と同様のレベ
ルを維持する。

H20の市政世論調査
の結果、「人と文化を
はぐくむまちづくり」９
施策のうち、「青少年
健全育成」に対する
市民が重要と考える
割合は、4位で、満足
度は8位となってい
る。よって、市民がよ
り参加しやすい事業
に見直しを図ってい
く。

継続して目標参加
者数を維持してい
くことが課題であ
る。

事業のマンネリ化
を防ぎ、新鮮で魅
力ある事業づくり
の検討が必要。
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計画名 最終年度 内容 実施状況 目標達成度 目標達成度に対する評価 実施状況 目標達成度 目標達成度に対する評価

平成26年度
の目標

区分
事業の指標として

考えられること
今後の課題

対応策
（改善方法）

目標達成までの
今後の取組み

事業の
方向性

事業の課題実施状況

平成19年度 平成20年度

今後の目標、方向性

その理由事業内容
現計画の目標

（平成21年度目標）
区分

　事業名

事業名
№

事業の概要

他計画の目標
局・部・課名

現計
画

の体
系

215 8-(3) 文化活動奨励 継続
文化スポーツ
文化振興課

市内青少年の文化活動を奨励
するため、青少年文化団体が一
般市民を対象にして日頃の練習
成果を発表する際に、施設使用
料（年度内１回、事業当日の会
場使用料２単位以内、器具使用
料）を援助する。

実施団体　７団体
実施団体　５団体（予
定）

継続 継続

216 8-(3) 青少年音楽祭 継続
文化スポーツ
文化振興課

１日目に合奏の部、２日目に合
唱の部を開催し、学校や、市内
において活動している音楽クラブ
など、青少年音楽団体が一堂に
会し、日頃の練習の成果を発表
し合う。演奏技術の向上を目指
し、今後活動していく上での励み
とするとともに、音楽を通して青
少年の交流を図ることを目的に
開催する。

参加団体
（参加者数）
　合奏の部　１９団体
　（７４６人）
　合唱の部　９団体
　（６９６人）
観客者数
合奏の部　１，１７４
人　合唱の部　８５４
人

参加団体
（参加者数）
　合奏の部　１９団体
　（７８５人）
　合唱の部　１０団体
　（６３９人）
観客者数
合奏の部　１，４７３
人　合唱の部　７９９
人

継続 現状維持 継続

217 8-(3)
青少年団体活動
への援助

継続
子ども家庭部
児童青少年課

青少年が地域での活動を通じ、
自立性や社会性が身につけられ
るような機会を確保するため、
ボーイ・ガールスカウト、子ども
会などの青少年団体に対し助成
します。

第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度
青少年団体活動
の援助

子ども会３１団体
ボーイ・ガールスカウ
ト６団体

子ども会３１団体
ボーイ・ガールスカウ
ト６団体

継続
子ども会数を維持
する。

団体へ活動費を補
助する。

継続 子ども会数
団体活動の活性
化

助言や指導により
活性化を促す。

218 8-(3)
ジュニアスポー
ツ活動の助成

継続
文化スポーツ
生涯学習ス
ポーツ課

市内に活動基盤を持つ少年・少
女スポーツクラブの活動に対し
て補助金等の助成を行うことに
よって、父母の負担を軽減し、子
どもたちの健康な体づくりを支援
します。

府中市スポーツ振
興推進計画

平成25年度

各スポーツ団体の
活動が、安定して
継続した展開がで
きるように組織力
を高めるための支
援事業を行いま
す。

90団体（3,824人）
補助金額：3,184,100
円

94団体（3,939人）
補助金額：3,207,700
円

継続

各スポーツ団体
の活動が、安定し
て継続した展開
ができるように組
織力を高めるた
めの支援事業を
行います。

活動の周知を図
り、安定して継続し
た展開ができるよ
うに支援事業を行
います。

継続

子どもたちが安心
して、安定したクラ
ブ活動を行うこと
が、スポーツの継
続には必要なため

平成20年度につい
ては、チーム数及
びクラブ員数は増
加しているが、
チーム数及びクラ
ブ員の増減の幅が
あるため、相対的
に見ると、年々ス
ポーツクラブに加
入する少年・少女
が減少傾向にあ
る。（参加者数の
減少）また、参加
者の減少により、
クラブ活動を停止
している団体も見
受けられる。（団体
数の減少）

広報掲載等の情
報提供など、ス
ポーツ活動やクラ
ブの周知の支援

219 8-(3)
中学生・高校生
の活動の支援

新規
子ども家庭部
児童青少年課

児童館及び子ども家庭支援セン
ター「たっち」の夕方以降を中学
生・高校生の懇談や活動の場所
とするとともに、指導員を配置
し、悩みや不安を気軽に相談で
きる場とします。また、中高生自
身による企画・活動組織を設け、
市内の施設を利用した活動につ
いても支援します。

中高生の主体的な活
動の支援
相談体制の充実

中高生体験事業と併
せて実施

ほぼ達成され
た

児童館や「たっち」へ指導
員を配置し、夕方相談の
場とするには至っていな
い。中高生自身による企
画・活動組織を設け、市内
の施設を利用した活動に
ついての支援は形になり
つつある。

中高生体験事業と併
せて実施

ほぼ達成され
た

児童館や「たっち」へ指導
員を配置し、夕方相談の
場とするには至っていな
い。中高生自身による企
画・活動組織を設け、市内
の施設を利用した活動に
ついての支援は形になり
つつある。

その
他

統廃合

児童館、たっちの
運営については各
主幹課で対応願い
たい。中高生自身
による企画・活動
組織を設け、市内
の施設を利用した
活動についての支
援は中高生体験
事業と併せて実施
する。

220 8-(4)
青少年対策地区
活動

継続
子ども家庭部
児童青少年課

ＰＴＡ、学校、保護司会、青少年
委員、青少年団体、女性団体等
関係機関や市民で構成される青
少年対策地区11委員会（中学校
区）の活動に助成し、青少年の
健全育成を図ります。

第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度
青少年対策地区
委員会活動の支
援

環境浄化活動　　95
回
非行防止活動　　19
回
育成事業活動
153回

環境浄化活動
非行防止活動
育成事業活動
啓発・地区委員会

継続 継続

ＰＴＡ、学校、保護
司会、青少年委
員、青少年団体、
女性団体等関係
機関や市民で構成
される青少年対策
地区11委員会（中
学校区）の活動に
助成する。

継続
地区委員会の活動回
数

活動内容の適正
化

助言や指導を行い
時代に合った活動
内容とする

221 8-(4)
青少年健全育成
市民運動

継続
子ども家庭部
児童青少年課

青少年対策地区委員会、ＰＴＡ連
合会、小中学校校長会及び府中
警察署との連携のもとに、地域
における青少年健全育成の充実
を図ります。

第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度
青少年健全育成
協力店の拡充

地域のパトロールや
懇談会など地域活動
青少年健全育成協力
店　８９店
緊急避難の家　1,8９
０件

地域のパトロールや
懇談会など地域活動
青少年健全育成協力
店
緊急避難の家

継続
青少年健全育成
協力店　１７５店
舗

関係機関の連携を
強化し健全育成に
努める。
青少年健全育成
協力店の協力依
頼をすすめる。

継続
青少年健全育成協力
店の店舗数

青少年健全育成
協力店の店舗数を
増やす。

協力依頼をすすめ
る。

222 9-(1)
子育て講座（再
掲）

新規

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

子ども家庭支援センター「たっ
ち」において、出産・育児の不安
解消や親同士の交流のための
子育て講座を行います。また、父
親・両親向けの講座を行い、父
親の育児参加を促進します。

月１回の開催

出産後の母子対象に
した講座（すやすやク
ラブ、ころりんクラブ）
を各コース３回、３日
間ずつ実施。
妊婦を対象にした講
座（カンガルータイ
ム）、ベビーマッサー
ジを実施。

ほぼ達成され
た

すやすやクラブ、ころりん
クラブは毎回抽選になるほ
ど応募者が多い。参加者
のアンケートをもとに講座
の内容を検討していきま
す。

出産後の母子対象に
した講座（すやすやク
ラブ、ころりんクラブ）
を各コース３回、4日
間ずつ実施。妊婦、
父親を対象にした講
座（カンガルータイ
ム）、ベビーマッサー
ジを実施。

ほぼ達成され
た

各講座とも盛況で、アン
ケート結果も非常に良い。
参加者のアンケートをもと
に講座の内容をさらに検
討していく。

継続 継続

参加者のアンケー
ト結果も非常に良
く、今後もアンケー
トをもとに内容を検
討していく。

開催回数、参加人
数、参加者アンケート
の内容などを把握し、
親同士の交流も促進
する。

講座への参加要
望が大きいため、
募集から漏れた方
の参加方法

開催日や講座の
回数を工夫するな
ど、より参加しやす
い講座になるよう
に努める。

223 9-(1)
子育てひろば
「ポップコーンパ
パ」（再掲）

継続
子ども家庭部
保育課

市立保育所を日曜日に開放し、
地域の親子がふれあう場を提供
するとともに、保育士などが子育
て中の父親に遊び方の指導や
子育て相談を行います。

市立保育所15か所
月１回

市立保育所15か所
月１回

見直
し

市立保育所を日曜
日に開放し、地域
の親子がふれあう
場を提供するとと
もに、保育士など
が子育て中の父親
に遊び方の指導や
子育て相談を行い
ます。

見直し 参加者が少ない。 参加者数 参加者が少ない。

エリア毎の実施、
他ひろば事業との
統合、イベントの
実施など、今後の
あり方を検討す
る。
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第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度
母親・両親学級
（はじめてのパパ
ママ学級）の開催

府中市保健計画
事業実施計画

平成21年度 受講者の増加

225 9-(1)
女性センターに
おける講演・講
座

継続
市民生活部
市民活動支援
課

女性問題についての理解や女
性の経済的・社会的自立を図る
ため講座等を開催し、市民の自
己啓発を支援します。さらに、男
女平等の視点から、様々な普及
啓発活動を実施します。

第４次府中市男女
共同参画推進計
画

平成26年度

広報紙や啓発冊
子、講座等を通じ
て、女性だけでなく
男性に対しても、
男女共同参画社
会についての周知
や性差別等につい
ての広報・啓発活
動を積極的に行い
ます。

２０講座５９回実施、
延べ１，１２１人が参
加した。

あまり達成さ
れていない

平成15年の実績に対し、
全体的に数値が減少して
いる。

２０講座５５回実施、
延べ１，１８１人が参
加した。（見込み）

あまり達成さ
れていない

平成15年の実績に対し、
全体的に数値が減少して
いる。

継続 継続

男女共同参画社
会の実現のために
は、引き続き啓発
活動を継続して行
うことが必要であ
るため。

講座の実施状況一覧
による講座の募集定
員充足率及び事業後
に実施するアンケート
調査による受講後満
足度

男女共同参画社
会の実現のために
啓発活動は非常に
重要な要素である
が、市民の方に堅
いイメージを持た
れている場合が多
い。

講座で扱う題材
を、より身近で興
味を引きつける内
容にする。

226 9-(1)
女性センターに
おける情報提供

継続
市民生活部
市民活動支援
課

男女共同参画意識の啓発事業
の一環として、市民の自己啓
発、自主研究、実践活動を支援
し、女性センターの総合的運営
及び機能の充実を図るために、
男女平等や女性問題に関する
多くの情報を収集・整理し、提供
します。

第４次府中市男女
共同参画推進計
画

平成26年度

各種の施策の基
礎資料とするため
に、女性問題につ
いての国や他の自
治体や団体等の
動向を把握すると
ともに、各種の情
報・資料の収集・
提供に努めます。

蔵書数８，９７３冊、
図書及び雑誌の貸出
数１，７６４人。

達成されてい
ない

平成１５年度の実績に対
し、大幅に減少している。

８，７６４冊、図書及
び雑誌の貸出数２，
０８９人（見込み）。

達成されてい
ない

平成１５年度の実績に対
し、大幅に減少している。

継続 継続

男女共同参画につ
いて学ぼうとする
市民の学習機会
の確保のため、専
門の蔵書・資料を
提供する必要があ
る。

女性センター月報に
よる調査結果に基づ
く蔵書数、貸出利用
者数の推移

資料的価値が下
がった蔵書が多く
なってきており、来
館者にとって魅力
のある蔵書等が減
少している。

予算及び蔵書ス
ペースが限られて
はいるが、経年に
より資料的価値が
下がる蔵書等は適
宜処分し、市民の
ニーズに合った蔵
書等の確保に努め
る。

227 9-(2)
子育てしやすい
就業環境の啓発

重点
子ども家庭部
子育て支援課
推進係

女性の就業機会の拡大や出産
後の円滑な職場復帰、父母とも
に子どもとゆっくり過ごせる時間
の確保など、就業環境の整備を
事業所に働きかけます。

啓発事業・情報提供
を行います。

経済観光課を通じ、
中小企業向けの子育
て中の従業員の育児
休業時にかかる経費
の融資制度につい
て、市民に周知をし
ました。
商工会議所会員の協
議会への継続参加を
依頼しました。

ほぼ達成され
た

子育て支援に関する企業
への支援について、情報
収集・提供を行いました。

済観光課を通じ、中
小企業向けの子育て
中の従業員の育児休
業時にかかる経費の
融資制度について、
市民に周知をしまし
た。商工会議所会員
の協議会への継続参
加を依頼しました。

ほぼ達成され
た

子育て支援に関する企業
への支援について、情報
収集・提供を行いました。

重点 現状維持をする。 継続

228 10-(1) 公園・緑地 継続
水と緑事業本
部　公園緑地
課

市内のどこからでも歩いていけ
る範囲に公園があることを目指
し、公園の整備を進めます。街
区公園など地域に密着した公園
は、コミュニティの場として活用で
きるように、地域のひとびとが主
体となった管理・運営を行いま
す。また、安心して利用できるよ
う、遊具などの安全管理や砂場
などの衛生管理を行います。

第5次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度

都市公園面積を府
中市の人口で除し
て算出した数値
で、１人当たりの面
積を10.54㎡／人
にする。

184ha（市面積の
6.27％）

186ha（市面積の
6.34％）

見直
し

現在改訂中の緑
の基本計画によ
る。

市民の身近な所に
公園を増やすとと
もに、地域の特性
を生かした公園づ
くりや地域住民が
主体となった管理・
運営の導入など、
地域に密着した公
園の整備を推進し
ます。また、住宅
地や商店街、道路
など、身近な場所
の緑を増やし、緑
豊かな生活環境を
創出します。

見直し
事業の方向性や
実施について検
討・見直す

市街化が進み、公
園・広場等の用地
の確保が困難に
なってきている。ま
た、既設の公園の
多くが築造されて
から年数が経って
おり老朽化に伴っ
て維持管理経費が
増加している。維
持管理については
より一層市民の協
力等が必要になっ
てきている。

229 10-(1) 図書館 継続
文化スポーツ
部図書館

全１３館で所蔵する資料を活用
し、さらにインターネットやＣ達成
されていない－ＲＯＭなど新たな
媒体も活用しつつ、子どもに読
書の楽しみを知らせ、また、子ど
もの学びや知りたいという好奇
心に対応できるように、資料の
充実や図書館の使いやすさへの
工夫に取り組んでいきます。ま
た、きめ細かい読書相談やレ
ファレンスサービスを行うととも
に、子どもの心を育む本との出
会いの場として事業を展開して
いくなど、図書館ボランティアと
協働しながら、また、学校と連携
しながら図書館サービスの充実
を行います。

第５次府中市総合
計画後期計画・第
２期府中市子ども
読書活動推進計
画

平成25・24年度

小・中学校や高校
との連携を強化
し、子どもと本との
出会いを提供しま
す。

平成１９年１２月１日
に新中央図書館が開
館、バリアフリーに目
指した建物と資料や
パソコンなどの充実
を図り、資料・情報の
提供を実施。中央図
書館では、新たにＹＡ
（ヤングアダルト）向
けにコーナー及び
ルームを設置。

学校との連携の一環
として、配送をＰＦＩ事
業者が実施し、よりき
め細かなサービスを
実施。また、教師や
学校図書館指導補助
員向けにブックトーク
講座などを実施。

重点

図書館に来館し
ない・できない状
況の子どもへの
サービスを充実さ
せる。

子どものいる学校
や幼稚園、保育所
等との連携を行
い、資料や情報を
定期的に提供する
など、図書館のＰＲ
を積極的に行い、
図書館への道を作
る。

充実

従来の方法だけで
はなく、図書館か
ら情報発信をして
いく必要があるた
め

年間利用者数と貸出
数、利用者の意見を
聞き、資料・事業の充
実などサービスを展
開していく。

障害のある子ども
やヤングアダルト
（主に１０代）への
サービスの拡大を
図る必要がある。

学校などその対象
の子どもが集まる
場所への働きかけ
や情報発信を行
う。

230 10-(1) 郷土の森博物館 継続
文化スポーツ
部文化振興課

博物館本館とフィールドミュージ
アムの事業を充実し、歴史、民
俗、自然などの文化が理解で
き、いつでも親しみを持って学
び、楽しみ、憩える環境づくりを
行います。また、市民が互いに
学びあう、各種の体験学習活動
をボランティアの協力を得て展開
します。

常設展示更新実施設
計委託（その２）
常設展示室改修工事
（その１）
第二特別展示室出入
口等改修工事、等

常設展示室等更新事
業（常設展示室展示
物制作）

継続
常設展示室の更
新工事、更新実施
設計を行なう。

継続

歴史、民俗、自然
などの文化が理解
でき、いつでも親し
みを持って学び、
楽しみ、憩える環
境を提供するた
め。

年間利用人数の把
握。年度単位の利用
者数の比較。

博物館が開館して
２０年以上たつこと
から、施設の老朽
化が進んでおり、
利用者に安全な環
境を提供するため
にも、計画的な施
設の修理と設備の
更新が必要であ
る。また、常設展
示については開館
以降の歴史、民
俗、自然等の研究
成果を反映させ、
適切な情報を提供
するために、引き
続き展示の更新を
行なう必要があ
る。

園内整備の実施。
博物館本館の常
設展示の更新。

福祉保健部
健康推進課

224 9-(1)
はじめてのパパ
ママ学級（再掲）

継続

グループワークを通じて妊娠、出
産及び子育てに関する知識を提
供します。また、親同士の交流
や仲間づくりを通して。子育て不
安を解消する機会を提供しま
す。

申込み者が多い半
日コース（沐浴）を
年６回から増設、
受講しやすい日曜
日開催等を検討す
る。

継続

妊娠・出産及び子
育てに関する知識
と仲間づくりの場
の提供をするた

め。

受講者のアンケート
結果から満足度を図
る。

コースによる申込
み人数に偏りがあ
り、実施回数等を
検討する。

現状を維持する。

４日コース　12回
受講者数　1,127人
半日コース　12回
受講者数　　456人

継続

４日コース　12回
受講者数　1,263人
半日コース　12回
受講者数　　438人
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231 10-(1) 美術館 継続
文化スポーツ
部美術館

優れた美術品の収集及び展示
により、鑑賞機会を提供します。
また、実技講座の開催や、近隣
美術大学の協力をはじめ、一流
の美術家を講師に招き公開制作
を行うなど、創造力の育成に努
めます。

企画展(所蔵品展含
む)　年6回
公開制作　年4回
美術館講座　年7回
企画展関連講演会
年13回
常設展ギャラリートー
ク　年12回

企画展(所蔵品展含
む)　年6回
公開制作　年4回
美術館講座　年7回
企画展関連講演会
年13回
常設展ギャラリートー
ク　年12回

継続
子どもや親子が
参加しやすく楽し
める企画の充実

参加者の少ない事
業は縮小しなが
ら、需要の大きい
事業の拡大をはか
り、子ども・親子向
けの事業の充実を
はかる。

見直し

子どもと家族で鑑
賞・参加したいとい
う保護者の希望や
教育に活用したい
学校教員の要望な
ども多いため。

各事業の回数・参加
者数の把握と、参加
者の感想をアンケー
ト等で調査すること
で、ニーズに適応した
サービスとしていく。

全体として、子ど
も・親子の関心や
要求に対応した事
業の拡充をはかる
必要がある。

各企画の検討段
階から、子どもや
親子向けとするに
必要な対策につい
て検討する。

232 10-(1) 体育施設 継続
文化スポーツ
部生涯学習ス
ポーツ課

子どもたちが、屋内外で健康的
に安心して活動でき、合わせて
社会性を身につけるとともに健
康的な体づくりができるように、
市内のスポーツ施設を運営す
る。

府中市スポーツ振
興推進計画

平成25年度

自立したスポーツ
活動の振興、みる
スポーツの振興、
貢献するスポーツ
の振興、パート
ナーシップによる
スポーツの振興を
つなぐスポーツ施
設の整備

市民プール改修工事
小柳プール改修工事
西府庭球場改修工事
紅葉丘庭球場改修工
事　等

総合プールフェンス
改修工事
朝日体育館改修工事
西府プール改修工事
押立庭球場改修工事
等

継続
年次計画に基づ
き、継続的な施設
改修を行う。

多くの子どもたち
が、いつでも・どこ
でもスポーツを楽
しむことができる条
件整備のために、
施設の充実・拡充

継続
活動の場を継続し
て整備するため。

親と子が一緒にス
ポーツを楽しむという
ファミリースポーツが
今後ますます重要と
なり、文化・福祉・レク
リエーション的な活動
を展開できる複合施
設の構築が考えられ
る。

各施設とも老朽化
が進むなか、財政
的な配慮にも心が
け、利用者がより
安心・安全に活動
できるように、改修
工事を計画的に実
施していく必要が
ある。

全ての老朽化した
施設を、同時期に
改修することは難
しいなか、定期的
かつ決め細やかな
施設の安全チェッ
クを実施する。

233 10-(2) 市営住宅 継続
市民生活部
住宅勤労課

住宅に困窮する低所得者等に対
して低廉な家賃で住宅を提供す
ることにより、市民生活の安定と
福祉の増進を図ります。また、地
域における親子の交流や活動の
場として、集会室を開放します。

第２次府中市住宅
マスタープラン

平成25年度

市営住宅ストック
の有効活用の観
点から、老朽化し
た3団地の建替え
及び既存住宅の
維持管理を計画的
に行うとともに、真
に住宅に困窮する
者に提供できるよ
う管理の適正化に
努める。

管理戸数　２０団地
５６９戸
集会室　７箇所
（現在１団地を建替え
中で２０年度末管理
開始予定）

管理戸数　２１団地６
０９戸
集会室　８箇所

継続 を進める。 継続
増戸と居住環境の
向上を図る。

応募倍率が毎回
数十倍と高く推移
しているにもかか
わらず、収入超過
者等の住宅明渡し
が進まないこと。

収入超過者等に対
しては他の公的賃
貸住宅の募集あっ
旋をするなど、住
宅明渡しに向けた
指導を継続する。

234 10-(2) 市民住宅 継続
市民生活部
住宅勤労課

中堅所得者等の居住の用に供
する優良な賃貸住宅を提供する
ことにより､市民生活の安定と福
祉の増進を図ります。

第２次府中市住宅
マスタープラン

平成25年度
ファミリー層への居
住支援（市内3か
所47戸の運営）

3か所47戸の管理運
営

3か所47戸の管理運
営

継続
３か所４７戸を引続
き管理運営してい
く。

継続
住宅所有者との借
上契約期間が残
存している。

空家が発生した場
合は、オーナーへ
支払う家賃全額が
市の負担となる。
ここ数年応募者が
少なく、また入居
の辞退も多く発生
していることから、
空家期間が長期
化する傾向にあ
る。

募集方法の見直し
を検討する。

235 10-(3)
福祉のまちづく
り（補助金）

継続
福祉保健部地
域福祉推進課

不特定多数の人が利用する都
市施設等を新築、改築または改
修する中小企業者または公益法
人などの建築主に対し福祉環境
整備の工事に要する経費を助成
することにより、施設整備を促進
し、福祉のまちづくりの推進と福
祉の向上を図る。（福祉環境整
備事業助成金）

総合計画後期基
本計画

平成25年度
内容は同上現状
値24施設→目標３
６施設

1施設に助成 2施設に助成 継続 ３９施設に助成

新しい建築物はバ
リアフリー化が進
んでいるとはい
え、まだ既存の建
築物で整備が必要
なものが存在する
ので、制度の周知
を図る。

継続

高齢化の進展によ
りニーズは高い。
また、ユニバーサ
ルデザインのまち
づくりを目指すた
め。

多ければよいとい
うものではないが、
件数が少ない。ま
た、手続が煩雑で
ある。

制度の周知を積極
的に行う。整備基
準の説明をよく行
うなどして利用しや
すい制度とするこ
とを努める。

236 10-(3)
交通バリアフ
リー

継続
都市整備部
土木課

高齢者、身体障害者、妊産婦な
どの公共交通機関を利用した移
動の利便性及び安全性の向上
を促進します。また、事業計画に
基づき、平成２２年度までに、事
業計画の１２経路のバリアフリー
化対策を行います。

交通ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化重
点地区整備事業

平成22年度

交通バリアフリー
基本構想に基づ
き、重点整備地区
内の移動の円滑
化を図る経路の整
備工事

市道３－２５７号整備
市道４－４３８号～４
－３９４号整備（カ
ラー舗装）

継続
平成２２年度まで
に取組を着実に進
めていく。

終了

237 11-(1) 防犯意識の啓発 継続
環境安全部地
域安全対策課

警察や防犯関係団体と連携し
て、防犯意識の啓発や犯罪発生
情報の提供を行います。

第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度
安全安心メ－ルの
登録者数　１０，０
００人

広報月　１回
自治会回覧板　年4
回
FAX、ホームページ

（現状）
自治会回覧版　３回
ＦＡＸ、ホ－ムぺ－ジ

継続

市民への情報提
供活動として、現
在実施している自
治会への回覧や
FAX、ホームペー
ジによる啓発活動
を継続していく。

継続

時代の変化によ
り、犯罪の傾向や
被害者となる対象
者も多様化してい
る。そのため、犯
罪被害の情報や
犯罪対策について
の情報提供を行う
必要があるため。

市民へ提供する情報
内容をより精査し、充
実させる。

多様化する犯罪に
対して、市民の防
犯意識をより強固
に持続させるかが
難しい。

諦めずに、反復し
体の一部としての
意識の醸成を保つ
ように努力する。

238 11-(1) 地域安全の推進 重点
環境安全部地
域安全対策課

市、市民、事業者等が連携して
犯罪防止活動を行うことにより、
「犯罪を起こさせない・犯罪が起
きにくいまち」にし、誰もが安心し
て暮らすことができるまちづくり
を推進します。

保護者、学校、地域
のひとびとと連携した
活動の推進

第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度

①　地域の治安が
悪化していると感
じている市民の割
合　３５％以下　②
犯罪発生件数
２，８７０件　③　自
主防犯活動参加
人数　７３０人　④
地域安全リ-ダ-数
３６０人

防災無線による子ど
もの見守り活動、府
中市安全安心メール
の運用、地域安全市
民のついどい開催、
委託警備会社の警備
員による巡回、市民
による犬のお散歩パ
トロール、地域安全
リーダーのついどい
開催、市民・防犯関
係団体によるパト
ロール、市職員・防犯
関係団体による青色
防犯パトロールの実
施

ほぼ達成され
た

自治会、防犯関係団体等
によるパトロールや犬のお
散歩パトロール等、市民が
日常生活の中に取り入れ
られる防犯活動を実施す
ることができた。また、市
内事業者による「地域安全
パトロール」や市職員・防
犯関係団体による青色防
犯パトロールを実施するな
ど、市・市民・事業者が連
携した取り組みを行った。

（現状）
防災無線による子ど
も見守り活動、府中
市安全安心メールの
運用、委託警備会社
による巡回、地域安
全リーダーのつどい
開催、犬のお散歩パ
トロール、市職員・防
犯関係団体による青
色防犯パトロール、
地域安全市民のつど
い開催等

ほぼ達成され
た

平成19年度に引き続き、
市・防犯関係団体・市民・
市内事業者が連携した活
動を行っている。

重点

①　地域の治安
が悪化していると
感じている市民の
割合　３５％以下
②犯罪発生件数
２，８７０件　③
自主防犯活動参
加人数　７３０人
④　地域安全リ－
ダ－数　３６０人

警察や防犯関係
団体、市民による
防犯パトロール活
動や子ども見守り
活動を実施を継続
していく。

継続

平成１８年度の市
民意識調査では、
「犯罪のないまち」
への要望が上位に
あげられている。
犯罪の複雑・多様
化、高齢者や子ど
もが被害者となる
犯罪が増加してい
ることから、今後も
市・防犯関係団
体・市民・事業者に
よるパトロール活
動等、具体的な対
策が必要となるた
め。

より多くの市民、団体
が活動に参加できる
態勢を整える。

多様化、複雑化す
る犯罪とそれを防
止する市民活動の
限界が感じられ
る。

地域安全の確保に
重点を置き、市民
自身が自分のこと
は自分で守るとい
う姿勢をもたせる。

239 11-(1)
青少年健全育成
市民運動（再掲）

継続
子ども家庭部
児童青少年課

青少年対策地区委員会、ＰＴＡ連
合会、小中学校校長会及び府中
警察署との連携のもとに、地域
における青少年健全育成の充実
を図ります。

第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度
青少年健全育成
協力店の拡充

地域のパトロールや
懇談会など地域活動
青少年健全育成協力
店　８９店
緊急避難の家　1,8９
０件

地域のパトロールや
懇談会など地域活動
青少年健全育成協力
店
緊急避難の家

継続
青少年健全育成
協力店　１７５店
舗

関係機関の連携を
強化し健全育成に
努める。
青少年健全育成
協力店の協力依
頼をすすめる。

継続
青少年健全育成協力
店の店舗数

青少年健全育成
協力店の店舗数を
増やす。

協力依頼をすすめ
る。
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計画名 最終年度 内容 実施状況 目標達成度 目標達成度に対する評価 実施状況 目標達成度 目標達成度に対する評価

平成26年度
の目標

区分
事業の指標として

考えられること
今後の課題

対応策
（改善方法）

目標達成までの
今後の取組み

事業の
方向性

事業の課題実施状況

平成19年度 平成20年度

今後の目標、方向性

その理由事業内容
現計画の目標

（平成21年度目標）
区分

　事業名

事業名
№

事業の概要

他計画の目標
局・部・課名

現計
画

の体
系

240 11-(2)
交通安全意識の
啓発

継続
環境安全部地
域安全対策課

交通安全思想の普及・啓発を図
り、交通ルールの遵守と正しい
交通マナーの実践を習慣づけま
す。また、市民自身による道路
交通環境の改善に向けた取組
みを推進することにより、交通事
故防止の徹底を図ります。

第５次府中市総合
計画後期基本計
画

平成25年度

①安心して歩道を
通行することがで
きると感じる市民
の割合　４５％　②
人口1,000人当たり
の交通事故発生
件数　４件以下
③幼児交通安全
教室への参加者
数　6,500人　④自
転車免許交付者
数　2,000人

春・秋の交通安全運
動（各１０日間）、春・
秋の交通安全パレー
ド（各１回）、小学生・
高齢者の自転車競技
大会、幼児交通安全
教室職員派遣事業、
交通安全市民のつど
い

春・秋の交通安全運
動（各１０日間）、春・
秋の交通安全パレー
ド（各１回）、小学生・
高齢者の自転車競技
大会、幼児交通安全
教室職員派遣事業、
交通安全市民のつど
い

継続

交通安全思想の
普及・啓発を図り
交通事故防止の
徹底を図ります。

継続

自転車走行のマ
ナーや交通ルール
のマナーの悪化の
改善が求められて
いる。交通安全思
想の普及・啓発活
動は継続して実施
されてはいるが、
正しい交通ルール
の徹底や交通事
故件数の大きな減
少には到っていな
いため、今後も積
極的な活動の継続
が必要となる。

交通事故発生件数の
削減

交通事故は減少
傾向にあるが、高
齢者の事故発生
率は高く又亡くな
る方も多い、これ
からの更なる高齢
化社会を向え対策
は急務である。

あらゆる機会を通
して、交通安全思
想の普及・啓発を
図る。幼児～高齢
者を問わず、長期
間に渡って刷り込
まれていることな
ので、更なる反復
を促す。

241 11-(2)

交通バリアフ
リー

現計画：あんし
ん歩行エリア

継続
都市整備部
土木課

高齢者、身体障害者、妊産婦な
どの公共交通機関を利用した移
動の利便性及び安全性の向上
を促進します。また、事業計画に
基づき、平成２２年度までに、事
業計画の１２経路のバリアフリー
化対策を行います。

交通ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化重
点地区整備事業

平成22年度

交通バリアフリー
基本構想に基づ
き、重点整備地区
内の移動の円滑
化を図る経路の整
備工事

市道３－２５７号整備
市道４－４３８号～４
－３９４号整備（カ
ラー舗装）

継続
平成２２年度まで
に取組を着実に進
めていく。

終了
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Ｂ 　現在実施していて現計画に記載がない施策・事業についての調査票

平成19年度 平成20年度

目標 施策 計画名 最終年度 内容 実施状況 実施状況

1
義務教育就
学児医療費
助成事業

子ども家庭部
子育て支援課
育成係

児童（義務教育就学
児）が健康保険診療で
かかった医療費の自
己負担3割のうち1割を
助成します。（所得制
限はなし。ただし、高
額療養費及び入院時
の食事療養標準負担
額は除く。）

２　地域にお
ける子育て
支援

（５）子育て
の経済的負
担の軽減

第５次府中市
総合計画後期
計画

平成25年度

子ども医療費
助成制度とし
て掲載。（平成
19年10月より
義務教育就学
期児童まで対
象拡大をし実
施したため）

対象者数
延べ 　15,858
人（H19.10.末
現在）　　　　助
成件数
延べ    46,328
件

対象者数
延べ 　17,377
人（H20.10.末
現在）　　　　助
成件数
延べ  160,125
件

統合
乳幼児医療
費助成と統
合する

子育てに要する
多大な費用の軽
減を図るため、義
務教育児童に対
する医療助成を
継続実施する。
また、未だ未申
請の世帯が若干
あると思われる
のですべての児
童に対し医療証
を発行し、医療費
の一部を助成で
きるよう努めま
す

統合

健康保険に加
入しているす
べての児童
（義務教育就
学児）。

平成19年10月
より義務教育就
学児医療費助
成事業がスター
トしました。現
在、助成内容は
自己負担3割の
うち1割です。義
務教育就学児
の助成内容を3
割まで引き上げ
るため財源の
確保が必要とな
ります。

国制度の創設
や都制度にお
ける所得制限
撤廃及び補助
率の見直し等
を要望していき
ます。

2
放課後子ど
も教室事業

子ども家庭部
児童青少年課

子どもの居場所づくり
として、家庭・学校・地
域が協力して小学校
施設を活用して実施し
ます。

８　子どもの
健全育成と
活動への支
援

（４）地域にお
ける健全育
成活動への
支援

第５次府中市
総合計画後期
計画

平成25年度
全市立小学校
での実施

実施校　３校
実施校　市内
２２校全校

継続
事業の安定
的な運営

試行を繰り返し、
より良い事業とし
ていく

充実 登録者数
事業の安定的
な運営

試行を繰り返
し、より良い事
業としていく

3
育成医療費
助成

福祉保健部障
害者福祉課

身体に障害のある方
が指定育成医療機関
での早期治療により、
将来の生活に必要な
能力を得るためにか
かる医療費について、
健康保険診療でか
かった医療費の自己
負担分の一部を助
成。対象は、１８歳未
満の次の障害のある
都民で手術等を必要
とし、確実な治療効果
が期待される方　①肢
体不自由　②視覚障
害　②聴覚・平衡機能
障害　③音声・言語・
そしゃく機能の障害
④心臓機能障害　⑤じ
ん臓機能障害　⑥小
腸機能・呼吸機能・ぼ
うこう機能・直腸機能・
消化器機能・その他の
先天性内臓障害　⑦
免疫機能障害

２　地域にお
ける子育て
支援

（５）子育て
の経済的負
担の軽減

東京都認定延
べ人数　３７人
（平成２０年３
月末）

東京都認定延
べ人数　２６人
（平成20年12
月末現在）

継続 継続

4
府中市心身
障害者(児）
医療費助成

福祉保健部障
害者福祉課

医療機関、薬局等で
診療を受けたり、薬を
もらったときの保険診
療の自己負担分から
高齢者の医療の確保
に関する法律に準じた
一部負担金を除いた
分を助成。対象は身
体障害者手帳１・２級
（内部障害の場合は３
級まで）または愛の手
帳１・２度で各種健康
保険に加入している方

２　地域にお
ける子育て
支援

（５）子育て
の経済的負
担の軽減

受給者数（市）
１２０人（平成
20年3月末で
大人含む）
医療件数　１，
１３４件（平成
20年3月末で
大人含む）

受給者数（市）
１４０人（平成
21年3月末見
込みで大人含
む）
医療件数
９００件（平成
20年3月末見
込みで大人含
む）

継続 継続

№

　事業名 事業の概要 実施状況

事業名

今後の目標、方向性

事業内容

次世代計画上での施策
体系の位置

今後の課題
対応策

（改善方法）

事業の課題

局・部・課名
目標達成まで
の今後の取組

み

事業
の

方向
性

その理由
事業の指標
として考えら

れること

他計画の目標

区分
平成26年

度
の目標
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平成19年度 平成20年度

目標 施策 計画名 最終年度 内容 実施状況 実施状況

№

　事業名 事業の概要 実施状況

事業名

今後の目標、方向性

事業内容

次世代計画上での施策
体系の位置

今後の課題
対応策

（改善方法）

事業の課題

局・部・課名
目標達成まで
の今後の取組

み

事業
の

方向
性

その理由
事業の指標
として考えら

れること

他計画の目標

区分
平成26年

度
の目標

5
小児慢性疾
患医療費助
成

福祉保健部障
害者福祉課

入院、または通院のた
め健康保険診療でか
かった医療費の自己
負担分の一部を助
成。対象は、満１８歳
未満で次の疾患にか
かっている都民。な
お、１８歳を超えても小
児慢性疾患医療券を
有し引き続き医療を受
ける必要がある場合
に限り、２０歳未満ま
で延長可能。①悪性
新生物（がん）　②慢
性じん疾患　③慢性呼
吸器疾患　④慢性心
疾患　⑤内分泌疾患
⑥こう原病　⑦糖尿病
⑧先天性代謝異常
⑨慢性血液・免疫疾患
⑩神経・筋疾患　⑪慢

２　地域にお
ける子育て
支援

（５）子育て
の経済的負
担の軽減

東京都認定延
べ人数　１６５
人（平成２０年
３月末）

東京都認定延
べ人数　１４４
人（平成20年
12月末現在）

継続 継続

6

東京都大気
汚染健康障
害者医療費
助成

福祉保健部障
害者福祉課

都内に引き続き１年
（３歳未満は６か月）以
上住所を有し、同一疾
病についてほかの医
療費助成制度の適用
を受けていない方で、
大気汚染の影響を受
けたと推定される疾病
（気管支ぜん息、慢性
気管支炎、ぜん息性
気管支炎、肺気しゅお
よびそれらの続発症）
にかかっている方に対
して、対象疾病に係る
医療費の助成をおこな
います。

２　地域にお
ける子育て
支援

（５）子育て
の経済的負
担の軽減

申請者数
新規125件
更新295件

申請者数
（18歳未満）
新規58件
更新206件

継続 今後も継続実施 継続

7
特別児童扶
養手当

福祉保健部障
害者福祉課

身体、知的または精神
に重度、中度の障害
がある２０歳未満の児
童を養育している方
に、月額50,750円（重
度）または33,800円
（中度）の手当を支給
します。

２　地域にお
ける子育て
支援

（５）子育て
の経済的負
担の軽減

３２７人 ３４９人 継続
今後も継続して
取り組む予定

継続

今後も手当の
支給により障
害児の福祉
の増進を図る

8
障害児福祉
手当

福祉保健部障
害者福祉課

身体、知的または精神
に重度の障害がある
方およびその他の疾
病によりこれと同等程
度の状態にあり、常時
介護を必要とする２０
歳未満の方に月額
14,380円の手当を支
給します。

２　地域にお
ける子育て
支援

（５）子育て
の経済的負
担の軽減

１４５人 １５５人 継続
今後も継続して
取り組む予定

継続

今後も手当の
支給により障
害児の福祉
の増進を図る
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平成19年度 平成20年度

目標 施策 計画名 最終年度 内容 実施状況 実施状況

№

　事業名 事業の概要 実施状況

事業名

今後の目標、方向性

事業内容

次世代計画上での施策
体系の位置

今後の課題
対応策

（改善方法）

事業の課題

局・部・課名
目標達成まで
の今後の取組

み

事業
の

方向
性

その理由
事業の指標
として考えら

れること

他計画の目標

区分
平成26年

度
の目標

9
地域生活支
援事業

福祉保健部障
害者福祉課

障害のある人がその
能力や適性に応じ自
立した日常生活又は
社会生活を営むことが
できるよう、市におい
てニーズに即した事業
に取り組む

移動支援事業
延べ17,018時
間
日中一時支援
事業
延べ964人
日常生活用具
給付事業
2,877件
地域活動支援
センター事業
延べ4984人

自立支援法に
基づく事業であ
るため、今後の
国の方針によっ
て大きく変遷し
ていく可能性が
ある。

国や都の動向
を注視しつつ、
より良い制度を
構築できるよう
調査研究して
いく。

10
美術館
ティーンズ
スタジオ

文化スポーツ
部美術館

10代の青少年が気軽
に美術館を訪れ、自分
の関心に応じた創作
活動を体験するプログ
ラムを提供する教育事
業を実施します。

8 子どもの
健全育成と
活動への支
援

（２）体験機
会の提供

毎週土曜日
（開館日のみ）
実施

毎週土曜日
（開館日のみ）
実施

見直
し

幼児から成
人までを継
続的に育成
する事業へ
の展開

中高生の参加を
促すとともに、子
ども向けのプログ
ラムも拡充するこ
とで、幼児から成
人までを継続的
に育成する事業
への展開をめざ
す。

見直し

学校の図工・
美術科におけ
る鑑賞教育重
視の流れ、府
中市の郷土
教育の推進な
どから、需要
の高まること
が期待される
ため。

年間に実施す
るプログラム
数、参加者数
の把握と、子
どもの感想や
学習成果をア
ンケート等で
調査すること
で、ニーズに
適応したサー
ビスとしてい
く。

年間に実施す
るプログラム
数、参加者数の
把握と、子ども
の感想や学習
成果をアンケー
ト等で調査する
ことで、ニーズ
に適応したサー
ビスとしていく。

中高生の参加
を促すととも
に、子ども向け
のプログラムも
拡充すること
で、幼児から成
人までを継続
的に育成する
事業への展開
をめざす。

11
府中水辺の
楽校

水と緑事業本
部公園緑地課

親子で、多摩川や用
水など身近な水辺を
活用した自然環境学
習や体験活動を通じ
て、水辺を安全に利用
できる基本ルールを身
につけてもらうことを目
的としたイベント年６回
実施する。

8 子どもの
健全育成と
活動への支
援

（２）体験機
会の提供

府中市事業実
施計画

平成22年度
市内児童７％
の参加を目標
とする。

水辺の楽校へ
の支援（イベン
トの実施、小
学校の総合学
習時間などへ
の協力）

水辺の楽校へ
の支援（イベン
トの実施、小
学校の総合学
習時間などへ
の協力）

継続

親子で、多摩川
や用水など身近
な水辺を活用し
た自然環境学習
や体験活動を通
じて、水辺を安全
に利用できる基
本ルールを身に
つけてもらうこと
を目的として、市
民主体の活動と
なるよう事業を実
施する

継続

市民、自治会
や関係団体
等で組織する
運営協議会
が主体的に活
動できるよう
市は引続き支
援する。

市内児童の参
加割合

市民主体の活
動となるよう活
動資金の確保、
身近な水辺環
境の整備、及び
地域が連携して
活動できるよう
な組織体制づく
り

各種助成金制
度の活用、自
主的自立的に
活動できるよう
な組織体制づく
り

12
ジュニアス
ポーツ指導
者育成

文化スポーツ
部生涯学習ス
ポーツ課

子どもたちがスポーツ
を心から楽しむため
に、スポーツ精神を理
解し、指導、助言、伝
授する指導者の資質
の向上のための支援
事業を行います。

8 子どもの
健全育成と
活動への支
援

（１）健全育
成に関する
情報提供及
び啓発

府中市スポー
ツ振興推進計
画

平成25年度

子どもたちが
スポーツを心
から楽しむた
めに、スポー
ツ精神を理解
し、指導、助
言、伝授する
指導者の資質
の向上のため
の支援事業を
行います。

ジュニアス
ポーツ指導者
講習会　年２
回
「スポーツ事故
と法的責任」
参加者数：８２
人
「子どものから
だづくり（講
義）」参加者
数：７６人

ジュニアス
ポーツ指導者
講習会　年３
回（予定）
「スポーツ事故
と法的責任」
参加者数：１０
５人
「子どものから
だづくり（実
技）」参加者
数：３８人
「栄養学」

充実

子どもたち
がスポーツ
を心から楽
しむために、
スポーツ精
神を理解し、
指導、助
言、伝授す
る指導者の
資質の向上
のための支
援事業を行
います。

研修開催日程や
PR方法、指導者
のニーズにこた
えるような研修や
支援を行います。

充実
研修の回数
及び規模の拡
大を図る

クラブ指導者
は、自分の子
どもがスポー
ツを行ってい
るため役員を
行うケースが
多く、指導方
法等に不安を
持っている場
合もある。ま
た、子どもたち
のやる気を起
こさせる方法
等、情報の提
供を必要とし
ている。

開催日程や
ニーズの把握

アンケートの活
用や会議等を
実施する

13 親支援事業

子ども家庭部
子育て支援課
（子ども家庭支
援センターたっ
ち）

育児に不安を抱えて
いる母親を対象に、悩
みや不安を打ち明け
ないながら、自分なり
の子育てを見つけ親
子の成長を支援してい
くグループ活動。

1子育て不
安の解消

(３)児童虐待
への対応

１グループ
６回実施
参加人数１５
人

２グループ
２９回実施
参加人数５２
人

充実
事業への定
着した参加

個別の相談業務
を通してグループ
への参加を促し、
育児不安の軽減
と仲間づくりを行
う。

継続
児童虐待の
未然防止

参加対象者
数、参加延べ
人数

人間関係やコ
ミュニケーショ
ンに問題を抱え
る母も多く、安
定した参加が
難しいこと、グ
ループへの参
加を躊躇する
母への働きか

・引き続きグ
ループへの参
加を勧める。
・活動に参加す
ることで、自分
の変化が実感
できるような事
業展開。
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Ｃ 　新規施策・事業についての調査票

目標 施策 計画名
最終年

度
内容

1

保育所における質の
向上のためのアク
ションプログラム関係
事業

子ども家庭部
保育課

次の4点に関する事項（１）
保育実践の改善・向上
（２）子どもの健康及び安
全の確保
（３）保育士等の資質・専門
性の向上
（４）保育を支える基盤の
強化

保育サービ
スの充実

保育所サー
ビスの質の
確保

国において「保育所におけ
る質の向上のためのアク
ションプログラム」が策定さ
れ、地方自治体においても
同様のアクションプログラム
を策定することが望ましいと
されている。（次世代計画と
一体的に策定することも
可。）

次世代計画と
一体的に策定
するかも含め
て、これからの
検討となりま
す。

東京都のアク
ションプランが
未策定となっ
ている。

2 病児保育
子ども家庭部
子育て支援課

子どもが病気のため通園・
通所が困難な６か月から
就学前までの乳幼児を一
時的に預かる

保育サービ
スの充実

様々な保育
ニーズへの
対応

現在、病後児保育の実施は
行っているものの、子どもが
病気の時に一時的に預かっ
てもらえる施設が無く、病児
の一時預かりが望まれてい
るため

実施予定時期

事業の課題事業の目標

対応策
希望する連

携期間・部課
名

№ 平成26年
度の目標

今後の取
組

事業の指標
として考えら

れること

事業の概要

実施が望ましい理由
実施にあ

たっての課
題

　事業名

その他の特
記事項

事業名 局・部・課名 事業内容

次世代計画上での施策
体系の位置

他計画の目標
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